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（図３－２）．旧上田市では，1990 年代以降，従業者数，製造品出荷額等ともに縮小傾向にある

ことが読み取れる．一方，旧丸子町では従業者数に大きな変化はないものの，製造品出荷額等は

増加し，合併前の 2005 年では 1990 年に比べ約 1.6 倍となった．坂城町では，バブル経済崩壊

後に，従業者数と製造品出荷額等は減少したが，2000 年代に入ると製造品出荷額等は増加に転 

 

（a）上田市 

 

（b）坂城町 

 
図３－２ 製造業従業者数および製造品出荷額等の推移（従業者数４人以上の事業所） 

資料：e-stat「地域別統計データベース」により作成． 
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じ，2007 年には約 1,896 億円とピークに達した．その後，上田市，坂城町ともにリーマンショ

ックのあった 2008 年を境に製造品出荷額等は著しく減少し，2012 年時点でリーマンショック

前の水準には至っていない． 

次に，図３－３，３－４，３－５は業種別の製造業事業所数，従業者数，製造品出荷額等の推

（a）事業所数 （b）従業者数 

（c）製造品出荷額等 

図３－３ 上田市における製造業業種別事業所数・従業者数・出荷額の変化 

注１：2001 年までのデータに旧丸子町，旧真田町，旧武石村の値は合算せず，旧塩田町（1970 年に合併），旧川西村（1973 年に合併）の数値を合

算した．そのため，旧自治体で秘匿値とされた業種は「その他」に含まれている． 
注２：1960 年の従業員数，製造品出荷額等の産業中分類別のデータがなかったため，「その他」として一括して示している． 
注３：1970 年のデータについて，秘匿値となっている業種の値が他の業種に合算されている場合がある． 
注４：業種は，産業中分類を次のように再構成した．なお，秘匿とされた業種の値は「その他」に一括した． 

「食料・飲料」…食料品製造業，飲料・飼料・たばこ製造業，「繊維」…繊維工業（衣服，その他の繊維製品を除く），衣服・その他の繊維製

品製造業，「木材・紙・パルプ」…木材・木製品製造業（家具を除く），家具・装備品製造業，パルプ・紙・紙加工品製造業，「化学」…化学工

業，石油製品・石炭製品製造業，プラスチック製品製造業（別掲を除く），ゴム製品製造業，「金属」…鉄鋼業，非鉄金属製造業，金属製品製

造業，「一般機械・精密機械」…一般機械器具製造業，はん用機械器具製造業，生産用機械器具製造業，業務用機械器具製造業，精密機械器具

製造業，「電気機械」…電子部品・デバイス・電子回路製造業，電気機械器具製造業，情報通信機械器具製造業，「輸送用機械」…輸送用機械

器具製造業，「その他」…出版・印刷・同関連産業，なめし革・同製品・毛皮製造業，窯業・土石製品製造業，武器製造業，その他の製造業 
資料：長野県総務部統計課（1961, 1971），長野県総務部情報統計課（1981），長野県総務部情報統計課（1991），長野県企画局情報政策課（2002）

および『工業統計表（市区町村編）』により作成． 
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移を表したものである．上田市は「電気機械」，「一般機械・精密機械」，「輸送用機械」が中心で

あることが読み取れる．特に「電気機械」は 1970 年から 2000 年にかけてシェアを増加させ，

製造品出荷額等の数値でみると 1970年の 9.1%から 2000年には 40.7%に増加した．旧丸子町は，

1970 年において「繊維」が従業者数の 30.6％，製造品出荷額等の 28.5％を占めていたものの，

その後シェアは縮小し，代わって「電気機械」，「一般機械・精密機械」の割合が増加した．また，

1990 年以降は「輸送用機械」の割合が増加したことも確認できる．坂城町では「一般機械・精

密機械」のシェアが圧倒的に高く，2010 年では製造品出荷額等の 74.2％に上る．一方で，「輸

送用機械」の割合は低下傾向にあり，単純な比較はできないが 1970 年の 20.4%に対し，2010

年には 5.4%となった． 

（a）事業所数 （b）従業者数 

（c）製造品出荷額等 

図３－４ 旧丸子町における製造業業種別事業所数・従業者数・出荷額の変化 

注１：図３－３に同じ 

資料：図３－３に同じ． 
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次に，製造品出荷額等の数値をもとに算出した特化係数でみると（表３－３），1990 年の旧上

田市のデータでは「食料・飲料」の業種で特化係数が高く，「電気機械器具製造業」（特化係数

1.75），「精密機械器具製造業」（同 1.58）などが続く．合併後の 2010 年の特化係数をみると，

「電気機械器具製造業」の特化係数が 4.58 と最も高い．旧丸子町は，1990 年のデータに限られ

るが，「非鉄金属製造業」，「繊維工業」，「電気機械器具製造業」，「一般機械器具製造業」，「衣服・

その他の繊維製品製造業」の順に特化係数が高い．坂城町をみると，1990 年では「一般機械器

具製造業」の 6.28，2010 年では「はん用機械器具製造業」の 8.79 など，「一般機械・精密機械」

の業種の特化係数が極めて高い． 

表３－４は，『工業統計表』の工業地区編から，製造品出荷額等の上位３業種（細分類）をま

（a）事業所数 （b）従業者数 

（c）製造品出荷額等 

図３－５ 坂城町における製造業業種別事業所数・従業者数・出荷額の変化 

注１：図３－３に同じ 

資料：図３－３に同じ． 
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とめたものである．上田・更埴地区では「自動車部分品・附属品製造業」が各年の第１位となっ

ており，2010 年時点で製造品出荷額等は 1,344 億円（構成比 17.1%），特化係数は 1.74 となっ

ている．後述するように，上田市には，自動車の車両組立部門はないものの，大手自動車部品メ

ーカーが立地している．２，３位には「電気機械」に含まれる業種が位置している．なお，2010

年の上位３業種には入っていないが，特化係数が顕著に高い業種としては，「電気計測器製造業

（別掲を除く）」（特化係数 22.36），「音響部品・磁気ヘッド・小形モータ製造業」（同 48.80），

「圧力計・流量計・液面計等製造業」（同 25.35），「針・ピン・ホック・スナップ・同関連品製

造業」（同 22.22）が挙げられる． 

 

表３－３ 製造品出荷額等からみた業種別製造業の特化係数 

（a）上田市 

 
（b）旧丸子町 

 

（c）坂城町 

 

注１：各市町の特化係数は，1990 年は全事業所，2010 年は従業者４人以上の事業所のデータを用い，各市

町の製造品出荷額等の業種別構成比を全国の同構成比で除して算出した． 

注２：上田市の 1990 年は合併前の数値を用いて算出した． 

資料：『工業統計表（市区町村編）』により作成． 

 

1990年 2010年
4.0～4.9 飲料・飼料・たばこ製造業 電気機械器具製造業
3.0～3.9
2.0～2.9 その他の製造業 その他の製造業

非鉄金属製造業
1.5～1.9 電気機械器具製造業 業務用機械器具製造業

食料品製造業 食料品製造業
精密機械器具製造業 生産用機械器具製造業

1990年 2010年
3.0～3.9 非鉄金属製造業
2.0～2.9 繊維工業

電気機械器具製造業
一般機械器具製造業

1.5～1.9 衣服・その他の繊維製品製造業

1990年 2010年
8.0～8.9 はん用機械器具製造業
7.0～7.9 業務用機械器具製造業
6.0～6.9 一般機械器具製造業
5.0～5.9
4.0～4.9
3.0～3.9 業務用機械器具製造業
2.0～2.9
1.5～1.9 精密機械器具製造業
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製造業および主要業種の付加価値生産性の推移をみると（図３－６），1985 年以降，製造業全

体の付加価値生産性は約 680 万円から上昇し，2000 年代以降は，1,000 万円前後で推移してい

た．これを業種別にみると，「食料・飲料・たばこ製造業」は年による変動が激しい他は，製造

業全体と同じように推移していることが読み取れる．そのうち「精密機械器具製造業」は，一貫

して製造業全体の付加価値生産性を下回っていた．「電気機械器具製造業」も同じような傾向を

読み取ることができるが，2000 年以降は製造業全体の数値を上回るようになった．2009 年以降

は，全体的に付加価値生産性が低下した． 

 

表３－４ 上田・更埴地区における製造品出荷額等の上位３業種（細分類）の変遷 

 
注１：2010 年の上田・更埴地区に含まれる市町は，上田市，千曲市，東御市，坂城町である． 

資料：『工業統計表（工業地区編）』各年版により作成． 

 

 
図３－６ 上田・更埴地区における製造業および主要業種の付加価値生産性の推移（1985～2010） 

注１：主要業種は 1990 年時点で製造品出荷額等の数値から算出した特化係数が 1.5 超のものを選定した． 

注２：2008 年以降は，産業分類の改定を踏まえて図を作成した． 

資料：『工業統計表（工業地区編）』各年版により作成． 
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図３－７は『国勢調査』の従業地による職業別製造業就業者数の推移を示したものである．上

田市は，2000 年の製造業就業者数は 27,564 人であったが，2010 年は 20,482 人と 25.7%減少

した．また，「専門的・技術的職業従事者」は，2000 年の 1,957 人から 2010 年には 1,485 人と

減少している．結果として，「専門的・技術的職業従事者」の比率は７％前後で大きな変化はみ

られない．一方，坂城町をみると 2000 年に製造業就業者数は 5,698 人から 2010 年には 4,934

人と 13.4%減少した．また，「専門的・技術的職業従事者」も 378 人から 308 人へと 18.5%減少

しており，その比率に大きな変化は認められない． 

最後に，上田・坂城地域における製造業の立地変化について検討する．ここでは，旧上田市，

旧丸子町，坂城町の３つの地域ごとに，1990 年代前半と 2010 年代の２時点における事業所の

立地を比較する2)． 

まず，表３－５は「商工名簿」（上田商工会議所）から抽出した旧上田市の企業・事業所の概

要をまとめたものである3)．「一般機械・精密機械」，「電気機械」，「輸送用機械」の事業所数が

減少しているが，特に「１～９」人の小・零細規模の事業所数が大きく減少していることが読み

取れる．一方で，「金属」，「プラスチック加工」の事業所数に大きな変化は認められない． 

図３－８は，抽出事業所の住所データをもとに作成した分布図である．1991 年の分布図をみ

ると，千曲川に沿って中央部に事業所の立地が集中していることがわかる．対して，2012 年で

は，中央部に事業所の立地が密な地区がみられるものの，塩田地域や川西地域への立地が増加し

ていることがわかる． 

 

 
図３－７ 上田市，坂城町における職業別製造業就業者数の推移 

注１：従業地に基づく． 

注２：図中の「上田市」は合併自治体を合算した値． 

資料：『国勢調査』各年版により作成． 
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旧丸子町における企業・事業所の分布図を表したものが，図３－９である4)．なお，資料の制

約から，半数以上の事業所の従業者数や創業年に関するデータを収集できなかったため，ここで

は分布図を描くのみとする．旧丸子町では，平地が少なく，工場の立地も依田川に沿って，上丸

子，長瀬，塩川を中心としていたが，次第に工場用地の確保が難しくなったため 1980 年代に山

麓や山間部に工場団地が造成された（丸子町誌編纂委員会 1992a）．こうした背景が 1992 年の

分布図にも認められる．資料が異なるため単純な比較は難しいが，2015 年の分布図をみると，

事業所の立地の傾向自体に大きな変化は認められない． 

同様に，坂城町について，資料から抽出した企業・事業所5)の概要をまとめたものが表３－６，

作成した分布図が図３－10 である．なお，坂城町については，取り上げた資料が異なるため，

単純な比較ができない点に留意する必要がある．２時点の分布図をみると，千曲川右岸に事業所

が集中していること，事業所の立地に大きな変化はないことが読み取れる． 

 

表３－５ 抽出事業所の概要（旧上田市） 

（a）1991 年 

 
（b）2012 年 

 
注１：括弧内の数値は不明を除いて算出した割合． 

資料：常田軍三編「商工名簿‘91―会員・特定商工業者」上田商工会議所，田口邦勝編「商工名簿 2012―会員・特定商

工業者」上田商工会議所により作成． 

1～9人 106 (74.1) 45 (56.3) 21 (58.3) 51 (77.3) 20 (66.7) 10 (71.4) 253 (68.6)

10～49人 29 (20.3) 23 (28.8) 9 (25.0) 13 (19.7) 8 (26.7) 3 (21.4) 85 (23.0)

50～99人 5 (3.5) 4 (5.0) 3 (8.3) 0 (0.0) 1 (3.3) 0 (0.0) 13 (3.5)

100～499人 2 (1.4) 6 (7.5) 1 (2.8) 1 (1.5) 1 (3.3) 0 (0.0) 11 (3.0)

500人～ 1 (0.7) 2 (2.5) 2 (5.6) 1 (1.5) 0 (0.0) 1 (7.1) 7 (1.9)

不明 76 - 27 - 23 - 41 - 12 - 10 - 189 -

～1944年 10 (4.7) 8 (7.5) 5 (9.1) 7 (7.4) 0 (0.0) 4 (18.2) 34 (6.5)

1945～1969年 81 (38.4) 31 (29.2) 23 (41.8) 39 (41.1) 19 (50.0) 8 (36.4) 201 (38.1)

1970～1989年 117 (55.5) 65 (61.3) 26 (47.3) 45 (47.4) 19 (50.0) 7 (31.8) 279 (52.9)

1990年～ 3 (1.4) 2 (1.9) 1 (1.8) 4 (4.2) 0 (0.0) 3 (13.6) 13 (2.5)

不明 8 - 1 - 4 - 12 - 4 - 2 - 31 -

合計 219 (100.0) 107 (100.0) 59 (100.0) 107 (100.0) 42 (100.0) 24 (100.0) 558 (100.0)

合計金属
プラスチック

加工
その他

創
業
年

従
業
員
数

一般機械
精密機械

電気機械 輸送用機械

1～9人 76 (69.7) 28 (54.9) 9 (60.0) 44 (72.1) 16 (57.1) 9 (45.0) 182 (64.1)

10～49人 26 (23.9) 12 (23.5) 2 (13.3) 15 (24.6) 9 (32.1) 7 (35.0) 71 (25.0)

50～99人 3 (2.8) 4 (7.8) 2 (13.3) 0 (0.0) 3 (10.7) 3 (15.0) 15 (5.3)

100～499人 4 (3.7) 6 (11.8) 0 (0.0) 2 (3.3) 0 (0.0) 1 (5.0) 13 (4.6)

500人～ 0 (0.0) 1 (2.0) 2 (13.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (1.1)

不明 35 - 14 - 11 - 44 - 13 - 16 - 133 -

～1944年 6 (4.3) 6 (9.5) 4 (18.2) 4 (4.3) 1 (2.6) 5 (16.1) 26 (6.7)

1945～1969年 44 (31.7) 20 (31.7) 9 (40.9) 28 (29.8) 16 (41.0) 8 (25.8) 125 (32.2)

1970～1989年 76 (54.7) 31 (49.2) 6 (27.3) 39 (41.5) 17 (43.6) 8 (25.8) 177 (45.6)

1990年～ 13 (9.4) 6 (9.5) 3 (13.6) 23 (24.5) 5 (12.8) 10 (32.3) 60 (15.5)

不明 5 - 2 - 4 - 11 - 2 - 5 - 29 -

合計 144 (100.0) 65 (100.0) 26 (100.0) 105 (100.0) 41 (100.0) 36 (100.0) 417 (100.0)

従
業
員
数

創
業
年

一般機械
精密機械

電気機械 輸送用機械 金属
プラスチック

加工
その他 合計
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図３－８ 旧上田市における機械金属工業の立地変化 

資料：常田軍三編「商工名簿‘91―会員・特定商工業者」上田商工会議所，田口邦勝編「商工名簿 2012―会員・特定商

工業者」上田商工会議所，国土交通省「国土数値情報（行政区域データ（平成 12 年度））」により作成． 
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図３－９旧丸子町における機械金属工業の立地変化 

資料：上田市商工会丸子本所提供資料，国土交通省「国土数値情報（行政区域データ（平成 12 年度）），河川データ（平成 19 年度），道路（平成７

年度）」，基盤地図情報により作成． 

 

 

 

表３－６ 抽出事業所の概要（坂城町） 

１～９人 232 (74.6) 28 (39.4)

10～49人 60 (19.3) 27 (38.0)

50～99人 7 (2.3) 7 (9.9)

100～499人 9 (2.9) 6 (8.5)

500人～ 3 (1.0) 3 (4.2)

不明 11 - 20 -

総計 322 (100.0) 91 (100.0)

1992年 2016年

 

注１：括弧内の数値は不明を除いて算出した割

合． 

資料：坂城町産業振興課提供資料，坂城町商工会

「Web 版企業ガイドさかきなび」（http://

www.sakakinavi.jp/，最終閲覧日 2016 年

３月５日）により作成．  

図３－10 坂城町における機械金属工業の立地変化 

資料：坂城町産業振興課提供資料，坂城町商工会「Web 版企業ガイドさかきなび」（http://ww

w.sakakinavi.jp/，最終閲覧日 2016 年３月５日），国土交通省「国土数値情報（行政区域

データ（平成 26 年度））」により作成． 
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以上の統計分析の結果をまとめると，①「電気機械」を中心に，「一般機械・精密機械」，「輸

送用機械」といった多様な産業から構成されること，②製造業全体の従業者数の減少の中で，「専

門的・技術的職業従事者」も減少傾向にあるものの，その比率に大きな変化はないことから，研

究開発機能の維持が示唆されること，③旧上田市では中央部からの製造業の立地分散が進んだこ

と，を指摘できる． 

 

２ 上田・坂城地域の産業集積の歴史的経緯と産業の変遷 

 

ここでは，坂城町誌刊行会（1981），長野県坂城町・長野県坂城町商工会（1988），丸子町誌

編纂委員会（1992a），通商産業省関東通商産業局（1996），上田市誌編さん委員会（2002a）な

どの文献資料をもとに，戦前期から現在までの上田・坂城地域の工業の変化について整理する（表

３－７）． 

 

（１）製糸業の盛衰と機械工業の端緒（戦前期） 

1760（宝暦 10）年頃に上田地方に手挽提糸の生産が始まり，江戸時代において上田は信州に

おける蚕糸業の中心であった6)（龍野 1967: 795）．幕末，開国により生糸の輸出が始まると，

上田は生糸の集散地の１つに位置づけられた．明治時代になり，生糸の品質と生産力の向上のた

めに器械製糸の導入が進められる中で，上小地方では器械製糸への取り組みは他地域に比べ遅れ

た7)．器械製糸の本格的な展開は 1880 年代末以降であり，1897 年に器械製糸の産出額が座繰製

糸の産出額を上回った．1911 年には，上田商業会議所による蚕糸専門学校の誘致の結果，上田

蚕糸専門学校が開校した． 

大正時代に上小地方の製糸業は最盛期を迎えた．その中心は「糸の町丸子」であった8)．中小

の製糸工業が簇生し，1920 年時点で丸子町は小県郡に上田市を合わせた工場数の約 40%，職工

数の約 56%を占めた（神立 1986）．その中心となったのが依田社である．依田社は 1896 年に

は 24 の製糸工場を傘下に収め，また依田社を中心に様々な施設が設置された．なお，1918 年

には信濃絹糸紡績（株），1924 年には丸子工業（株）が設立されたが，これが後の丸子町の機械

金属工業へと引き継がれる． 

1929 年の世界恐慌により，製糸業は大きな影響を受けた．生糸相場の大暴落を受け，丸子の

製糸工場は数多く閉鎖され，丸子町の財政が厳しくなった．一方，上田の製糸業では，大企業に

成長し経営基盤を強固にしていた常田館の存在もあり，従業員数や釜数など大きな変化はみられ

なかったとされる． 

こうした中で，上田・坂城地域では，工場誘致が進められた9)．丸子町では 1934 年に鐘紡工

場を誘致する運動が展開され，同年に鐘淵紡績（株）丸子工場の創立が決定し，1936 年から操

業が開始された．丸子町が鐘紡の誘致に成功したことを受けて，上田市でも工場誘致を進め，

1934 年に鐘紡上田工場の誘致に成功し，1936 年には誘致工場に対する税の優遇措置を定めた上

田工場建設奨励規程を定めた．坂城町でも工業による活性化が模索される中，製糸業に代わる工 
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表３－７ 上田・坂城地域における地域経済略年表 

産 学 官 備考 

1889 依田社が創立される    

1893    上野・直江津間が全通し，直江

津線が信越線に改称 

1895 上田商工会が上田商業会議所

になる 

   

1896    信越線大屋駅が開設 

1900 上田に常田館製糸場（現：笠原

工業株式会社）が設立される 

   

1902    篠ノ井線が全通 

1911  上田蚕糸専門学校が開校   

1912   丸子村が町制施行により丸子

町になる 

 

1918 信濃絹糸紡績(株)（現：シナノケ

ンシ）が設立 

   

1919   市制施行により上田市が誕生

する 

 

1921 丸子商業会が成立    

1928 上田商業会議所が上田商工会

議所に変わる 

   

1936 鐘紡丸子工場が操業を開始す

る 

 上田市が工場建設奨励規定を

定める 

 

1937 鐘紡が上田で工場の操業を開

始 

   

1942 上田市が日本無線，山洋電

気，アート軽金属などを招致す

る 

   

1943 丸子町で疎開工場が相次ぐ 

坂城町に疎開企業（1945 年ま

で） 

   

1944  上田蚕糸専門学校が上田繊維

専門学校に改称 

  

1947 坂城交友会が発足    

1949 旧鐘紡工場跡地に日本専売公

社たばこ工場が開業 

長野県内の高等教育機関７校

を包括・併合して信州大学が設

置され，信州大学繊維学部が

発足 

上田市が工場建設奨励規定を

もとに工業振興規定に変更す

る 
 

1954   上田市が工場誘致条例を制定

する（1964 年に廃止） 
 

1955   坂城町，中之条村，南条村が

合併し新坂城町が発足 
 

1957   坂城町が工場誘致条例を制定

（1971 年廃止） 
 

1959   丸子町工場誘致条令を制定  

1961   （坂城町）通産省が工場適地と

して指定 
 

1963   （坂城町）低開発地域工業開発

地域に指定 
 

1964 丸子町工業振興会が創立    

1965    （坂城町）産業道路１号線が竣

工 
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1966  本州大学（現：長野大学）が開

学 

  

1967  本州女子短期大学（現：上田女

子短期大学）が開学 

  

1971   （坂城町）工業振興条例，公害

防止条例を制定 

（丸子町）丸子町公害防止条令

が成立し，施行される 

 

1984    （丸子町）平戸工業団地の造成

完了 

1986    （上田市）東塩田林間工業団地

が完成 

（丸子町）中尾，南方，南原工

業団地の造成完了 

1987   浅間テクノポリスが承認される  

1988    （丸子町）下丸子工業団地，箱

畳工業団地の造成完了 

1989    金井中之条工業団地金井工区

が完成 

1990    金井中之条工業団地中之条工

区が完成 

1992    テクノハート坂城協同組合が設

立 

1993    坂城テクノセンターが竣工 

1994    （上田市）北ノ入工業団地の分

譲が始まる 

（坂城町）塚田工業団地が竣工

1995  長野県工科短期大学校が開校   

1996    上信越自動車道の上田菅平イ

ンターの供用開始，小諸―更

埴インターチェンジ間が開通し

関越自動車道とつながる 

1997    長野新幹線が開通，信越線

（篠ノ井―軽井沢間）は「しなの

鉄道」として運行 

2000 上田地域産学官連携推進協議

会が設立される 

   

2001    B・I プラザさかきが竣工 

2002  信州大学繊維学部内に浅間・リ

サーチエクステンションセンタ

ー（通称：AREC）を設置 

文部科学省知的クラスター創

成事業で長野・上田地域が指

定 

 

2005 日本たばこ産業の上田工場が

閉鎖される 

  （坂城町）坂城インター工業団

地が竣工 

2006   上田市，丸子町，真田町，武石

村が新設合併し，新上田市が

誕生 

 

2008   SAKAKI ものづくりコンソーシア

ムが発足 

 

 

 

 

 

資料：上田市誌編さん委員会編（2002a, b），丸子町誌編纂委員会編纂（1992b），長野県坂城町・長野県坂城町商工会（1988），

坂城町ウェブサイト「坂城町統計書平成 26 年版」「11．選挙・議会・行財政」「町の歴史」（http://www.town.sakaki.

nagano.jp/www/contents/1442997332631/index.html）により作成． 
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業誘致を目指す長野県の取り組みの中で，1941 年に宮野鑢工場が誘致された．その後，戦時体

制への移行が進む中で，上田・坂城地域では誘致工場，疎開工場の進出10)をみる一方，製糸業は

企業統制が進められ，軍需省などの要請もあり工場の閉鎖を余儀なくされるケースもあった． 

 

（２）機械金属工業の成長（高度経済成長期） 

戦後，疎開企業の一部は閉鎖されたものの，上田・坂城地域に残留した企業は，平和産業へ転

換し，高度経済成長期には工業化が進んだ11)． 

旧上田市では，食料，衣料関連産業から復興した．高度経済成長期には，金属機械，電気機械，

輸送機器関係，プラスチック加工，家具製作，農機具製作などの業種が成長し，中核工場が下請

を活用した生産体系が構築された．特に，自動車部品メーカーのアート金属工業，城南製作所，

日信工業が立地し，そのグループ企業や協力企業とともに成長したことで，上田に自動車部品産

業が発展した12)（遠山 2013: 320）．その過程で，旧上田市は，1949 年に上田市工場建設奨励規

程を活かし，工業振興規程に変更し，1954 年には長野県の工場誘致条例（1952 年）にならい工

場誘致条例を制定した．また，1950 年代半ば以降，上田市内に工場団地（西上田工場団地，秋

和工場団地，蒼久保工場団地，大屋工場団地など）が造成され，企業の進出（日清化学，ミヤノ，

長野計器製作所，城南製作所，オルガン針など）をみた． 

旧丸子町では，疎開工場の一部は他都市へ引き上げたものの，残留した疎開企業は軍需産業か

ら平和産業へ転換した．その後，朝鮮戦争の特需により，疎開企業の親会社からの受注が増加し，

機械金属工業が成長した．これを基盤として，丸子町の「工場誘致条例」による固定資産税減免

の優遇措置などもあり，高度経済成長期には「空前の工業化ブームにわき立った」（丸子町誌編

纂委員会 1992a: 426）．また，鐘淵と信濃絹糸を中心として繊維工業も町の主力産業であった． 

坂城町でも，疎開企業の多くが農機具，ミシン部品製造などの民需中心に転換した．工場誘致

条例の施行（1957 年），低開発工業地域の指定（1963 年）の頃から坂城町では工業が発展した

（竹内・森 1988）．昭和 20 年代にはミシン部品，昭和 30 年代にはオートバイ部品，自動車部

品を中心として工業が発展した（大橋 1977）．その過程で，疎開企業などの中核企業からスピ

ンアウトが活発化し13)，事業所数は急増した（坂田 1993）． 

工業化の進展の結果，上田・坂城地域では従業者数は大きく伸びた．一方で，東信地方では労

働力不足が深刻になり，山間地に分工場や下請工場を設立する動きもみられるようになった（野

澤 2012b）． 

 

（３）産業構造の転換（オイルショック以後） 

旧上田市の工業にもオイルショックの影響はみられたものの，生産は拡大した．一方で，工場

の敷地は手狭になり，1980 年代後半のバブル期の地価の高騰もあり，有力工場が周辺市町村に

転出するようになった．これに対し，旧上田市は有力工場の誘致，工業の振興のため，東塩田林

間工業団地，北ノ入工業団地を造成した．長野県も上田市内の小泉に工業団地を造成し，市内や

県外から工場が進出した．また，1970 年代以降，旧上田市の工場の海外進出が進むようになる． 



-132- 
 

旧丸子町では，1970 年代中頃まで繊維工業が町の工業の中心であったが，高度経済成長の中

で構造不況業種となった．これに代わりに，旧丸子町では電機機械，一般機械が成長した．1972

年に「長野県丸子町地区農村地域工業導入実施計画」が策定され，工業団地の造成を進められた．

主に上田に本拠を持つ企業が進出してきたが，機械金属工業と大規模工場との間には下請関係な

どの有機的な関係がみられなかった（村上 1997）． 

坂城町では，オイルショック後，NC 機器などが積極的に導入され，多品種少量生産，高精度

加工が実践され（堀 1990: 155; 坂田 1993: 77），「一般的な下請加工基地としての性格から脱

却し，自立的・自律的な生産・加工能力を持った製品開発支援型の地域産業集積へと，抜本的な

自己変革」（吉田 1996）を遂げたとも指摘される14)．1980 年代には，坂城町の事業所数の増加

がピークを迎え，独立創業も安定成長期や創業のコスト増を背景に減少した（栗山 1993）．ま

た，工業適地の乏しさ，労働力不足から，1970 年代後半以降，周辺地域への工場移転・増設の

動きがみられた（小田 1996）． 

1980 年代には，国のテクノポリス構想を受け，長野県は三市六町一村から成る浅間テクノポ

リス圏を設定した．1985 年には浅間テクノポリス計画の推進主体として第三セクター「財団法

人浅間テクノポリス開発機構」が設立され，1987 年に通産省から浅間テクノポリスが承認され

た．テクノポリスの拠点として，上田リサーチパークが建設され，市内から工場が展開するとと

もに，上田市マルチメディア情報センター，長野県工科短期大学校が設置された． 

 

（４）グローバル化の進展と産学官連携の動き（バブル経済崩壊後） 

バブル経済崩壊後も，旧上田市の製造業では海外シフトが進み，また受注減や人員削減といっ

た産業の空洞化が進んだ．結果として，従業者数，製造品出荷額等は減少したが，その一方で，

新技術，新製品の開発への取り組みも進んだ． 

旧丸子町では，バブル経済崩壊後も製造品出荷額等の値は増加傾向にあった．この点について，

シナノケンシや長野計器などが積極的な技術革新を通じて独自製品を開発し売り上げを伸ばす

一方で，バブル経済崩壊後の受注減や単価の切り下げを背景に中小機械部品工場は業績回復に悩

むところが多く，中小部品工場と大規模工場の格差が指摘される（村上 1997）． 

坂城町では，経営者の高齢化に伴い廃業が進み，企業数は減少したという15)．その後，輸出の

好調を背景に，坂城町の企業では生産が拡大し，工業団地（坂城インター工業団地）も造成され

た16)． 

こうした中で，地域産業の活性化に向けた取り組みが進んだ．2002 年に上田市は，信州大学

繊維学部内に上田市産学官連携支援施設として浅間・リサーチエクステンションセンター

（AREC）を設置した．これは地方自治体として全国初の研究交流促進法の認定と，ビジネスイ

ンキュベーション施設整備補助金により設立され施設で，信州大学繊維学部が持つ研究シーズと

地域企業が持つ技術力を結び付け，共同開発を進め市場を活性化させることを目的としている

（岡田 2004）．AREC・Fii17)が運営し，会員数は 2016 年２月時点で 215 企業と 49 団体となっ

ている18)．また，2002 年には文部科学省の知的クラスター創成事業で長野・上田地域が指定さ
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れた． 

さらに，周辺の自治体と連携する動きもみられる．2008 年には東御市，坂城町，長和町，青

木村とともに上田広域産業活性化基本計画が策定され，広域的な連携が進められている．また，

2004 年から，それまでの取り組みをリニューアルした「上田地域総合産業展」（のちに上田地域

産業展に名称変更）が開催されているが，2005 年には坂城町，2006 年には東御市，さらに 2008

年には長和町，青木村と連携自治体が拡大した19)． 

 

３ 上田・坂城の産業集積の構造変化 

 

本節では，2015 年９月～10 月および 2016 年４月初旬に，20 の事業所・企業および４つの支

援機関等に対して実施した聞き取り調査の結果をもとに集積地域の構造変化を明らかにする． 

 

（１）調査対象事業所の動向 

まず，各事業所の概要とともに，1990 年代以降の動向を整理する．ここでは，聞き取り調査

を実施した事業所を，中核企業，中堅企業，中小企業の３つのタイプに分けて記述していく．な

お，表３－８は調査対象事業所の概要をまとめたものである． 

 

中核企業の動向 

Ａ社は，東京で創業し，戦時中に坂城町に疎開してきた企業である．戦前からミシンを製造し

ていたが，1960 年代半ばにタイプライターの製造を開始した．1980 年代には，長野県内に 12

か所，1,200 人以上の従業員を抱え，タイプライターの生産は月産 10 万台規模に達し，その８

～９割が輸出であった．その後，主力の北米市場でのダンピング問題や，円高，競争の激化に直

面し，人員整理，工場閉鎖，そして海外生産を進めた． 

タイプライターの大量生産をベースとした事業が厳しい状況となる中，1990 年代以降，Ａ社

は EMS（electronics manufacturing service，電子機器受託製造サービス）への転換を図った．

顧客から商品企画を受け，開発設計から生産まで対応する体制のもと，国内の顧客を対象として

市場を開拓した．顧客の事業形態の変化に対応し，パソコンをはじめとした様々な製品を製造し，

現在に至っている．現在，海外拠点を含めて約 620 人の従業員を抱える． 

工作機械用器具メーカーであるＢ社は，戦時中に東京から疎開してきた企業から工作機械用器

具部門が分離して 1969 年に設立された．日本の全工作機械メーカーと取引があり，顧客に大き

な変化はない．2000 年代中ごろに売上のピークを迎えたが，リーマンショック後，工作機械市

場の縮小の影響を受け，売上が急減し，現在は回復途上である．工作機械メーカーの輸出比率は

７割を超えるというが，Ｂ社は OEM 生産が中心であることから輸出比率は低い． 

Ｃ社は，1944 年に創業し，国内外のグループ企業を合わせ約 1,300 人の規模を誇る自動車部

品，油圧機器メーカーである．同社は戦後のモータリゼーションなどを背景として，主要取引先

の自動車メーカー，建設機械メーカーとともに成長してきた．現在も主要顧客であることに変わ
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表
３
－
８
 

調
査
対
象
事
業
所
の
概
要
 

販
売

・
受

注
先

外
注

先

1
A

社
坂

城
町

1
9
76

(1
9
23

)
1
6
5

1
7
0

電
気

機
器

の

開
発

・
製

造

・
タ

イ
プ

ラ
イ

タ
ー

の
生

産
で

海
外

に
輸

出

・
電

子
機

器
受

託
製

造
サ

ー
ビ

ス
（E

M
S
）
へ

の

展
開

・
現

状
の

輸
出

比
率

は
5
0
％

程
度

・
電

子
関

係
が

大
幅

に
増

加

・
メ

カ
関

係
は

，
地

元
７
～

８
割

，
県

内
２
～

３
割

・
電

子
関

係
は

地
元

約
３
割

，
県

外
約

７
割

・
特

殊
な

ケ
ー

ス
以

外
は

，
県

内
が

多
か

っ
た

・
ダ

ン
ピ

ン
グ

の
関

係
か

ら
北

米
市

場
で

早
く

か

ら
現

地
生

産
，

そ
の

後
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
に

進
出

・
国

内
は

多
品

種
少

量
生

産
，

試
作

開
発

，
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
工

場
は

量
産

，
輸

出
基

地
と

い
う
棲

み
分

け
に

・
東

京
に

て
創

業
，

1
9
45

年
に

坂
城

町
に

疎
開

・
か

つ
て

は
外

注
先

を
育

て
る

意
識

も
あ

り
，

徐
々

に
安

く
安

定
し

た
品

質
に

な
る

（
メ

カ
時

代

の
終

盤
）

2
Ｂ

社
坂

城
町

1
9
69

（
1
9
29

）
1
0
0

3
2
0

工
作

機
械

用

器
具

製
造

・
工

作
機

械
メ

ー
カ

ー
と

何
ら

か
の

形
で

取
引

し
，

工
作

機
械

用
器

具
を

納
入

・
顧

客
に

大
き

な
変

化
な

し

・
納

期
順

守
の

た
め

，
外

注
構

造
を

大
き

く
変

え

な
い

・
域

内
が

約
5
0
％

，
県

内
約

5
0
％

，
一

部
県

外

・
2
0
0
0
年

代
に

タ
イ

と
中

国
に

進
出

・
上

田
市

に
開

発
セ

ン
タ

ー
（
2
0
1
2年

）

・
東

京
か

ら
疎

開
し

た
企

業
か

ら
工

作
機

械
用

器
具

部
門

が
分

離
し

て
設

立

3
Ｃ

社
坂

城
町

(1
9
4
4
)

4
8
0

4
4
2

自
動

車
部

品
，

油
圧

機

器
製

造

・
自

動
車

メ
ー

カ
ー

，
建

機
メ

ー
カ

ー
と

と
も

に
成

長 →
サ

プ
ラ

イ
ヤ

ー
戦

略
の

変
更

の
影

響

・
リ
ー

マ
ン

シ
ョ
ッ

ク
の

影
響

に
よ

り
売

上
減

少

・
自

動
車

部
品

と
建

機
部

品
の

比
率

は
お

お
よ

そ
半

分
ず

つ

・
2
0
0
0
年

代
半

ば
は

，
2
0
0
～

25
0
社

程
度

→
外

注
先

の
廃

業
，

高
齢

化
な

ど
を

背
景

に
約

1
0
0
社

に
減

少

・
外

注
は

オ
ー

バ
ー

フ
ロ

ー
が

中
心

で
あ

り
，

外

注
し

て
い

た
も

の
も

内
製

化
し

た
ケ

ー
ス

も

→
地

元
へ

の
発

注
は

メ
ッ

キ
処

理
な

ど
細

々
と

し
た

も
の

が
中

心

・
開

発
グ

ル
ー

プ
の

立
ち

上
げ

→
受

注
先

へ
の

提
案

の
強

化
へ

・
2
0
0
0
年

代
以

降
，

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

，
タ

イ
に

進
出

→
現

地
の

日
系

企
業

に
納

入

・
海

外
拠

点
の

生
産

内
容

の
多

様
化

に
伴

い
，

国
内

拠
点

は
マ

ザ
ー

工
場

化

→
国

内
で

開
発

，
生

産
ラ

イ
ン

の
立

ち
上

げ
の

後
，

海
外

拠
点

で
生

産

4
Ｄ

社
上

田
市

1
9
52

(1
9
35

)
3
,2

9
9

7
6
2

電
気

計
測

器

の
開

発
・
製

造
・販

売

・
海

外
売

上
比

率
の

増
加

（1
9
9
0
年

代
：
1
0～

2
0
％

→
2
0
1
0
年

以
降

40
～

4
5％

程
度

）

・
現

場
測

定
器

か
ら

自
動

試
験

装
置

，
電

子
測

定
器

に
売

上
が

シ
フ

ト

・
比

較
的

長
い

付
き

合
い

の
外

注
先

・
外

注
先

の
廃

業
な

ど
に

よ
り

，
地

理
的

範
囲

は

広
域

化

・
1
9
8
0
年

代
か

ら
高

付
加

価
値

化
を

追
求

・
2
0
1
2
年

に
韓

国
に

製
造

・
販

売
拠

点
を

設
置

，

自
動

試
験

装
置

の
部

品
を

生
産

・
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

セ
ン

タ
ー

を
設

け
，

技
術

者
の

交
流

を
促

し
，

新
製

品
の

開
発

に
取

り
組

む

・
東

京
で

創
業

，
1
94

5
年

に
坂

城
町

に
疎

開
，

1
9
9
0
年

に
現

在
地

に
移

転

5
Ｅ

社
坂

城
町

1
9
6
3

3
,6

3
2

6
7
8

建
設

機
械

製

造

・
小

型
建

機
の

O
E
M

生
産

→
1
9
9
0年

代
前

半

に
終

了

・
1
9
7
0
年

代
後

半
か

ら
自

社
ブ

ラ
ン

ド
と

し
て

輸

出
を

開
始

，
輸

出
比

率
は

1
9
95

年
の

6
8
%
か

ら

現
在

9
7%

に
ま

で
上

昇
．

北
米

と
欧

州
が

二
大

市
場

・
坂

城
町

を
は

じ
め

と
し

た
近

隣
に

多
か

っ
た

→
百

数
十

社
の

取
引

数
に

大
き

な
変

化
は

な

い
が

，
地

理
的

範
囲

は
拡

大

・
北

陸
，

日
立

地
域

に
有

能
な

取
引

先
が

存
在

・
坂

城
町

近
隣

は
品

質
，

精
度

面
で

劣
る

一

方
，

輸
送

コ
ス

ト
の

節
約

の
面

が
利

点

・
価

格
競

争
力

の
た

め
，

2
01

0
年

頃
か

ら
海

外

調
達

が
増

加
（
た

だ
し

１
割

未
満

）

・
2
0
0
5
年

に
中

国
に

製
造

拠
点

を
設

置
し

，
中

国
国

内
お

よ
び

新
興

国
向

け
の

製
品

を
生

産
，

エ
ン

ジ
ン

，
油

圧
機

器
は

日
本

か
ら

供
給

⇔
国

内
拠

点
は

，
欧

米
向

け
製

品
を

生
産

・
海

外
の

販
売

子
会

社
各

国
の

販
売

代
理

店
な

ど
を

通
じ

て
エ

ン
ド

ユ
ー

ザ
ー

の
ニ

ー
ズ

を
吸

収

・
開

発
と

製
造

の
近

接
性

の
重

要
性

を
指

摘

・
地

元
の

自
動

車
部

品
メ

ー
カ

ー
か

ら
独

立
，

1
9
7
0
年

に
小

型
建

機
を

開
発

し
メ

ー
カ

ー
と

し

て
自

立

6
Ｆ

社
上

田
市

1
9
82

（
1
9
81

）
3
5

1
2
5

精
密

機
械

お

よ
び

自
動

化

機
器

の
設

計
・製

作

・
電

気
機

械
メ

ー
カ

ー
と

の
取

引
が

受
注

の
柱

・
電

池
関

連
の

受
注

も
あ

り
，

リ
ー

マ
ン

シ
ョ
ッ

ク

時
に

は
大

き
な

影
響

な
し

・
海

外
企

業
と

の
取

引
実

績
あ

り

・
現

在
，

5
0
～

60
社

・
品

質
，

コ
ス

ト
，

納
期

を
重

視
し

，
地

元
に

限
定

し
な

い

・
か

つ
て

は
立

地
地

域
に

多
か

っ
た

も
の

の
，

現

在
は

県
外

へ
の

外
注

が
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加

・
設

計
を

含
め

て
外

注
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利
用

す
る

ケ
ー

ス
も

・
2
0
0
0
年

代
に

中
国

に
進

出
も

，
現

在
は

現
地

企
業

の
ニ
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ズ
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応
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従

業
者

数
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数
を

設
計
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担
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点

が
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み
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現

在
の

長
野

県
Ｔ

市
で

創
業

，
19

9
0
年
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半

ば
に
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在

地
に

移
転

7
Ｇ

社
上

田
市

1
9
50

（
1
9
02

）
1
0
0

3
1
5

農
業

用
作

業

機
の

製
造

販

売

・
国

内
の

販
売

が
ほ

と
ん

ど
，

海
外

は
売

上
の

１
％

程
度

・
ロ

ー
テ

ク
ゆ

え
に

，
結

果
的

に
既

存
の

外
注

先

を
維

持

・
精

度
が

求
め

ら
れ

る
も

の
に

対
応

で
き

な
い

ケ
ー

ス
あ

り

・
約

2
0
0社

の
外

注
先

・
今

後
は

海
外

展
開

の
必

要
性

を
認

識

・
農

業
の

大
規

模
化

に
対

応
し

た
製

品
開

発

・
北

海
道

に
工

場
を

持
つ

が
，

開
発

は
上

田

・
現

在
の

長
野

市
Ｔ

市
で

創
業

，
19

2
0
年

代
に

現
在

地
に

移
転

8
Ｈ

社
坂

城
町

1
9
88

(1
9
60

)
2
0

6
0

電
気

計
測

器
，

福
祉

・
医

療
機

器
製

造

・
現

在
も

計
測

器
メ

ー
カ

ー
は

重
要

な
取

引
先

・
計

測
器

分
野

と
福

祉
機

器
分

野
の

売
上

が

半
々

・
福

祉
機

器
の

製
造

に
関

し
て

は
，

吸
収

し
た

企

業
の

取
引

先
を

再
編

し
，

坂
城

町
を

中
心

に
集

約 ・
坂

城
町

お
よ

び
長

野
県

内
が

ほ
と

ん
ど

，
医

療

機
器

関
連

の
事

業
拡

大
に

伴
い

諏
訪

地
域

と
の

取
引

が
増

加

・
大

型
の

金
型

は
中

国
に

外
注

・
2
0
0
0
年

に
第

２
の

柱
と

し
て

医
療

・
健

康
・福

祉

機
器

に
進

出
，

海
外

展
開

を
図

る

→
信

州
大

学
な

ど
と

製
品

開
発

→
他

社
の

吸
収

等
に

よ
り

積
極

的
に

取
り

組
む

・
計

測
器

メ
ー

カ
ー

の
下

請
と

し
て

創
業

→
ア

ナ

ロ
グ

テ
ス

タ
ー

の
移

管
に

よ
り

メ
ー

カ
ー

と
し

て
自

立

9
Ｉ社

上
田

市
1
9
88

3
5

2
6

専
用

機
・
省

力
機

の
設

計
，

製
作

・
1
9
9
0
年

代
は

5
0
件

以
上

，
３
分

の
１
が

東
信

→
現

在
で

は
約

1
70

社
と

取
引

・
展

示
会

等
へ

の
出

展
で

口
コ

ミ
を

通
じ

て
中

京
，

関
西

が
増

加

・
客

層
の

変
動

あ
り

・
オ

ー
ダ

ー
メ

イ
ド

の
産

業
機

械
の

生
産

の
た

め
，

部
品

数
が

異
な

る

・
表

面
処

理
，

板
金

，
機

械
加

工

・
約

6
0
社

の
外

注
先

・
A

R
E
C

を
通

じ
た

製
品

開
発

の
経

験
あ

り

1
0

Ｊ社
上

田
市

1
9
24

（
1
9
08

）
n
.d

.
6

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

成
形

加
工

・
1
9
9
0
年

代
半

ば
か

ら
単

価
の

低
下

・
受

注
構

成
の

中
心

が
電

気
機

械
か

ら
自

動
車

に
変

化

・
か

つ
て

県
外

を
含

め
た

６
社

か
ら

受
注

→
東

信
地

域
の

３
社

に
減

少

・
1
9
9
0
年

代
は

仕
事

量
も

多
く

，
東

信
地

域
の

３

社
に

外
注

・
現

在
，

外
注

な
し

・
1
9
9
0
年

代
に

比
べ

従
業

者
数

は
ほ

ぼ
半

減
・
明

治
時

代
に

蚕
種

業
で

創
業

・
昭

和
30

年
代

に
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
成

形
へ

・
自

動
車

部
品

の
孫

請
け

と
し

て
の

位
置

づ
け

中 核 企 業 中 堅 企 業類
型

N
o
.

企
業

名
設

立
年

（
創

業
年

）
集

積
と

の
関

係
資

本
金

（
百

万
円

）
事

業
内

容
取

引
関

係
特

徴
（海

外
展

開
，

研
究

開
発

な
ど

）
従

業
員

数
所

在
地
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資
料

：
聞

き
取
り

調
査
な
ど

に
よ
り

作
成
．

 

1
1

Ｋ
社

上
田

市
1
9
4
2

(1
9
3
6
)

2
4

5
8

専
用

機
の

組

立
，

機
械

部

品
加

工

・
射

出
成

型
機

の
加

工
か

ら
組

み
立

て
の

一

部
，

工
作

機
械

の
O

E
M

が
柱

・
取

引
先

か
ら

の
受

注
内

容
の

高
度

化
に

対
応

・
19

9
0
年

代
中

ご
ろ

は
上

田
・
坂

城
地

域
中

心

→
受

注
内

容
の

高
精

度
化

の
た

め
に

，
域

外
の

外
注

先
が

増
加

・
外

注
先

の
高

齢
化

へ
の

対
応

を
検

討

・
外

注
へ

の
依

存
か

ら
内

製
化

へ
の

切
り

替
え

・
海

外
展

開
の

必
要

性
を

認
識

・
医

療
，

環
境

と
い

っ
た

次
の

産
業

を
目

指
し

て

若
手

を
中

心
に

模
索

中

・
同

社
か

ら
ス

ピ
ン

ア
ウ

ト
し

た
企

業
が

存
在

1
2

Ｌ
社

坂
城

町
1
9
6
1

(1
9
2
3
)

1
9

7
2

射
出

成
型

部

品
，

金
型

製

造

・
現

在
は

30
社

程
度

に
減

少
（
←

背
景

の
１
つ

に

主
要

顧
客

の
海

外
展

開
）

・
県

内
が

７
，

８
割

を
占

め
る

も
の

の
，

町
内

は
ゼ

ロ

・
外

注
先

は
2
0
0
8年

に
比

べ
半

分
に

減
少

，
背

景
に

は
外

注
先

の
倒

産
と

，
受

注
減

を
背

景
と

し
た

内
製

へ
の

切
り

替
え

・
た

だ
し

，
事

業
規

模
ゆ

え
に

近
隣

の
外

注
先

を

利
用

・
メ

ッ
キ

処
理

，
塗

装
が

外
注

の
主

・
大

量
生

産
か

ら
多

品
種

少
量

に
対

応

・
従

業
員

数
は

ピ
ー

ク
時

1
2
0～

1
3
0人

・
金

型
＋

射
出

成
型

品
（１

：
９
）

・
疎

開
企

業

・
金

型
技

術
が

核
→

ス
ピ

ン
ア

ウ
ト
し

た
企

業
が

坂
城

町
や

そ
の

周
辺

に
立

地

1
3

Ｍ
社

坂
城

町
1
9
4
6

1
0

5
9

メ
ッ

キ
加

工

・
自

動
車

部
品

，
建

機
部

品
メ

ー
カ

ー
等

か
ら

受
注

・
約

3
0
0
社

と
取

引
，

う
ち

千
曲

～
佐

久
が

９
割

・
入

れ
替

わ
り

は
あ

る
も

の
の

，
1
9
8
0年

代
後

半

か
ら

取
引

数
に

大
き

な
変

化
は

な
い

・
か

つ
て

金
型

部
門

が
あ

っ
た

が
，

中
国

と
の

価

格
競

争
の

た
め

に
，

2
0
0
8年

ご
ろ

か
ら

表
面

処

理
に

特
化

・
メ

ッ
キ

加
工

技
術

の
開

発
の

取
り

組
み

・
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
成

型
の

金
型

の
メ

ッ
キ

処
理

で

成
長

中 小 企 業

1
4

Ｎ
社

坂
城

町
1
9
5
8

2
5

7
0

プ
レ

ス
加

工

品
の

開
発

・

製
造

，
金

型

の
設

計
・
製

作

・
20

0
0
年

代
以

降
，

受
注

先
が

生
産

ラ
イ

ン
を

海

外
に

移
管

し
た

こ
と

等
に

伴
い

，
受

注
減

少

・
取

引
が

少
な

い
と

こ
ろ

を
含

め
て

約
2
0
社

，
坂

城
町

を
中

心
に

ま
と

ま
っ

て
い

る

・
表

面
処

理
と

塗
装

・
切

削
や

プ
レ

ス
に

つ
い

て
は

，
家

内
工

業
的

な
と

こ
ろ

が
廃

業

・
難

度
が

高
い

加
工

に
つ

い
て

は
社

内
に

取
り

込
む

・
量

産
機

能
の

必
要

性
が

薄
ま

る

・
タ

イ
に

工
場

を
設

立

→
日

系
企

業
の

現
地

生
産

・調
達

の
ニ

ー
ズ

に

応
え

る
体

制
を

構
築

・
東

京
に

て
創

業
，

坂
城

町
に

疎
開

1
5

Ｏ
社

上
田

市
1
9
7
0

(1
9
6
8
)

5
0

7
3

精
密

部
品

加

工
，

光
関

連

製
品

・
19

9
0
年

代
は

金
型

製
造

関
連

の
顧

客
が

中
心

→
リ
ー

マ
ン

シ
ョ
ッ

ク
以

降
，

金
型

関
連

の
受

注

が
減

少
す

る
も

，
近

年
は

自
動

車
関

係
で

若
干

伸
び

・
金

型
中

心
の

受
注

か
ら

シ
ス

テ
ム

受
注

へ

・
取

引
数

は
あ

ま
り

変
化

な
し

・
20

0
0
年

代
前

半
は

市
内

約
5
0
％

，
県

外
約

5
0％

→
現

在
は

市
内

約
1
0
％

，
県

外
（
神

奈

川
，

茨
城

，
新

潟
な

ど
）
約

9
0％

・
外

注
先

が
廃

業
す

る
ケ

ー
ス

が
あ

り
，

研
磨

や

フ
ラ

イ
ス

加
工

な
ど

で
困

っ
て

い
る

・
外

注
し

づ
ら

い
点

も
あ

り
，

内
製

化
が

増
加

・
19

9
0
年

代
末

に
光

関
連

事
業

に
取

り
組

み
始

め
る

・
信

州
大

，
東

北
大

な
ど

と
の

共
同

研
究

・
旧

上
田

市
で

創
業

の
後

，
現

在
地

に
移

転

1
6

Ｐ
社

上
田

市
1
97

6
1
0

3
0

精
密

板
金

加

工

・
バ

ブ
ル

の
頃

は
，

十
分

な
仕

事
が

あ
り

，
地

元

の
メ

ー
カ

ー
か

ら
受

注

・
バ

ブ
ル

崩
壊

後
，

売
上

が
半

分
に

落
ち

込

み
，

営
業

を
開

始
，

県
内

，
県

外
の

取
引

先
を

開
拓

・
19

9
0
年

代
は

2
0社

で
ほ

と
ん

ど
が

上
田

→
７
社

に
減

少

・
価

格
競

争
に

耐
え

う
る

機
械

の
必

要
性

か
ら

設

備
投

資
に

踏
み

切
る

・
連

携
関

係
な

し
（←

利
益

配
分

，
品

質
管

理
の

面
）

1
7

Ｑ
社

上
田

市
1
9
8
8

(1
9
7
1
)

4
5
0

機
械

・板
金

加
工

，
溶

接
・

溶
着

・
か

つ
て

は
工

作
機

械
メ

ー
カ

ー
か

ら
の

受
注

，

そ
の

後
自

動
車

関
連

，
産

業
機

械
，

半
導

体
関

連
な

ど
の

メ
ー

カ
ー

か
ら

受
注

・
現

在
，

自
動

車
関

連
の

受
注

が
売

上
の

６
割

・
溶

接
業

か
ら

ス
タ

ー
ト
し

，
1
99

0
年

代
に

機
械

加
工

設
備

を
導

入
・
溶

接
の

量
産

化
に

対
応

し
た

も
の

の
（
ロ

ボ
ッ

ト

工
場

）
，

海
外

に
移

っ
た

こ
と

で
，

設
備

を
導

入

し
機

械
加

工
に

特
化

，
溶

接
は

人
手

で
対

応

1
8

Ｒ
社

上
田

市
1
9
8
6

(1
9
8
0
)

1
0

3
5

コ
イ

ル
事

業
・

環
境

事
業

・
か

つ
て

通
信

業
界

の
受

注
で

あ
っ

た
が

，
現

在
は

自
動

車
関

連
が

多
い

・
バ

ブ
ル

経
済

崩
壊

を
機

に
，

仕
事

が
４
割

程
度

ま
で

減
少

・
現

在
，

20
社

近
く

の
取

引
先

・
約

5
0
社

の
外

注
先

の
う
ち

，
上

田
市

内
は

少

な
く

，
長

野
県

内
が

２
～

３
割

→
良

い
外

注
と

の
関

係
が

あ
る

か
ら

事
業

継
続

で
き

た
と

の
認

識

・
従

業
者

の
男

女
比

は
３
：
７

・
高

付
加

価
値

へ
シ

フ
ト

・
人

材
・
資

金
面

で
海

外
展

開
は

せ
ず

，
ま

た
そ

れ
が

一
番

良
い

選
択

肢
と

は
認

識
せ

ず

1
9

Ｓ
社

上
田

市
1
98

3
1
0

2
4

精
密

板
金

開

発
・
設

計
・
製

造
，

電
子

機

器
・
制

御
版

設
計

・組
立

・
現

在
，

約
4
0
社

と
取

引
が

あ
り

，
う
ち

中
心

的

な
受

注
先

は
５
社

・
東

京
圏

と
上

田
周

辺
に

分
布

，
た

だ
し

後
者

の

受
注

内
容

は
細

々
と

し
た

も
の

・
東

京
都

内
の

板
金

業
者

の
減

少
を

背
景

と
し

て
受

注
は

増
加

傾
向

・
量

産
モ

ノ
は

手
掛

け
て

お
ら

ず
，

特
注

品
を

生

産 ・
部

会
活

動
の

一
つ

と
し

て
開

発
部

会
を

社
内

に
設

け
る

・
既

存
の

取
引

関
係

の
た

め
に

，
上

田
地

域
の

企
業

か
ら

受
注

で
き

な
か

っ
た

が
，

自
社

の
評

判
が

広
ま

る
中

で
，

上
田

地
域

の
企

業
か

ら
の

受
注

が
増

加

・
様

々
な

外
注

先
の

枠
組

み
が

あ
る

こ
と

自
体

が

集
積

の
利

点

2
0

Ｔ
社

上
田

市
2
00

0
1
0

2
5

金
属

部
品

加

工

・
展

示
会

，
伝

手
を

通
じ

て
取

引
先

を
開

拓
し

，

現
在

約
1
00

社
程

度

・
県

外
の

受
注

が
約

９
割

・
材

料
，

メ
ッ

キ
処

理

・
加

工
外

注
の

数
は

多
く

は
な

い
，

納
期

の
問

題
か

ら
内

製
化

へ

・
機

械
加

工
の

ノ
ウ

ハ
ウ

が
ほ

ぼ
な

い
状

態
で

ス

タ
ー

ト

・
他

社
と

の
差

別
化

を
図

る
た

め
に

，
特

色
の

あ

る
機

械
設

備
の

導
入

を
心

掛
け

る

・
地

元
メ

ー
カ

ー
と

の
取

引
関

係
は

希
薄
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りはないが，建設機械メーカーの要求する技術水準の高度化や，自動車メーカーのサプライヤー

戦略の変化，部品の軽量化・小型化，さらに両メーカーのグローバル化にも対応する必要がある

という．Ｃ社の近年の業況については，リーマンショックにより売上が減少したが，現在は回復

傾向にある．売上構成でみると，四輪・二輪部品と建機関連機器でほぼ 50％ずつであるが，そ

のうち四輪ミッション系部品のシェアが伸びている． 

電気計測器メーカーであるＤ社は，戦前東京で創業し，1945 年に坂城町に疎開し，戦後に設

立された企業である．1990 年に上田市に移転し現在に至る．事業内容は計測器分野から大きな

変化はないものの，1980 年代以降，高付加価値化に取り組み，製品の開発にシフトしていると

いう．同社の業況はリーマンショック時に売上は減少したものの，その後回復し，2014 年には

リーマンショック前の売上高の水準に回復した．売上構成は，現場測定器から自動試験装置，電

子測定器にシフトしている．また，海外売上比率が 2000 年代以降に増加し，1990 年代は 10～

20％程度であったが，2010 年以降は 40～45％程度にまで上昇している．その地域的構成をみ

ると，アジア地域での売上が増加し，2000 年から 2010 年の期間でアジアの連結売上高は約 3.7

倍であるのに対し，アメリカで約 1.7 倍，ヨーロッパでは約 1.3 倍となっている． 

Ｅ社は坂城町に立地する建設機械メーカーで，国内外の拠点を合わせ，約 680 名の従業員を

抱える企業である．同社は坂城町の自動車部品メーカーから独立し，1963 年に設立された．当

初は，下請として部品加工を担っていたが，1970 年に小型建機を開発しメーカーとして自立し

た．メーカーの変化はありながらも小型建機を OEM 生産していたが，1990 年代前半に終了し

た．一方で，1970 年代後半から自社ブランドとして小型建機の輸出を開始し，輸出比率は 1995

年の 68%から現在 97%にまで上昇し，北米と欧州が二大市場となっている． 

Ｆ社は，1980 年代前半に創業，設立された企業で，精密機械および自動化機器を設計，製造

している．当初は設計のみであったが，電気機械メーカーからインクカートリッジの充填装置の

受注に成功し，製造部門を立ち上げた．その後，フィルムの貼り合わせ装置，電池の電解液の注

入自動化ラインなども開発し，製造するようになる．リーマンショック時には，受注が落ち込ん

だものもあったが，当時リチウムイオン電池関連の設備の受注が増えていたこともあり，深刻な

影響はなかったという．従業者数も拡大傾向にあり，2000 年前後に 50～60 名であったのが，

現在では 120～130 人で，そのうち設計が約 60 名とほぼ半数を占め，この点がＦ社の強みであ

るという． 

 

中堅企業の動向 

Ｇ社は，農業用作業機メーカーである．1902 年に現在の長野県Ｔ市で創業し，1920 年代に現

在地に移転し，現在に至っている．1990 年代以降，事業内容に大きな変化はないものの，農業

の大規模化に対応した製品を開発している．従業者数も大きな変化はなく，現在は約 300 人弱

の規模となっている．その内訳をみると，省力機の導入などにより製造部門は減少する一方で，

営業部門が増加したという． 

Ｈ社は，電気計測器および福祉・医療機器メーカーで，約 60 名の従業員を抱える．Ｈ社は，
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坂城町の電気計測器メーカーの下請けとして1960年に創業し，その後メーカーとして自立した．

バブル経済崩壊後，売上が右肩下がりに減少する中で，従業者数も約 85 人から一時は約 50 名

にまで減少した．計測器分野の縮小の中で，2000 年に第２の事業の柱として，医療・健康・福

祉機器分野に進出した．この点については（４）で詳述するが，医療・福祉機器分野の事業の拡

大もあり，従業者数は 70 名にまで回復した．現在，計測器分野と福祉機器分野の売上が半分ず

つを占める． 

Ｉ社は，1988 年に設立された専用機・省力機メーカーである．従業員数は 26 人となってい

る．売上のうち，省力機が 95％を占め，自社製品は５％に過ぎない．1990 年代は 50 件以上の

納入先であったが，展示会等への出展や口コミを通じて中京，関西方面の納入先が増加し，現在

では約 170 社に拡大している．なお，直接の輸出はないという． 

 

中小企業の動向 

Ｊ社は，明治時代に蚕種業として創業した企業である．戦後，化学繊維が伸びる中で，昭和

30 年代からプラスチック成形に取り組むようになる．バブル経済崩壊後も 1995 年頃まで仕事

はあったが，徐々に部品単価の値下げが続いた．また，リーマンショックの際には２分の１から

３分の１程度の受注がなくなったという．従業者数も，1990 年頃の約 12 人から６名に減少し

た．受注業種も，1990 年代は電気関係が金額ベースで約６割であったのに対し，現在では１～

２割程度に減少した．他方，自動車関係は約４割から，現在では６～７割程度に増加した．受注

内容も，扱いが難しい樹脂素材の受注に変化したり，短納期に変化したりしている．また，2000

年代半ば以降，設備の更新が進んでいない． 

Ｋ社は，製糸機器の製造・修繕を担う企業を引き継いで戦前に創業した．戦時中は軍需生産に

従事したが，戦後，農機具生産に移行した．その後，射出成型機メーカー，オイルショック後に

は工作機械メーカーから受注するようになる．現在，射出成型機の加工から組み立ての一部，工

作機械の OEM が事業の柱である．リーマンショックにより厳しい経営環境に直面したが，タイ

の水害の影響もあり需要が回復し立ち直ってきたという． 

Ｌ社は，射出成型部品，金型製造を事業領域としている企業である．同社は，戦時中に坂城町

に疎開してきた企業である．現在，金型と射出成型品の比率は１：９となっている．1990 年代

以降，製造業の海外展開が進んだこと，後継者への継承の時期に重なったことがあり，苦しい状

況に直面したという．結果，1990 年代の売上に比べ約４割まで縮小し，従業者数もピーク時の

120～130 人程度から現在は約 70 名に縮小している．また，かつての大量生産から多品種少量

生産に変化してきているという． 

Ｍ社は，メッキ加工を事業内容とする約 60 名の企業である．戦後，坂城町でプレス工場とし

て創業した後，メッキ加工に取り組み，プラスチック成形の金型のメッキ処理で成長した．なお，

かつて金型部門があったが，中国の価格競争のために，2008 年ごろから表面処理に特化し，現

在に至っている．リーマンショックにより受注は半分以下に減少し，金型部門を抱えていたバブ

ル期に比べ，売上は６，７割程度に減少した．また，自動車関連の受注を別として，以前に比べ
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量産モノの受注はほとんどなく，ロット数の小さい受注が多くなったという． 

Ｎ社は，戦前，東京でプレス加工を営んでいた創業者が坂城町に疎開し，戦後に設立された企

業である．坂城町のメーカーの下請けとして歩むとともに，顧客からの紹介を受け取引を拡大し

ながら，プレス加工品の開発・製造，金型の設計・製作に取り組んできた．同社の売上は，主要

顧客が海外に進出し現地生産・現地調達を進めたことに加え，リーマンショックの影響もあり，

2008 年の約３分の２程度まで縮小した．なお，自動車関係の受注が 75％～80％程度の比率は大

きく変わっていないという． 

Ｏ社は，精密部品加工および光関連製品を製造する企業である．旧上田市で創業後，現在地に

移転し，現在，約 70 名の従業員を抱える．バブル経済崩壊後の落ち込みはあったものの，金型

関連企業が主要顧客であった．しかし，リーマンショックが大きな転機となって仕事内容が大き

く変わったという．具体的には，金型関連の受注が大幅に減少し，それを受けて自動車や医療機

器といった異分野を開拓した．これとは別に，Ｏ社は 1990 年代末に光関連の事業を開始してい

る．この点については（４）で述べる． 

Ｐ社は，1976 年に設立された精密板金加工の企業である．創業当初は，地元メーカーの溶接・

仕上げに取り組んでいたが，1980 年代末に機械加工にも取り組むようになる．バブル崩壊後は，

リーマンショック前の数年を除き，受注が減少し苦しい時期が続いた．設備投資も難しい状況が

続いたが，品質や価格競争のために設備投資に踏み切ったという． 

Ｑ社は，機械・板金加工，溶接・溶着を事業領域としている企業である．創業当初は溶接業か

らスタートしたが，付加価値を高めるために 1990 年代に機械加工設備を導入した．溶接につい

ても量産化に対応したロボット工場を設置したが，溶接の仕事が海外に移ったことで，設備を導

入し機械加工に特化した．一方で，溶接の受注は単品モノが多いため，人手で対応しているとい

う． 

Ｒ社は，1986 年に創業した電気機械部品を製造する企業である．バブル経済崩壊後，仕事量

は約４割程度に落ち込んだ．従業者数もピーク時で約 70 人であったが，約３分の１をリストラ

せざるを得なかったという．ものづくりの状況がよくなかったこともあり，環境事業にも取り組

むようになる．また，開発製品にも取り組むようになり，展示会等を通じて引き合いが増加した

という． 

Ｓ社は，1983 年に地元メーカーから独立し，精密板金および電子機器の設計・開発を事業領

域とする企業である．取引先が官公庁関係であったため，バブル経済崩壊後も比較的健全な経営

を維持できたが，徐々に受注が減少したという．2000 年代以降は，「１社依存」のリスクを考え，

主要受注先を複数持つようにした．受注内容は，単発の特注品であり，量産モノは手掛けていな

いという． 

Ｔ社は，金属部品加工を担う企業である．現在，25 名の従業員を抱える．創業当初は仲介と

してモノづくりに関わっていたが，成長するために機械設備を導入した．その際，他社との差別

化を図るために特色のある機械設備の導入を心掛け，またモノづくり補助金に採択されたことが

機械設備の充実化につながったという． 
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（２）調査対象事業所の海外生産拠点の動き 

1990 年代以降，海外への生産拠点の展開が中核企業と位置付けた調査対象事業所を中心にみ

られる．具体的にみていくと，まずＡ社の生産拠点は，ダンピング問題を背景に 1980 年代後半

にアメリカに工場を設置し，さらに円高を背景にタイプライターの生産コストを抑えるために

1990 年にインドネシアに工場を設置した．現在は，インドネシア工場はタブレット端末やプリ

ンターといった製品の量産機能を担い輸出基地として位置づけられ，現在約 450 名の規模とな

っている．一方，国内工場は開発機能を有し，多品種少量生産と試作開発を担っている．インド

ネシア工場では基本的に部品をインドネシア国内，中国，台湾から調達しており，日本からは特

殊な部品に限られる． 

Ｂ社は，2002 年にタイに，2006 年に中国の大連に進出し，2015 年にはタイに工場を新設し

た．工作機械メーカーに進出を要請されたこともあり，現地の日系工作機械メーカー向けに製品

を供給している．現在，タイの２工場で約 40 名，大連の工場では約 45 名の規模になっている． 

Ｃ社は，2000 年代初頭にインドネシアに，2011 年にタイに子会社を設立している．当初，生

産内容は限定的であったが，徐々に生産内容の多様化が進んでいるという．具体的には，インド

ネシアでは，二輪車用部品を主に ASEAN 向けに生産していた．2012 年からは新たに四輪車用

部品の生産も立ち上げられ，足回り関係の部品を生産している．また，タイでは，建機メーカー

向けに生産をしていたが，2013 年にはピストンバルブ，2014 年から自動車メーカー向けの部品

の生産もするようになった．これに伴い，インドネシアでは 2007 年の約 100 名から 2014 年に

は約 600 名に増加し，タイの拠点も 2014 年で約 100 名弱の規模を誇る．一方で，国内工場は，

高い精度が求められる部品の生産とともに，開発，生産ラインの立ち上げというように，海外拠

点との分業関係が構築されている． 

Ｄ社は，1990 年代以降，アメリカ，中国，シンガポール，インド，韓国に現地法人を設立し

た．そのうち，韓国は製造・販売拠点であり，自動試験装置の部品を生産している．その他の現

地法人は販売拠点となっている．Ｄ社によれば，欧米市場と国内市場とのニーズの違いへの対応

が求められ，顧客の要望に応じて製品をカスタマイズすることが求められるという．したがって，

今後は，販売機能のみならず，開発機能を備えたいと考えている． 

Ｅ社は，2005 年に中国青島市に製造拠点を設置し，中国国内および新興国向けの製品を生産

している．エンジン，油圧機器は日本から供給されている．一方で，国内拠点は，欧米向け製品

を生産している．日本から欧米への輸出に際し，中国の拠点から製缶品などを仕入れ，加工する

ことで価格競争力をつけている．その他，海外の販売子会社（米，英，仏）を有し，また各国の

販売代理店などを通じてエンドユーザーのニーズを吸収している．その中で，開発と製造の近接

性の重要性を指摘していた． 

Ｆ社は，2000 年代に中国に進出した．中国の製造拠点は，当初，日本への加工部品を供給し

ていたが，技術水準に差があることから品質に難があり，また納期の問題から，現在では中国の

ローカル企業を対象とした事業を展開している．また，かつては技術支援も行っていたが，現在

は行われていない． 
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一方，中堅・中小企業の動向をみると，聞き取り調査において海外に生産拠点を設けているの

はＮ社のみであった．Ｎ社は，2012 年にタイに工場を稼働させ，現在 20 名弱を雇用している．

進出に際し，取引先の要請はなかったものの，日系企業の現地生産・調達のニーズに応えること

で，新たな取引関係が構築されたという．その他，中小企業のうちＬ社やＲ社など，1990 年代

以降，取引先の海外進出に合わせて話が持ちかけられたものの，結果的に進出しなかった事例も

ある．ただ，Ｇ社やＫ社は海外展開の必要性を認識していることから，今後の展開を注視する必

要がある． 

 

（３）調査対象事業所の取引連関の変容 

では，取引連関はどのように変化したのだろうか．以下では，調査対象事業所の類型別に，近

年の取引連関の変化をまとめていく． 

 

中核企業の取引連関 

中核企業の取引連関の変化の傾向をまとめると，外注先の再編と広域化という表現に集約でき

る．具体的にみていくと，Ａ社は，製品の電子化以前は，外注企業の育成を意識していた．結果

として，外注先は徐々に安定した品質を安く提供できるようになったという．その後，製品の電

子化の流れで，外注・購入部品においても電子関係が増加した．その取引先は地元が３割である．

一方で，メカ関係の外注は地元が７～８割程度とのことである．したがって，電子化の流れの中

で，Ａ社の外注に占める域内比率は低下したと考えられる． 

Ｃ社は，2000 年代半ばには，200～250 社程度の外注先を有していたが，外注先の廃業，高

齢化などを背景に約 100 社に減少した．外注はオーバーフローが中心であり，地元への発注は

メッキ処理などが中心である．一方で，大きい製品や精度が高いものについては域内への外注は

難しく，県外企業に外注するケースもある．また，海外工場への生産移管の結果，地域に外注し

ていた工程を内製化したケースもある． 

Ｄ社の外注先は，比較的長く取引関係が続いているという．外注先の廃業などにより，地理的

範囲は広域化した面もあるが，Ｄ社の製品について協力工場もノウハウを有しており，また短納

期であるため積極的に域外の取引先を求めているわけではない． 

Ｅ社の外注連関は，百数十社程度で大きな変化はない．その地理的範囲は，従来坂城町を中心

とした近隣に多かったものの，域外に拡大傾向にあり，おおよそ宮城から広島に及ぶ．特に，北

陸地方や日立地域には大手建設機械メーカーが立地していることから有能な外注先が存在する．

一方で，坂城町近隣は品質，精度面で劣るが，輸送コストの面で，坂城町の外注先を利用するケ

ースもある．また，2010 年ごろから価格競争力のために海外調達を増加させている．ただし，

海外調達は全体の１割未満という． 

Ｆ社は，品質，コスト，短納期で外注先を選定するため，近隣の外注に限定していないという．

そのため，当初は工場が立地する近隣への外注が多かったものの，その後県外の企業への外注が

増加し，現在は加工については地元を含め，岩手や富山など県外にも広がっている．なお，受注
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量も順調に推移していることから，設計を含めた外注もある． 

対して，Ｂ社は，納期順守のため外注構造を大きく変えていないという．その地理的な範囲を

みると，特殊技術が求められる工程など一部県外への外注を除き，域内が約 50%，県内が約 50%

である．域内への外注は旋盤，フライスといった工程が中心である．域内の比率が高くなるのは，

製造工程の「仕上げ」が中心であるためだという．また，旋盤加工の外注では，加工の内容や精

度の点から外注先との擦り合わせが必要であり，外注先の特徴を踏まえ固定しているという． 

 

中堅企業の取引連関 

次に，中堅企業をみていくと，中核企業と比較して域内の外注連関を維持する傾向にあった． 

Ｇ社の外注先は約 200 社で大きく変わっていないという．精密加工については地元で対応で

きない場合があるものの，ローテクな部分については地元の企業に外注し，それが結果的に維持

されてきたという． 

Ｈ社は，医療・福祉機器事業が本格化する以前は，坂城町および長野県内にほとんどの外注先

を有していた．その後，医療・福祉機器事業に取り組む中で企業を吸収することになるが，当該

企業はファブレス企業であったことから，コスト，品質をコントロールするために坂城町を中心

に外注連関を集約したという．また，医療・福祉機器関連事業の拡大に伴い，諏訪地域との取引

も増加した．なお，大型の金型については中国に外注しているという． 

Ｉ社は，表面処理，板金，機械加工など約 60 社の外注先を有する．外注先が廃業したケース

を除いて外注先との関係を維持しているという．この背景には，オーダーメイドの産業機械の生

産のため，製造にあたって部品数が異なる点が影響していると考えられる． 

 

中小企業の取引連関 

中小企業の取引連関は，受注先と外注先に分けてみていく． 

 

（a）受注 

中小企業の受注先については，1990 年代以降，受注先の海外展開に伴う受注の減少に直面し

た企業がみられた．具体的にみていくと，Ｌ社は長野県内の電気機械メーカーを主要顧客とし，

かつて約 60 社の受注先があったものの，取引先の海外展開を背景に現在は約 30 社程度と半減

した．その他にも，受注先が６社から現在は３社に減少したＪ社，2000 年代以降，取引先が生

産ラインを海外に移管したことなどに伴い受注が減少したＮ社20)，バブルを境に仕事量が４割程

度までに減少したＲ社，地元メーカーを中心に受注していたものバブルを境に受注が減少したＰ

社21)が挙げられる． 

なお，中小企業の中には受注数の維持ないしは増加という事例も聞かれた．Ｍ社は受注先の入

れ替わりはあるものの，1980 年代後半から受注数に大きな変化はないという．またＳ社の受注

先は近年増加傾向にあり，その背景には，後継者難，敷地拡張の困難さ，設備の老朽化などのた

めに東京都内の板金業者が減少していることがあるという． 
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受注が減少する中，中小企業の多くが新規取引先を開拓してきた．Ｎ社は，受注減を背景に，

自動車以外の分野にも営業活動をし，電動工具や建機部品関係の受注を獲得した．Ｐ社は営業を

開始し，県内，県外の取引先を開拓した．Ｑ社も，かつては工作機械メーカーから受注していた

が，その後，自動車関連，産業機械，半導体関連などのメーカーの受注を獲得し，現在に至って

いる．Ｒ社の受注は，かつて通信業界が中心であったが，バブル期を境に 90%が入れ替わり，

現在は自動車関連の受注が多くなっている．2000 年に設立されたＴ社は，受注の波を抑えるた

めに様々な業種に幅を広げ受注するよう心掛け，展示会，伝手を通じて取引先を開拓し，現在約

100 社程度の受注先を有する．  

また，1990 年代以降，受注内容にも変化がみられた．具体的には，Ｋ社の受注内容は部品加

工中心から組立を含めたトータルな受注に変化し，またＯ社も受注内容を一式で任せられる方向

に変化してきたという．こうした傾向は，表面処理を担うＭ社の取引関係にも表れている．Ｍ社

では，従来，地元の大手メーカーから直接受注するケースが多かったが，現在ではその下請から

受注するように変化がみられるという． 

では，中小企業の取引連関の地理的範囲はどのように変化したのだろうか．１つの傾向として

受注先の地理的範囲の広域化を指摘することができる．Ｋ社の取引関係は，1990 年代中ごろは

上田・坂城地域の地元メーカーが中心で県外からのほとんど受注はなかったが，交通インフラの

整備を背景に首都圏との取引が増加したという．Ｏ社は自動車関係の受注拡大を図り，現在，群

馬県の自動車部品メーカーが主要取引先の１つとなっているが，その背景として北関東自動車道

の開通によるアクセスの向上があったという．  

一方で，従来から地元メーカーとの取引は少なく，長野県内のメーカーをはじめ域外に取引関

係を構築していたケースがみられた．Ｌ社の受注先は，坂城町内にはなく，長野県内のメーカー

が７～８割を占め，この構造は大きく変わっていないという．その他にも，地元との取引が少な

かったＲ社や，県外の取引先が約９割であるＴ社が挙げられる．なお，Ｓ社は，当初，既存の取

引関係のために域内の受注先を開拓することは難しかったが，精度の高さや納期順守の姿勢とい

った自社の評判が広がる中で地元の企業からの受注が増加したという． 

対して，取引関係の地理的範囲に大きな変化がない，もしくは縮小した事例もみられた．Ｍ社

の取引関係は千曲から佐久のエリアが約９割を占めるが，これはメッキ処理が最終工程であり，

短納期であることが背景にある．Ｊ社は，1990 年代には県外を含め６社の受注先を持っていた

が，現在は３社に受注先は減少し，その地理的範囲も上田市およびその周辺に限られている．  

 

（b）外注 

受注の変化を背景に，調査対象事業所の外注連関は大きく変化した．聞き取り調査の結果，①

受注減や受注内容の変化，外注先の廃業等に伴う外注の再編，②外注先の地理的範囲の広域化，

という傾向を指摘できる． 

①について，まず受注減を背景とした内製化，外注先の廃業などによる外注先の減少が挙げら

れる．分業構造でいうと「孫請け」にあたるＪ社は，受注量が現在に比べ多かった 1990 年代に
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は上田市および近隣に家族経営的な外注先を３社有していたが，現在は受注減もあり外注は利用

していないという．Ｌ社の外注先は，外注先の倒産と，受注減を背景とした内製への切り替えを

背景に，2008 年に比べ半分に減少した．Ｏ社は，外注先が廃業するケースがあり，研磨やフラ

イス加工などで困っており，また外注しづらい点もあり内製化も増加しているという．Ｎ社の外

注は表面処理と塗装，切削やプレスが中心で，坂城町を中心に約 20 社の外注先を有する．1990

年代以降，家内工業的なところが廃業しており，また難度が高い加工については社内に取り込ん

でいることから外注先は減少したという． 

②について，Ｋ社とＯ社の事例を取り上げる．Ｋ社は主要顧客の意向もあり，外注依存から内

製化に切り替えるとともに，受注内容の高精度化への対応が求められた．その際，東京の研磨業

者などを組み合わせて対応したという．このように東京をはじめ，静岡，大阪などに外注先を構

築した結果，従来の上田・坂城地域を中心とした外注連関は広域化したという．Ｏ社は金型関連

の受注が減少するなど受注構成の変化の結果，外注の取引数は大きく変化していないものの，

2000 年代前半は市内が約 50％，県外が約 50％であったのに対し，調査時点では市内約 10％，

県外が約 90％となっている． 

このように広域化する傾向にある中で，事業規模ゆえにコスト的に近隣の外注先を利用するＬ

社の事例も存在する．またＳ社は，様々な外注先の枠組みがあること自体が集積の利点と指摘し

ていた． 

 

（４）新事業・新製品の開発に向けた取り組み 

次に，調査対象事業所の新事業・新製品の開発に向けた取り組みについてまとめていく． 

まず，個別の取り組みの事例として，自動車メーカーのサプライヤー戦略の変化を背景に，提

案力の強化に向けて開発グループを立ち上げたＣ社，1980 年代から高付加価値化を追求し，近

年ではイノベーションセンターを新たに設置し，技術者の交流を促すことで新製品の開発を図っ

ているＤ社が挙げられる．また，Ｆ社は，設計に関わる人員が従業者数の半数を占め，開発力に

強みを有するが，2014 年には研究開発棟を設置し，これまでに培ってきた技術を活かしながら

開発力の強化に努めている．また製品の開発に関しても，既存技術を活かしながら開発を進めて

いる．坂城町を研究開発の拠点として位置づけているＥ社は，他社との競争の中で製品の質，差

別化が必要とした上で，製造現場との擦り合わせのために開発と製造の近接性の重要性を指摘し

ていた．  

中小企業の中では，Ｓ社は社内に「部会」を設け，製造ラインの開発，新商品の開発に取り組

んでいる．ただし，こうした取り組みが可能になるのも，売上が伸びていた状況だからだという．

また，「ものづくり補助金」をはじめとした補助金を活用しながら，Ｎ社は高精度の加工に取り

組み，Ｍ社はメッキ加工技術の開発の取り組んでいる．補助金に関して，Ｒ社は取引先からの具

体的な要望がない場合には，補助金があると投資に踏み切りやすいと指摘する． 

次に，産学・産産連携の取り組みについて取り上げる．本調査の中で，産学，産産連携を通じ

て新たな事業分野に進出した事例がみられた．まずＨ社の医療・健康・福祉機器事業が挙げられ
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る．（１）で述べたようにＨ社は医療・健康・福祉機器事業を第２の事業の柱として取り組んで

いる．信州大学の研究室が持つ「紙の一枚分離機構」のシーズに出会い，信州大学などとの産学

官連携を通じて，2005 年に自動ページめくり器を開発し，販売した．その後，2007 年には生体

計測機器・発汗計メーカーを買収し医療機器の分野にも進出する一方，自動ページめくり器のユ

ーザーのニーズを蓄積する中で，「文字の拡大」というニーズに対応するため，2009 年に拡大読

書器事業を他社から取得，2010 年に同社を買収した．これによりＨ社は，海外を含めた販路を

確保し，海外展開を視野に入れている． 

次に，Ｏ社の光関連事業について取り上げる．Ｏ社の光関連事業はＮ研究所との取引を契機と

して始まり，1999 年にはＮ研究所から技術移転を受けて製品の製造を開始している．その後も，

域外の大学との共同研究に取り組み，科学技術振興機構の委託研究にも採択されるなど，産学連

携，研究開発に取り組んでいる． 

その他の産学・産産連携の事例として，Ｄ社は AREC と信州大学などと連携して LED に関

する共同研究に取り組んだ．製品は完成したものの，事業として成り立つところまでは到達しな

かったという．しかし，Ｄ社は補助金だけではなく，新たなネットワークづくりの機会の重要性

を指摘するとともに，AREC をはじめとした産学連携についてはテーマ次第で協力する方針で

あるという．Ｉ社は，AREC とのつながりを通じて，食品関係の産業機械を開発した経験があ

り，AREC を通じてもたらされる情報を好意的に捉えていた．旧丸子町のＫ社は上田市商工会

を通じて，医療，環境といった次の産業を目指して若い世代を中心に模索中であるという． 

一方で，上田・坂城地域内での産産・産学連携がない事例も聞かれた．Ｂ社は，顧客である工

作機械メーカーの技術に沿って開発する必要があることから，テーマが合致しない限り域内の他

企業との間で連携関係を構築することは難しいという．また，域外との大学と共同研究を行って

いるＯ社は，AREC に訪問することは多く，また共同研究を期待したものの，技術的に合致し

なかったという．ただし，Ｏ社は，AREC の取り組みを否定的に捉えているわけではない．Ｐ

社は，利益配分や品質管理の面から連携関係ないという． 

こうした現状の中で，公的機関を中心に新たな動きもみられた．上田市商工会22)丸子本所によ

ると，丸子・武石地区の３団体（上田市商工会工業部会，丸子工業振興会，丸子テクノネット）

が連携し，「上田ドリームワークス」という連携グループが 2016 年３月に立ち上げられた23)．

これは上田市内の機械金属加工，プラスチック金型・成形・設計および関連企業の連携を強化し，

地域産業の活性化を図るものである．金属機械加工グループとプラスチック金型成形加工グルー

プをつくり，前者に 63 社，後者には 21 社が集まったという．当面はＰＲ活動，グループ内で

の受発注の活性化，将来的には共同製品の研究開発，地域ブランド化，先端産業進出（航空・医

療産業など）に向けた研究会の開催などの取り組みが計画されている．「上田ドリームワークス」

は新しい組織ではあるが，歴史的にみると旧丸子町では「十日会」，「十一会」などの同業者グル

ープが形成されてきた素地が脈々と引き継がれてきているという． 

また，坂城町では，さかきテクノセンターは開館から 20 年経つことから，坂城町内の工業関

係の団体から選任された委員で構成される「さかきテクノセンター見直し検討委員会」を立ち上
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げた．その中で，坂城町の企業の技術水準は高いものの，ビジネスのマッチングといったアピー

ルの弱さが指摘されており，これまでの事業の中心である技術支援の内容や時期を含め，さかき

テクノセンターの今後の事業の方向性が検討されている． 

 

４ 上田・坂城地域の産業集積の今後の発展に向けた地域的課題 

 

本章では，上田・坂城地域の産業集積を取り上げ，1990 年代以降の構造変化を，統計資料お

よび聞き取り調査をもとに明らかにしてきた．その結果は次の４点に集約できる． 

第１に，中核企業は海外生産拠点を拡充し，国内と海外の棲み分けを進めていることが明らか

になった．2000 年代以降，中国や東南アジアに生産拠点を設け，安価な部品を国内に供給した

り，進出先をはじめとした海外市場の輸出基地として位置づけたりしていた．一方で，国内工場

は，マザー工場として位置づけられていた． 

第２に，企業間分業において上田・坂城地域から生産連関が広域化している傾向が明らかにな

った．広域化の背景には，外注内容の変化，外注先の廃業といった点が挙げられる．また，地元

の中核企業から受注していたが，生産の海外シフト，内製化を背景に受注減になる傾向があった．

「中核企業と加工業群の有機的連携が希薄」（通商産業省関東通商産業局 1996）という構造が

指摘されていたが，1990 年代以降，この構造が強化されていることが示唆されたといえる． 

第３に，基盤技術を有する事業所の厚みの低下が示唆された点である．通商産業省関東通商産

業局（1996）では，機械加工，プラスチック成型加工をはじめとしてすべての範囲の基盤技術

をカバーし，特に特殊鍛造やメッキ技術，金属加工の分野で独自技術を有する地域と指摘されて

いた．聞き取り調査で明らかになったように，外注先が廃業しているケースが少なくなく，また

外注を利用したくてもできないというケースがみられた． 

第４に，通商産業省関東通商産業局（1996）では「下請け生産に携わる企業が多いため，商

品生産機能自体は充実しているが，上流の研究開発～企画に至る機能が弱」い地域とされていた

が，補助金や産学・産産連携を活用し，技術の高度化や新しい事業・製品の開発に取り組む事例

がみられた．ただし，産学・産産連携においては，技術的なマッチングの問題などの課題もみら

れ，必ずしも域内の事業所間の連携関係が活発化しているとはいえない状況が窺えた． 

最後に，本調査結果から得られた知見を踏まえ，上田・坂城地域の産業集積の発展に向けた地

域的課題として，中核企業の需要，要求を吸収できる地域的能力の必要性を指摘したい．本調査

で明らかなように，中核企業はグローバルな生産体制を構築する一方，上田・坂城地域における

生産連関は希薄化していることが示唆された．また，中堅・中小企業の生産連関においても，域

外との生産連関が強まる事例もみられた．こうした背景には，技術的な水準のギャップや域内の

事業所の廃業などがあった．中核企業の創出・支援事業が打ち出されているが，それとともに中

核企業からもたらされる仕事を受け入れる側に対する支援が必要であろう．すなわち，点（域内

に立地する各企業・事業所）から面（域内の企業・事業所間の連関）へ波及するための仕組み作

りが伴わなければ，各企業・事業所が「孤立」して地域に立地するにとどまってしまうと考えら
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れる．したがって，設備投資に対する補助金，後継者育成といった地域側に対する支援を合わせ

て実施することが地域産業支援として必要であると思われる． 

 

注 

 
1) 上田市は総面積 552.00 ㎢に対し可住地面積 153.18 ㎢（総面積に占める割合 27.8%），坂城町

は総面積 53.64 ㎢に対し可住地面積 17.82 ㎢（同 33.2%）である（e-stat「統計でみる市区町村

のすがた 2015」（最終閲覧日 2016 年 3 月 3 日）による）． 
2) ここでは資料から事業所の住所データを作成し，「CSV アドレスマッチングサービス」を利用

して，緯度経度情報を取得した．変換精度が低かった場合，ゼンリンの住宅地図を閲覧して対応

した．なお，旧丸子町の 1992 年の住所データのうち，１事業所については今回の作業で緯度経

度情報を取得できなかったため，地図には描かれていない． 
3) 旧上田市のデータは「商工名簿」において「機械金属化学」（そのうち「油脂加工製品・石け

ん・合成洗剤」，「医薬品製造・その他化学」，「生コンクリート製造・石工品製造」を除く）に分

類され，旧上田市に立地する事業所を抽出した．その際，営業所・支店や営業内容に「販売」な

ど製造機能を有しないと判断した事業所を除外した． 
4) 上田市商工会丸子本所提供資料に記載されている業種，事業内容をもとに機械金属工業に該

当する事業所を抽出した． 
5) 坂城町のデータのうち，1992 年の『坂城町事業所名簿』（坂城町産業振興課提供）の「製造

業」の事業所を抽出した．なお，主要取扱品の記載内容をもとに食品，衣服などの業種を除いた．

2016 年のデータは「Web 版企業ガイドさかきなび」に掲載された企業のうち「医薬・食品」，「木

工，布，紙製品」を除いて抽出した．住所データについて『坂城町事業所名簿』では町内の複数

の工場の住所が記載されていた場合は，本社工場とみられる住所をデータベース化した． 
6) 上小地方の製糸業を取り上げた文献として，町田（1970），野澤（2009）が挙げられる． 
7) 要因として，製糸用の水や水力，資本の問題，そして生糸の流通による利益があるために大

規模な器械製糸を導入する必要がなかったことが指摘される． 
8) 丸子町の製糸業の形成，発展については，龍野（1967），神立（1986），北爪（1991, 1992）
の文献が挙げられる． 
9) 千曲川沿岸に機械加工業が誘引された背景の１つには，金属の腐食を嫌うという特性に対し，

当該地域では年間降水量が少ないことがあったとされる（小田 2004）． 
10) 旧上田市では軍需工場の誘致が進められ，1941 年以降，上田化工，千曲製作所，山洋電気，

アート軽合金などが進出した．また，1943 年後半以降は，大都市から上田に軍需工場が疎開す

るようになった．旧丸子町では，東京特殊電線，田中航空計器などが疎開した．旧丸子町には航

空機関係の工場が集中したが，これは長野県地方工業化委員会の方針による．坂城町では，日本

発条，大崎製作所，中島オールミシン製造所といった誘致工場，疎開工業が立地した． 
11) 高度経済成長期における東信地方の工業化に関する文献として野澤（2012a, b）が挙げられ

る． 
12) 遠山（2013）は，上田・佐久地区の自動車部品産業の特徴として「上田・佐久地区の事業所

は，特定の１次サプライヤーに高度に依存する事業所と，主要取引先である１次サプライヤーに

過度には依存しない事業所とに大きく分かれる」点にあると指摘する． 
13) 坂田（1993）によれば，高度経済成長期に坂城町でスピンアウトが活発化した背景として，

独立精神，競争意欲に富んだ坂城の人々の気質，スピンアウトに対し親企業の理解があったこと，

集積の利益を享受することができたこと，などが挙げられる． 
14) この点に関して，粂野は一連の調査を通じて，坂城町だけで「自立」しているのではなく，

上田を中心に佐久から坂城にかけて一体となった工業集積とみなしている（粂野 1997, 1998, 
2000a, 2000b）． 
15) 「日本経済新聞」地方経済面 2004 年２月３日，「日本経済新聞」地方経済面 2007 年３月 15
日による． 
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16) 「日本経済新聞」地方経済面 2004 年２月３日による． 
17) 上田商工会議所機械金属化学工業部会が中心となって 2000 年に設立された上田地域産学官

連携推進協議会を前身とする． 
18) 浅間リサーチエクステンションセンターＨＰ「AREC・Fii プラザ法人会員名簿」（http://are
cplaza.jp/skins/mysite/upfile/memberlist1602.pdf，最終閲覧日 2016 年３月 13 日）による． 
19) 1981 年の「第１回躍進する上田の工業展」の開催にはじまり，名称やコンセプトの変更を伴

いながら，現在の「上田地域産業展」に至っている．（「上田地域産業展の背景経過」，URL: ht
tp://www.city.ueda.nagano.jp/gyokaku/shise/sesaku/gyozaise/hyoka/documents/20110201143
617567.pdf，最終閲覧日 2016 年３月 12 日）． 
20) Ｎ社は長野県内のメーカーからボルトの付属部品の受注を受けていたが，2000 年代半ばにタ

イに移管された．また，上田・坂城地域の自動車部品メーカーからの受注も同社の現地生産の進

展により受注が大幅に減少したという． 
21) 受注先の１つである地元メーカーが海外展開する中で内製化を進めた結果，Ｐ社にとって板

金加工の受注は激減したという． 
22) 上田市商工会は丸子町商工会と武石村商工会が合併したもので，旧丸子町と旧武石村が管轄

地域となっている． 
23) グループの立ち上げに際して，長野県内の「ネスク-イイダ」（飯田市），「プレスネット千曲」

（千曲市）を視察したという． 
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第４章 富士地域における産業集積の構造変化 

 

１．富士地域の概要 

  

 本章では静岡県富士地域1における産業集積の動向を捉える．富士地域（図４-１）は静岡県東

部に位置し，富士山頂付近から駿河湾までを含む．市域は富士山麓の傾斜地と駿河湾沿いの低地

から成り立っている．市内の西部には富士川が流れている． 

 
図４－１ 富士市の位置と産業基盤の状況 

資料：国土数値情報（工業用地，研究機関（2012 年時点），高速道路，鉄道）により作成 

 

 富士市は，工業整備特別地域指定（東駿河湾地区）後の 1966 年に旧富士市，吉原市，鷹岡町

が合併し，富士市が誕生した．その後，旧吉原市と旧富士市の中間をつなぐ形で新市街地が形成

されている（片柳 2000）．2008 年には旧富士川町を合併し，現在の市域となっている．2015

年国勢調査（速報値）では，人口は 248,381 人で浜松市，静岡市に次ぐ県内第３位の人口であ

り，特例市に指定されている．富士市の 2015 年人口は，2010 年より 2.2％（5,646 人）の減少

となっている． 

 富士地域には東西を結ぶ幹線交通網として，東海道本線や国道１号線のほか，高速交通機関で

ある東名高速道路や新東名高速道路，東海道新幹線が走り，いずれもインターチェンジや駅が設
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置されている．また駿河湾に面して掘り込み式の田子の浦港（1961 年開港，重要港湾指定）が

整備されている． 

 富士地域は「紙のまち」とも称されるように，戦前から域内に大小多数の製紙業者が多く立地

し，洋紙の生産がさかんであった．近代製紙業が中心となった産業集積地域は，富士市の他に愛

媛県四国中央市などで見られる程度である．一方で富士地域では高度経済成長期以降，化学や食

品，機械類などの産業も盛んとなっている．本章では，こうした富士地域の現状を踏まえて，産

業集積の構造変化の把握を試みる． 

 

２.富士地域の産業活動の現状 

 

（１）富士地域における製造業全般の動向 

 富士地域における，1960 年代以降の事業所数，従業者数，製造品出荷額の推移を把握した（図

４－２）． 富士市では，1960 年から 1990 年にかけて，事業所数，従業者数，製造品出荷額等

のいずれも増加傾向にあり，製造品出荷額等で県内１・２位を争っていた． 1971 年以降は，事

業所数や従業者の面では製紙と並び一般・精密機械が，製造品出荷額等では化学や輸送用機械が

増加している．しかし，1991 年のピーク以降，製紙を中心にして事業所数，従業者数，製造品

出荷額等は下落傾向にある．反面，化学や輸送用機械・一般機械などでは，不況等の影響を受け

つつも製造品出荷額等の維持を続けている．旧富士川町との合併（2008 年）以降もこの傾向は

続いており，富士市全体の製造業では，紙の比重低下と，化学・輸送用機械など機械類の維持が

大きな特徴として示すことができる．1993 年では製造品出荷額等約 1.6 兆円のうち，パルプ・

紙は 35.9％，輸送用機械 16.7％，化学 15.0％であったが，2013 年時点では製造品出荷額等（全

体約 1.3 兆円）のうち，パルプ・紙は 29.4％と下落した反面，輸送用機械が 25.5％，化学が 18.7％

と割合を高めている．また，2013 年の製造品出荷額等では富士市は県内 5 位となっており，静

岡県内における富士市の地位が低下しつつある． 

 次に事業所・企業統計調査，経済センサスおよび工業統計より，富士市の従業者と製造品出荷

額等の特化係数の時系列変化（表４-１，表４-２）を見ると，1990 年と 2010 年とも， パルプ・

紙・紙加工品製造業の特化係数が極めて高く，次いで化学工業がやや高い数値を示しており，両

産業が富士地域の基幹産業となっている．しかし，従業者数についてみると，化学産業では従業

者数は下げ止まる傾向がみられるのに対し，パルプ・紙・紙加工品製造業では 2006 年から 2012

年にかけても大幅な減少が続いている． 

工業統計表工業地区編での東駿河湾地区における細分類ごとの製造品出荷額等の上位品目

の変化をみる（表４-３）と，1980 年には輸送用機械に次いで洋紙や板紙が位置付けられていた．

しかし，経年変化の中で紙類の製造品出荷額等の地位は低下しており，現在医薬品に抜かれてい

る．富士市以外の静岡県東部地域で化学を中心とした産業が主である点に鑑みても，従業者や製

造品出荷額等の点で製紙業は衰退傾向にある． 
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同様にして東駿河湾地区における付加価値生産性の推移（図４－３）は，装置型産業となる化

学工業で付加価値生産性が全体を大きく上回っていることが示される．一方，紙・パルプの付加

価値生産性は，年ごとの増減は少なくおおよそ当地区の平均的な値で推移してきている． 

 最後に，富士地区における職業別製造業従業者数および専門的・技術的職業従事者割合（図

４－４）を見ると， 2000 年以降に従業者を減らしつつある．その中でも，特に生産工程・労務

作業者数の減少幅が著しい．一方，専門的・技術的職業従業者は，2000 年代後半以降下げ止ま

る傾向がみられるが，他地域と異なり割合は上昇傾向にあるとは言い難い． 

（a）事業所数 （b）従業者数 

（c）製造品等出荷額 図４－２ 富士市における製造業業種別事業所数・従業者

数・出荷額の変化（従業者４人以上） 
注：1960 年は旧吉原市，旧鷹岡町の数値を含む，2010 年は合併後の富

士市（旧富士川町含む）の数値． 
食料・飲料…食料品製造業，飲料・飼料・たばこ製造業 
繊維…繊維工業（衣服，その他の繊維製品を除く），衣服・その他の繊維

製品製造業 
木材・紙・パルプ…木材・木製品製造業（家具を除く），家具・装備品製

造業，パルプ・紙・紙加工品製造業 
化学…化学工業，石油製品・石炭製品製造業，プラスチック製品製造業

（別掲を除く），ゴム製品製造業 
金属…鉄鋼業，非鉄金属製造業，金属製品製造業 
一般機械・精密機械…一般機械器具製造業，はん用機械器具製造業，生

産用機械器具製造業，業務用機械器具製造業，精

密機械器具製造業 
電気機械…電子部品・デバイス・電子回路製造業，電気機械器具製造業，

情報通信機械器具製造業 
輸送用機械…輸送用機械器具製造業 
その他…出版・印刷・同関連産業，なめし革・同製品・毛皮製造業，窯

業・土石製品製造業，武器製造業，その他の製造業 
なお，秘匿とされた業種の数値は「その他」に一括している． 

資料：『工業統計表（市区町村編）』各年版により作成． 
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表４－１ 静岡県東部地域における主要業種の特化係数と従業者の動向 

 
注：静岡県東部地域ブロックは沼津市，三島市，富士宮市，富士市，御殿場市，裾野市，函南町，清水町，長泉町，小山町． 

資料：『平成 18 年事業所・企業統計調査』，『平成 24 年経済センサス―活動調査』により作成． 

 

表４－２ 富士市の業種別製造業の特化係数の変化 

 

注：従業者数４人以上の事業所のみ．製造品出荷額等の数値をもとに算出． 

資料：『工業統計表（市区町村編）』により作成． 

 

表４－３ 製造品出荷額等の上位３業種（細分類）の変遷 

 
注：東駿河湾地区は沼津市，三島市，富士宮市，富士市，御殿場市，裾野市，伊豆長岡町，戸田村，函南町，韮山町，

大仁町，清水町，長泉町，小山町，芝川町，富士川町，蒲原町，由比町（2004 年当時の市町村名）を指す．  

資料：『工業統計表（工業地区編）』各年版より作成 

 

 以上の統計上の分析から判断すると，富士地域においては 2000 年代以降事業所数・従業者数・

製造品等出荷額の減少がみられるようになっているが，製紙業の停滞が大きな理由になっている

ことが示される．対して，輸送用機械や化学は景気変動の影響等を受けつつも比較的安定した成

長を見せており，製紙業及び関連業種の衰退が当地域における製造業の特徴となっている．この

点を踏まえて，本章では特に製紙業を中心にした動向に注目しながら，富士地域の産業集積の変

容を検討していく． 

特化係数 業種名 従業者数

増減率
（％）

（2001～
2006年）

業種名 従業者数

4.0～4.9 パルプ・紙・紙加工品製造業 16,078 ▲ 19.8 パルプ・紙・紙加工品製造業 14,238
化学工業 11,794 ▲ 8.5 化学工業 11,348
非鉄金属製造業 3,926 ▲ 28.9 業務用機械器具製造業 6,580
輸送用機械器具製造業  23,453 20.4

2006年 2012年

1.5～1.9

1990年 2010年
12.0～12.9 パルプ・紙・紙加工品製造業 パルプ・紙・紙加工品製造業
1.5～1.9 化学工業 化学工業

東駿河湾地区 1980 1990 2000 2010

1
自動車部分品・附属品
製造業

自動車部分品・附属品
製造業

自動車部分品・附属品
製造業

自動車部分品・附属品
製造業

2
洋紙・機械すき和紙製
造業

洋紙・機械すき和紙製
造業

洋紙・機械すき和紙製
造業

医薬品製剤製造業

3 板紙製造業
自動車車体・附随車製
造業

医薬品製剤製造業
洋紙・機械すき和紙製
造業
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図４－３ 東駿河湾地区（工業地区）の付加価値生産性の推移 

注：1990 年時点で製造品出荷額等の特化係数が 1.5 を超えている業種のみ． 

資料：『工業統計表（工業地区編）』各年版より作成 

 
図４－４ 富士市における職業別製造業従業者数の推移 

注：従業地に基づく．2000，2005 年は旧富士川町を含む． 

資料：『国勢調査報告』各年版により作成 

 

（２）富士地域における製紙業の動向 

 次に，富士地域における製紙業および関連産業についての動向をみる．まず，富士地域におけ

る製紙業及び製紙用機械2の事業所数・企業工場数・従業者数・製造品出荷額等の動向を確認す

る（図４－５，図４－６）と，製造品出荷額等が 1991 年を境に減少しているのと同調し，各項

目とも減少傾向にある．2000 年代以降の動向に着目すると，製造品出荷額等は好景気期の 2006

～2008 年頃に一度上昇するが，その後減少に転じている．特に 2010 年代以降は，事業所数は
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大きく変化していないものの，製造品出荷額等は急減している．企業数や工場数は，1990 年代

後半に一時的に急減して以降は，しばらく増減は見られなかったが，2000 年代に入り漸減傾向

に入っている． 

 

図４－５ 富士市におけるパルプ・紙産業および関連産業の事業所数・製造品出荷額等の推移 

資料：工業統計表各年版より作成  

 

図４－６ 富士市におけるパルプ・紙産業および関連産業の企業・工場数および従業員数の推移 

注：企業数・工場数の 2001・2002 年データは欠損 

資料：従業員は工業統計各年版，企業数・工場数は紙・パルプ統計月報より作成 

 

 加えて，富士地域の生産量及び全国シェアをみる（図４－７）と，年による変動はあるが 2000

年代までは生産量は年 400 万トン前後で推移してきた．しかし，2000 年代初頭から生産量は減

少に転じ，2000 年代後半から急落し，全国のシェアも低下している．特に富士市での生産量の

減少幅が大きいのが，印刷用紙や塗工紙等の紙類である．2000 年代より紙類の生産量は漸減し

てきたが，リーマンショック以降急減したことを受け，全国に占めるシェアが 10％を切ってい

る．一方，段ボールや紙器など産業用途が主となる板紙類については，生産量は減少しているも

のの下落幅は緩やかであり，全国のシェアも依然として 10％以上を占めている． 
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図４－７ 富士市における紙・パルプの生産量及び全国シェア 

資料：『紙・パルプ統計月報』『富士市の工業』各年版により報告者作成  

 

富士地域で紙類の生産量が減少している背景としては大きく①紙需要の低迷，②大手メーカー

を中心とした全国的な企業と生産拠点の再編があげられる．①については，IT 化や情報端末等

の普及に伴うペーパーレス化の進展があげられる．従来需要のあった洋紙の中でも塗工用印刷紙

等は日本国内での生産量が 2000 年以降減少に転じており（日本製紙連合会資料による），需要

減に各メーカーが対応した結果として見られる．一方，人口に比例して安定した需要が見込まれ

る衛生用紙や，包装や紙工品などの企業向け需要の多い板紙は，需要の落ち幅は小さい（勝又

2013）．また，最終製品の品質面では依然としてアジアなどの海外製品に比べ日本国内製が高品

質で輸送費が安価であるため，これらの製品では国内生産が中心となっていることも，落ち幅が

小さい理由となっている． 

 ②については，1990 年代より続いた企業合併や業界再編の動きが大きく影響している．1993

年の新王子製紙と日本製紙の誕生を契機に，製紙業界は旧王子製紙を中心とした王子製紙グルー

プと旧十條製紙を中心とした日本製紙グループを中心に，大手グループや商社により中小企業の

再編が進んだ（図４－８）．加えて，2006 年の王子製紙による北越製紙への TOB を契機に，大

手メーカー同士でも合併や資本・業務提携が進んでいる（図４－９）．出資や業務提携の動きを

踏まえて大手企業では生産の効率化や規模の経済性を発揮するため，合併企業を含めた生産拠点

の集約化と集中投資を進めてきた．特に 2000 年代後半には，大手各社とも主力工場に最新鋭の

抄紙機導入を進め，生産効率化を進めている．一方で，生産性が高くない工場や，合併後に近隣

で創業する工場は，生産停止や機能転換などを進めており，大手企業の動きの中で紙生産拠点の

位置づけが全国的に大きく変化している． 

 企業統合や生産拠点の再編は，製紙用機械でもみられる．日本の製紙用機械は，製造パートご

とに機械を製造して組み合わせる形態が一般的（紙業タイムス社編 2009）であるため，抄紙部

門を一貫して生産する企業はなく，抄紙機など大型機を手掛ける大手企業から，原質機械や加工

機などの附属機械を製造する中小企業まで，規模の異なる製紙用機械メーカーが併存していた．

また近代製紙方法はほぼ確立されている（紙のはなし編集委員会編 1985）一方で，紙製品の多 
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図４－８ 1990 年代以降の製紙企業の再編動向 

注：2014 年の紙・板紙生産上位 10 社及びその関連企業のみ． 

1990 年時点の黒地：十條製紙グループ，濃灰地：王子製紙グループ，薄灰地：本州製紙グループ 

図中二重線は分社化．矢印は統合． 

資料：各年版『紙・板紙統計年報』，各社社史，ホームページ公開情報，新聞記事により報告者作成 

 

様性や，製造方法に応じて規模の経済性・範囲の経済性が追求できないという製紙業の特性（四

宮 2004，2005）から，各企業の製品や需要に応じて製紙用機械を生産する体制が構築されてお

り，特定製品では全国でのシェアが高い企業も存在する．その一方で抄紙機を手掛ける大手企業

では，北欧やアメリカのメーカーと企業提携を進める動きを強めてきた． 
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図４－９ 大手製紙企業各社の資本・業務提携の状況 

資料：各社社史，プレスリリース，新聞記事等により報告者作成 

 

しかし，紙生産の減少を受けて，製紙用機械の設備投資の需要が低迷している．紙の生産が減

少に転じた 2000 年代以降中小企業のみならず，大手企業の三菱重工（2008 年），日立造船富岡

機械（2005 年），住友重機械工業（2007 年）が抄紙機生産や出資から撤退，国内外のメーカー

に事業譲渡する動きがみられる．また，世界的な抄紙機メーカーの整理統合や，生産効率化のた

めに高速での抄紙が可能で製造パートを一貫して扱う，海外製の抄紙機導入が現在の潮流となっ

ている．こうした状況の中で，製紙用機械メーカー自体が国内で縮小傾向にあり，中小企業も含

めた業界全体の大幅な減少傾向にある．実際に，工業統計表により製紙用機械の動向をみると（図

４－10），1990 年には全国で見られた製紙用機械が，2013 年には限られた都道府県でのみ見ら

れるようになっている．かつ，各分野の製紙用機械を手掛けてきた都道府県でも，全体的に出荷

額は大幅に減少しており，2013 年時点では静岡や愛媛がみられる程度になっている． 

 以上の富士地域の統計動向や，製紙業界全般の国内生産や企業経営動向を踏まえて，次節以降

富士地域の製紙業の集積の動向や現状を取り上げる． 

 

３．富士地域の製紙業の歴史的経緯と地域産業の変遷 

 

 本節では富士地域の製紙業の変遷について，富士市史や各企業の社史，富士市による公開情

報，富士市が刊行する「富士市の工業」を中心に，戦前期まで，戦後～安定成長期，低成長期に

区分して把握する．なお，富士市の製紙業に関わる年表は表４－４の通りである． 
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図４－10 各都道府県における紙・製紙用機械出荷額の動向 

注：秘匿値は含まない． 

資料：各年版『工業統計表（細目品分類）』により報告者作成 

 

（１）製紙業の萌芽と成長（戦前期） 

富士地域では，北部の山林で採れる原料を利用して江戸時代より駿河半紙の生産がさかんとな

ったが，近代洋紙生産は 1879 年に鈎
こう

玄社
げんしゃ

が化学薬品を利用した製紙を開始したのが契機であっ

た．また，近代洋紙生産が発展する契機として 1890 年に富士製紙が旧鷹岡村に大規模工場（富

士製紙第一工場）を設置したことが大きな契機となっている．富士製紙を中心に当初は域外資本

による製紙が中心であったが，明治 28（1895）年に旧原田村に設立された原田製紙を嚆矢に，

明治末期から第一次大戦中後の好況期にかけて現在の原田・比奈地区や，鷹岡地区，岩淵（旧富

士川町）地区などを中心に地場資本企業が多く創業し今日に至る製紙業者の集積が誕生した．こ

れらの企業では，潤井川や地下水を中心とした用水と動力指向であり（次山 1958，富士市史

編纂委員会 1966），戦前の大工場に見られる原料立地の形態をとっていたわけではない．し

かし，第一次大戦後の不況期にかけて，中小企業の倒産が相次ぎ，企業合併や買収が進むなど集

約化が進んだ．こうした中で，地場の資本家の齋藤知一郎が 1926 年に寿製紙の経営を引き継ぎ

1927 年に２社を合併して昭和製紙を設立した． 

富士地域での製紙業の成長とともに，地区内で製紙用機械の生産や整備を担う企業も誕生する．

富士製紙出身の三木慎一が明治 27（1894）年に製紙工場を設立し，抄紙機を自作したことが当

地域での製紙機械の始まりとされる（大昭和製紙 1991：p.29）が，その後もアメリカ産製紙機

械に熟練した富士製紙の技術者が，独立の上抄紙機製造に携わり富士地区での技術向上につなが

った（大昭和製紙 1991）．また，第一次大戦中にヨーロッパを中心にして機械や部品の輸入が途

絶えた反面，紙の需要が増大したことも，抄紙機を中心とした製紙機械の生産増加につながった． 

1990年

製紙用機械出荷額

2000年

0 200km

2013年

45,000
20,000
5,000

パルプ製造機械，同装置
抄紙機
パルプ装置・製紙機械の
部分品・取付具・附属品
その他の製紙機械

（百万円）
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表４－４ 富士地域における製紙業の略年表 

 

 

年 産業 学術・研究機関 政府・自治体 備考
江戸時代 駿河和紙の生産盛んに

1879
鈎玄社により近代技術を取り入れ
た製紙開始

1887
芦川万次郎により今泉に機械すき
和紙工場設立

1889
東海道本線，鈴川駅（現吉原駅），
岩淵駅（現富士川駅）開業

1890
富士製紙第一工場が鷹岡村で操
業開始

富士馬車鉄道鈴川―大宮間開業
（馬車鉄道，軌道線）

1895
原田製紙（原田村）が和紙機械漉
きを実用化

1908 富士製紙第八工場操業開始
1909 富士駅開業

1913
富士身延鉄道富士―大宮町間開
業，軌道線の一部廃止

1924 軌道線廃止

1927
昭和製紙第一工場設立（後の大昭
和製紙）

1933
富士製紙が王子製紙，樺太工業と
合併し，大王子製紙に

鷹岡町誕生

1937
県製紙工業試験場を今泉村に移
転

1938 5社合併により大昭和製紙発足
1941 富士身延鉄道国有化，身延線に

1943
東芝富士工場，日産自動車吉原
工場操業開始

1947 静岡県紙業協会設立
1948 仙貨紙ブームで製紙工場増加 吉原市誕生

1949
大王子製紙解体，苫小牧製紙，本
州製紙，十條製紙に継承

岳南鉄道鈴川（吉原）―吉原本町
間開業

1951 大昭和製紙富士工場操業開始

1952
製紙工業試験場を紙業指導所に
改称

1953 岳南鉄道線全線開業
1954 富士市誕生

1957
紙業指導所を製紙工業試験場に
改称

1961 田子の浦港開港
1963 工業整備特別地域に指定
1964 富士川工業用水道供給開始
1965 県紙パルプ技術協会設立

1966
吉原市，富士市，鷹岡町が合併，
富士市となる

1967
岳南地域地下水利用対策会議発
足

1968 岳南排水路管理組合設立 東名高速道路富士IC開業
1969 公害防止協定の締結開始

1971 東駿河湾工業用水道供給開始
田子の浦港の汚泥浚渫開始（以後
4回）

1972
静岡県地下水の採取の適正化に
関する条例施行

1973 岳南第一製紙協同組合設立
岳南第二製紙協同組合設立 岳南排水路全面完成 岳南第一協同組合焼却場稼働

浮島工業団地完成
1975 国道１号富士由比バイパス完成

1980
富士市悪臭公害防止対策指導要
綱設置

富士製紙協同組合スラッジ焼却場
完成

1980 駿河金属工業団地整備 国道1号沼津バイパスが全面開通

1985 岳南排水路バイパス建設完成
1988 東海道新幹線新富士駅開業
1990 常葉学園富士短期大学開学 富士グリーン工業団地完成

1974
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資料：富士市史編纂委員会編（1966，1968），富士市史「富士市 20 年史」編集委員会編（1986），新富士製紙社史編纂委員会（1990），大昭

和製紙（1991），王子製紙（2001a,b），富士市産業経済部『富士市の工業』各年版，および富士市役所「富士市政の歩み」ホームページ

（http://www.city.fuji.shizuoka.jp/shisei/c0104/fmervo0000001kwv.html．2016 年 3 月 28 日最終閲覧）より作成． 

 

元々，製紙機械メーカーは，製茶機械の製作修理などを手掛け，零細企業も多かったが，大正時

代から昭和初期にかけ富士地区内での企業間競争も多くなり，急速な技術水準の向上にもつなが

った（富士市史編纂委員会 1966，1968）． 

 その後富士地域では，昭和初期から終戦にかけて製紙業者の再編が進められ，戦後の製紙業者

の基礎を築く．富士製紙では原料となる針葉樹を求めて北海道や樺太に進出していた（山本 1998）

が，1933 年に王子製紙を中心とした財閥形成が進められ，富士製紙（初代）は，王子製紙（初

代）と樺太工業と合併し王子製紙（２代）となり富士製紙（初代）の第一，第八工場は王子製紙

工場となった．また，地場資本の中小企業（昭和製紙，大正工業，岳陽製紙，昭和産業，駿富製

紙）５社が 1938 年に合併し，大昭和製紙となった．ただし，これらの製紙業者の誕生後，戦争

の激化に伴い各工場では製紙をストップして軍需工場へ転換し，富士地域では紙の生産が減少し

た．富士地域での大規模生産を進めた王子製紙工場も，1943 年に興亜航空機材や王子鍛造とい

った航空機や金属加工等に転換し，製紙を停止している（新富士製紙編纂委員会 1990）． 

 

（２）富士地域の製紙業の発展と課題（戦後～安定成長期） 

 第２次大戦後には，軍需工場からの復帰や仙貨紙ブームや特需などにより，紙生産も回復に向

かう．戦時下で生産統制や他産業へ転換していた工場のみならず，地場資本を中心とした中小資

本による企業も増加した．特に，大昭和製紙では，増産を進めると共にパルプ自給化や製品多様

年 産業 学術・研究機関 政府・自治体 備考

1991
製紙工業試験場を富士工業技術
センターに変更，移転

1993
大昭和製紙負債増加により経営再
建へ

1996
本州製紙，新王子製紙と合併し王
子製紙に

1997 富士市古紙リサイクル協議会設立

2000 富士常葉大学開学

2001
大昭和製紙が日本製紙に統合（合
併は2003年）

2002
富士地域再生家庭紙利用促進協
議会設立

2005 日本製紙富士・鈴川工場統合 富士川スマートIC試験開業

2007
工業技術センターが工業技術支援
センターに改称

2008
富士市と富士川町が合併
富士市産業支援センター（F-biz）
設立

2009 富士山フロント工業団地完成

2012 日本製紙鈴川工場生産停止
岳南鉄道貨物取扱廃止，新東名
道路新富士IC開業

2015
日本製紙吉永・富士工場統合，王
子エフテックス東海第一製造所生
産中止
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化を進める．他方で，王子製紙（２代）の解散・分割（1949 年）に伴い，富士地区の工場は本

州製紙（岩淵，富士第二工場），富士製紙合板（富士第一工場，1966 年より富士加工製紙）など

に引き継がれた．一方で地場の中小製紙業者を中心に合併により誕生した大昭和製紙は，富士市

東部の吉原地区を中心にして生産を増強した．結果，本州製紙や大昭和製紙を中心とした大企業

による洋紙生産と，中小企業を中心としたちり紙等の衛生用紙を中心とした生産体制が確立され

る（太田 1962，藍原 1970）． 

 製紙機械についても，終戦直後の紙需要増加を背景に，富士地区内でメーカーが相次いで誕生

する．これらのメーカーでは，当初抄紙機等の製紙機械の修理等を扱い，特定メーカーとの協力

関係を結ぶ形で，抄紙機や製紙用機械の製造に参入した3．しかし，その後，製紙や製紙用機械

の成長に伴い，1970 年代の一時期富士市は製造品出荷額が県内一位になっていた． 

 また，製紙や化学を含めた立地環境の評価から，富士市を含めた静岡県東部は工業整備特別地

域に指定（1963 年）される．また，県の総合開発計画も受けて，掘込式による整備がすすめら

れた田子の浦港が 1961 年に開港，1964 年には重要港湾指定，1966 年には関税法による開港を

している．1968 年には東名高速道路の富士―静岡間の部分開通により，インターチェンジが市

北部に設置されている． 

一方で，戦後から高度経済成長期にかけて湧水や地下水の過剰取水に伴う塩水化の進行や，排

水処理の不備に伴う河川や港湾の水質汚濁，排煙による大気汚染といった公害が大きな問題にな

った．特に，田子の浦港は，県の総合開発計画や工業整備特別地域の指定を背景に，工業港とし

ての 1961 年の開港後も整備が進められてきたが，1960 年代後半以降製紙企業の排水や廃液に

よるヘドロが堆積し，公害のみならず港湾機能の低下といった問題も引き起こした． 

公害問題に対し富士市や静岡県では，岳南排水路の整備4や，東駿河湾工業用水道（1966 年着

工，1971 年取水開始），富士川工業用水道（1957 年着工，1964 年一部給水開始，1967 年完成）

5を整備した．工業用水道は，富士川や芝川などから取水しており，近隣の潤井川からの過剰取

水や地下水の過剰汲み上げ，水質汚濁等の対策としての機能を持っている．水質に対しては富士

市独自の公害防止策も取られ6，企業による地下水揚水の制限や工業用水道利用への転換を課す

などの動き（静岡地理教育研究会編 1976）が見られるようになった．また，悪臭等の原因とな

っていた田子の浦港の汚泥も，1971 年から 4 次に渡る浚渫作業を経て，1980 年度に除去が完了

した．製紙で出される汚泥（ペーパースラッジ）についても，1973 年，1974 年に企業組合（製

紙協同組合）が設立され，焼却処分場の設置に繋がっている． 

また富士地域では戦後，大都市への近接性や戦時中の機械工業の移転などを受けて，化学や食

品，輸送用機械などが市内で操業を開始した．こうした企業の進出要請に対処するため，市内南

部では工業団地の整備が進められた．浮島工業団地（1974 年度整備完了），駿河金属工業団地

（1980 年度整備完了），富士グリーン工業団地（1990 年度整備完了）などが安定成長期に整備

されている． 

 安定成長期以降の富士地域の生産動向をみると，生産量自体は増加傾向を続けるものの，1970

年代後半以降，特安法（1978 年），特定産業構造改善臨時措置法（1983 年）による生産調整（1980
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年代）を受けて，生産が安定しないという時期が続いた．一方で衛生用紙メーカーを中心に古紙

利用を促進するため，原質機械メーカーとの協力体制を確立する動きが富士地域でも見られるよ

うになる（野嵜 1999）． 

 

（３）富士地域の製紙業の停滞と現状（低成長期以降） 

1980 年代までは景気の波や構造不況等の影響を受けつつも安定成長を遂げてきた富士地域の

製紙業であるが，前節でも示したように 1990 年代以降富士地域の製造業の中で比重が下がって

いく．工業統計表の工業出荷額ベースでは，1991 年が富士市のピークであり全産業で約 1.8 兆

円，パルプ・紙・紙加工品製造業で約 6143.7 億円（34.4％）であった．しかし，2013 年度には，

全産業の工業出荷額（旧富士川町含む）が約 1.28 兆円，パルプ・紙・紙加工品製造業は約 3763.2

億円（29.4％）と，いずれも落ち込みが見られる．また 2001 年まで県内での製造品出荷額の順

位では富士市は浜松市に次ぐ２位につけていたが，その後順位が下がり 2005 年から 2008 年ま

では６位，2009 年以降は浜松市，静岡市，磐田市，湖西市に次ぐ５位となっている． 

 製造品出荷額が減少した背景には，1990 年代後半以降の製紙業およびその関連産業にかかる

操業環境の変化が大きく影響を及ぼしている．1993 年の王子製紙と神崎製紙の合併による新王

子製紙，並びに十條製紙と山陽国策パルプの合併による日本製紙の誕生に伴い，大手メーカーの

整理統合が進んだ．富士地域の大手・中堅メーカーについても，本州製紙の王子製紙への統合

（1996 年），高崎三興（2001 年），（新）富士製紙7（2004 年）の王子製紙グループへの合併が

進んだ．こうした中で，最も富士地域の製紙業に大きな影響を及ぼしたのが，大昭和製紙と日本

製紙の合併（2001 年）である．日本製紙では，その後ホールディングス化などを通じて全国的

な生産体制や関連企業の再編を進めたが，その影響を受けて富士地域でも 2000 年代に入り大昭

和製紙系列の企業グループの整理が進められている．大昭和製紙以外でも興陽製紙（2012 年），

三島製紙（2008 年）が日本製紙系列メーカーに統合されており，富士地域では紙類生産におい

て王子製紙と日本製紙が中心となった再編が進んでいる． 

また，2010 年代に入り，大手企業では製紙の停止と発電や環境対応ボイラへの転換が進めら

れている．日本製紙グループでは 2012 年に鈴川工場での生産停止，2015 年に富士・吉永工場

の統合を進めている．王子製紙グループでも，王子エフテックス東海第一工場の生産停止（2015

年），王子マテリアの第二工場での生産停止（2014 年）等が取られている． 

 市内の中小企業についても，情報端末機器の普及によるペーパーレス化の進展，景気悪化に伴

う需要減などに伴い，メーカーの廃業や合併が続いている．特に富士地域で全国のシェアが高い

衛生用紙は，近年地場資本の一部が廃業メーカーや中小企業を統合する動きがみられ，地場資本

の中での中堅企業の系列化が進みつつある（勝又 2015）． 

製紙業の関連産業である製紙機械メーカーについても，富士地域では減少傾向にある．製紙機

械メーカーは，戦後原質機械や抄紙機，塗工機，加工機といった，工程ごとの製品生産を進めて

きた．しかし，近代製紙技術がほぼ完成されている（紙のはなし編集委員会編 1985）のに加え，

製紙業が装置型産業で機械一台が大型で単価が高くなる点，製紙用機械を一台導入すると保守管
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理はあるものの数十年単位で使い続けるという製紙機械の特性から，紙類の生産が減少する中で

は新規需要が見込めない状況にある．1980 年代には，こうした機械メーカーは①自動車などの

他産業への転換，②アジアなど海外への輸出によって事業転換を図ってきていたことが指摘され

た（塩川 1982，1986）が，1990 年代後半以降は企業そのものの整理統廃合が進んでいる． 

 実際に，富士市内での製紙業メーカーおよび製紙機械メーカーの分布を経年比較する（図４－

10）と，1990 年代初頭までは市内の鷹岡地区や原田・比奈地区といった河川や地下水が利用で

きる地域に中小の製紙メーカーが，富士駅や吉原駅近辺には王子製紙や大昭和製紙などの大手企

業が立地していた．また，製紙業者の工場付近を中心に，市内南部に抄紙機や原質機械，附属機

械などの製紙用機械メーカーが立地している． 

しかし，2015 年時点ではメーカー自体が減少（110 社工場から 61 工場）すると共に，中小業

者同士での合併や吸収により，数を急減させている．特に月産 1000ｔ未満の小規模工場は 63

から 16 へと大幅減しているが，月産 1000～5000t の工場は 35 から 32 と減少幅が小さい．

製紙用機械メーカーは，1990 年時点では市内の広範囲に分布していたが，製紙メーカーと同様

に減少傾向が見られる．また，製造品目についても，抄紙機の製造を扱う企業は減少傾向にあり，

現在存続しているメーカーは，一工程の機械製作や保守などを行う企業が中心となっている．ま

た，製紙用機械の設置や保守等を行う地場の鉄工所なども減少に転じている． 

 

４．富士地域の産業集積の構造変化 

 

（１）調査企業の概要 

 上述した富士市の製紙業の動向を踏まえ，富士市内の製紙メーカーおよび関連産業（製紙機械，

薬品）について 2015 年 10 月から 12 月にかけてヒアリング調査を行った．また，ヒアリングの

補足資料として，紙業タイムス社『紙パルプ技術タイムス』『紙業タイムス年鑑』など製紙業界

企業を対象とした専門雑誌のインタビュー記事や製紙企業の年間動向を用いて，その動向を把握

していく． 

 本調査でのヒアリング対象企業の概要及びその結果の概略は，表４－４に示すとおりである．

このうち，A～F 社は製紙業者である．A・B 社は東京都に本社を置く大手企業で，製品分野ご

とにカンパニー制を取っている．B 社は元々1990 年代に合併された企業の主力工場であった．

C・D 社は製紙の中堅企業，E 社は地場の中小企業，F 社は中堅の紙加工製品メーカーである．

主な製品として，A 社では，薄葉紙やカーボン紙など特殊紙や紙器用原紙，B 社では段ボール原

紙などの板紙が主力品である．C 社ではアート紙やケント紙などのデザイン用途，D 社では化粧

板原紙やテープ用原紙などの特殊紙の製造を手掛けている．また，E・F 社は富士地域の主要製

品である衛生用紙製品の製造を手掛けている． 

G～O 社は製紙用機械及び取り付けやメンテナンス等を行う関連企業であり，G 社を除きいず

れの企業も従業員数 50 名未満である．製品では，G 社は富士地域発祥で国内有数の抄紙機メー

カーであり，特に板紙向け抄紙機に強みを持つ．対して H～N 社は製紙用の関連機械を扱って 
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図４－10 富士市内の製紙業者の立地と月生産量の変化 

注：パルプ専業メーカーは除く．2015 年の「不明・非公表」には，紙加工等へ転換した事業者も含む． 

1990 年の主要メーカーうち，大昭和製紙，興陽製紙，三島製紙は現在日本製紙グループ，本州製紙，新富士製紙は王子

ホールディンググループ． 

資料：日刊紙業通信社編（1990，2015）より報告者作成 



 
 

第 4 章 富士地域における産業集積の構造変化 
 

167 
 

表４－４ 調査企業一覧と集積との関わり（ヒアリング調査及び調査票回答より報告者作成）

 

受注 外注

A
紙，包装資材，紙
加工品，合成樹脂
加工品，不織布等

2004
（発足）

35,000 1,105

東京都中央区（本社），江別
市，中津川市，湖南市，富
士市（2か所），富士宮市（以
上工場），江別市（ディベ
ロップメントセンター）

商社経由で出荷．出
版や印刷などの業界
が大きい．

製紙機械の発注は急減．紙の仕
上，２次加工などでは協力企業と
取引．
HD化に伴い，外注等には本社決
済等が必要に．パルプは全て購
入．

国内向け用紙が中心．海外販売は10％に
満たない．
薄葉紙など，企業向けの製品の扱い．
付加価値の高いフィルムなどの分野への
進出も検討．
閉鎖工場で小水力発電事業を手掛ける計
画（雇用維持も兼ねる）．

富士市内や静岡市内の製紙業者を吸
収合併後、再編を進める．
B社との間で工場・製品の移管を進め
ると共に，従業員の削減．
顧客の近接性，木材や水資源の存在
は評価．

東京都江東区のグループの研究
開発拠点に集約．一部は富士地
区の関連企業で実施する．
自社工場内では品質管理中心．

B社と同資
本系列，
工場を一
部移管

B
板紙，包装紙，パ
ルプ

2001
（設立）

60,000 1,850

東京都中央区（本社），名寄
市・釧路市・宇都宮市・江戸
川区・富士市・松本市・中津
川市・恵那市・稲沢市・大阪
市・呉市・大分市・佐賀市
（工場）

企業向け製品が中
心．

HD化に伴い，外注等には本社決
済等が必要に．
構内外注はグループ企業の利用が
中心．市内の外注は固定的．

以前は洋紙も生産，グループ内の工場機
能再編等に伴い，板紙に特化，
板紙では，グループ会社内において全国
でも最上位の生産規模．
現状は輸出していない．

グループ化に伴い，外注等には本社
決済等が必要に．
継続した取引先はこれから残してい
く．

東京都江東区のグループの研究
開発拠点に集約．工場内で研究
開発は行わず

A社と同資
本系列，
工場を一
部移管

C
塗工紙，特殊紙
（ケント紙，アート
紙）

1949 15,000 155
富士市（本社，工場），東京
都港区，東大阪市（営業
所），ベトナム，中国（上海）

大都市部の企業（商
社経由）
インターネット通販

富士地区の企業に機械メンテナン
スを発注．
原料調達先は多岐に渡る．

宣材用紙やパッケージ紙の生産．塗工や
貼り合わせなどに強みを持つ．
不況や広告媒体等の需要減を受けて，直
販などに切り替え．
海外市場を見据えて，上海やベトナムに工
場設置（抄紙は国内で実施）

取引先が大都市圏であり，市場への
近接性で富士市は有利．
富士市内の工場は国内向け高付加
価値製品の生産拠点，新興国向けの
生産拠点

バガスの利用などに取り組むが，
R＆Dにまわえる人員は10名程度
（従業員155名），かつ兼務．
大手企業と重なる分野には参入
せず．
環境省や県の補助金はエネル
ギー転換で利用しているが，産
学連携や異業種交流は少ない．

D
特殊紙・化粧版原
紙など

1937 5,000 187
富士市（本社，工場），東京
都墨田区（営業所）

建材メーカーなど，
大都市部の企業が
中心．

工務関係で市内の利用が9割程
度．
品質対応や物流でも，市内の企業
に発注．

国内向け特殊紙が中心．海外輸出は10％
に満たない．
現在は直販が８割程度．
化粧板原紙が売り上げの４割，壁紙用裏打
ち紙２割，マスター紙とマスキングテープが
それぞれ２割弱．マスター紙の加工機を
2003年導入．
小型マシンを使用した高付加価値製品へ
の転換．

製品の性格上，顧客が大都市圏にな
る．
機械メンテナンス・工務や物流面では
域内企業との関係は固定的で取引が
大きい．

マスキングテープを内製に切り替
えるなどの内製化の進展．
CNT分散液で，NEDO事業を利
用．
大阪府立大や信州大とのサンプ
ルの送付などはあり．
親会社が技術開発等で有用な
役割を果たす．

大手製紙
メーカーの
子会社化
（2011年）

E 衛生用紙，販促品 1955 3,000 30
富士市（本社，工場），東京
都港区，東大阪市（営業所）

大都市部の本社，直
販

富士市内から衛生用紙を購入．メン
テナンス等では域内企業を利用．
協力企業は富士市・富士宮市が9
割．

抄紙の停止と紙加工への特化，
自社企画品や直接取引の増加．現在は国
内販売が中心．
生産量は20年前の半分以下になったが，
売価は上昇．
業務用TP生産は継続．

外注先は固定的な取引．
市内のエンジニアや専門業者は廃業
しても引き継ぐ会社に依頼．

顧客である企業のニーズを聞く体
制．
広告代理店やプロモーション業
者とも取引開始．

F
衛生用紙（おむ
つ，ペット用シー
ト）・福祉事業

1963 4,800 95
富士市（本社，第二工場，
第三工場，富士見工場）

全国．特にペット用
品は大阪や名古屋
の大手問屋を通す．

加工機や包装機は域外（大阪や愛
媛）から調達．パルプはアメリカより
輸入．地元への発注は物流と機械
メンテナンスが中心．

かつては大手家庭紙メーカーと提携して
いたが，解消．
おむつ等に比べ，高値で販売できるペット
用シートが中心．
国内販売が中心．

物流やメンテナンスでは地元利用．
製造においては，集積内企業と目
立った取引があるわけではない．
業績好調で20年前から従業者数を増
やした（当時50名程度）

工業技術支援センターで試験を
実施．
サンプルのモニターは域外の専
門機関に依頼

G

抄紙機，産業用機
械，機械メンテナ
ンス食品製造，宿
泊施設

1947 10,000 262
富士市（本社，工場），八潮
市（出張所）

製紙会社（全国）
近年では，東南アジ
アや中国からの受注

市内企業を中心にした外注．
完成品（５割程度）は富士地区の代
理店を利用．
ただし，鋳物等域内で調達できな
いものは，川口などを利用．

板紙向け抄紙機とともに，フィルム用産業
機械を手掛ける（現在４割程度）．
製紙関係では，国内と海外が半々．産業
用機械を含め全体では国内３，海外7程
度．
ベーカリー事業やホテル経営なども展開．
廃業した国内の抄紙機メーカーの事業や
メンテナンスを引き継ぐと共に，アメリカの
抄紙機メーカーと技術提携．
アジア市場の成長とともに，東南アジアや
中国への抄紙機販売強化．

かつては協力会が市内にあったが，
国内の抄紙機受注が減少したことで
解散．
ただし，完成品購入や，加工の外注
等は，可能な限り市内企業を利用．

自社での工作機械の設備投資
（NC工作機械の導入など）をリー
マンショック前から強化．
自社での技術者育成．
顧客から直接要望を取り入れる．
異業種交流はない．

H
原質機械，抄紙機
関係

1978 1,000 8 富士市（本社，工場）

製紙会社（域内，家
庭紙中心）．最近で
は県内の粘土企業
や産業用機械もあ
り．

外注する際には，富士市内が中
心．
県外は家庭紙メーカー減少と共に
縮小．

元々は図面が中心で組立は外注．廃業
メーカーを引き取ってから自社製造等を手
掛ける．
1980年代より，合計３社の製品を引継ぎ．

大昭和製紙との取引は多くなかった．
廃業した中小の製紙用機械メーカー
の製品を継承し，メンテナンスと共に
製造も担当．結果，原質機械から抄紙
付帯設備が自社の中心に．
地場鉄工所との取引は継続して行う
が，減少が目立つため内製化を進展

工業技術支援センターでメンテ
ナンスなどの講習を受ける．
内製化の拡大と技術者確保の必
要性．

I 原質機械 1967 1,000 20
富士市（本社，工場，研究
所）

製紙会社（全国）、官
公庁（特に機密文書
の処理プラント）
非木材のパルプ化装
置などは，途上国中
心に販売の展開．

かつては市内100％であったが，現
在は材料メーカーが減少したこと
で，材料関係では県外への外注が
半分程度に．

脱墨等の洗浄機械を手掛けていたが，現
在では畜糞処理や，非木材のパルプ化，
機密書類の溶解プラント製造等，洗浄技術
を生かした製品開発の強化．売り上げは製
紙４割，その他６割．
海外メーカー（ドイツやアメリカなど）との技
術提携等を進めると共に，インド，東南アジ
ア，南アメリカなどの途上国への輸出強
化．

20年前は販売額の9割が市内だった
が，非木材の開発などで現在は市内
１割，国内５割，海外４割．
市内での材料メーカー減少により，高
価な加工などは域外企業に発注．
工場が国内にあることが望ましいが，
交通の便等がよければ富士にこだわ
る理由はない．

自社敷地内に研究所を設置，自
社内で，設計・営業・技術開発全
てができる体制を構築．
産学連携はしたいが，近隣に大
学がない．

J
原質機械（古紙洗
浄機），浄水器

1970 1,000 10 富士市（本社，工場） 製紙会社（全国）
自社では設計のみ担当．ウォッ
シャー等の製作は富士市内の企業
に委託．協力企業は市内が中心．

古紙洗浄機械では，国内で150台程度販
売．
イスラエル企業から浄水機を購入し一部加
工の上で販売．
機器類のメンテナンスも含め，全国に営業
やコンサルティングできる体制を構築．
海外販売比率は年により変動．

製造を外注化しているため，固定的で
技術力をもった企業と継続的取引．

自社設計とともに，技術の伝承を
できる体制を構築．

K
製紙用機械（リワイ
ンダー），産業用
機械

1967 2,400 41 富士市（本社，工場）

製紙会社（全国）に
納入．
近年ではフィルムや
自動車などにも納入

組立や加工は外注．
大半が富士市や沼津市でほとんど
変化無し．

スリッターからフィルム業界に進出，携帯電
話用フレキシブル基盤などに取組．現在で
はリチウムイオン電池などのカット用機械も
進出．
現在売上としては，紙２割，新素材８割．

全体の売上に占める割合として，富士
市は化学メーカー含め１～２割程度．
家庭紙はあまり納入せず．
組立の発注等では固定的な発注先を
選択（域外との取引を増やすのも良い
が，受注生産のため，見積もりを出し
づらい）

自社での研究開発が中心．設計
やテストなどは社内で行う．
脱製紙を平成に入るころから進
め，現在それが結実している．
かつては，ジメチルエーテルの
関係で，静岡大学工学部と産学
連携有り．

L
紙加工機，金型製
作

1961 1,200 13 富士市（本社，工場）

製紙会社（特に家庭
紙）
域内の自動車関連
産業

製紙機械部品については，富士市
内や県東部の企業に発注．

かつてはTP加工機専業だったが，現在は
現在は自動車金型やミッション部品が半分
程度．

かつては全部内製していたが，現在
は市内や県東部の企業を中心に６社
ほどと取引．
製紙機械では35％程度を外注．

新事業への転換は時間がかかる
ため，30年前に事業を始めてい
たのが生きた．
初期投資（NC工作機だけでなく
空調やLED照明など）の重視．
自社内の社員の技術水準向上．
従業員数は絞るが，技術力を高
める．

M 製紙用運搬機械 1958 不明 10 富士市（本社，工場）
製紙会社（全国）た
だし，商社経由から
直接取引が増加．

内製が９割以上．
外注はあっても，富士市内に限定．

古紙運搬機等やコンベアで，製紙業界が
中心．

古紙パルプ導入などにより，市内から
の売上が少ない時期でも３割程度あ
り．直近では５割程度．
外注等での取引は少ない．

現在の企業規模や従業員数，技
術水準では新規事業の開拓は
難しい．

N
抄紙機，半導体用
機械，産業機械

1963 1,000 26 富士市（本社，工場）

製紙会社（特に地場
企業）．半導体機械
や産業機械の設置．
現在富士市への販
売は１割未満．

域内の中小金属加工，設置などと
の間で取引．
ただし，外注先減少と高齢化が進
む．

40年前より多角化を進める．産業機械であ
るために，業界構造の変化に影響を受け
やすい．
技術者の高齢化により人材確保や育成が
困難に．
現状では，新事業や海外への進出予定な
し．

大昭和製紙統合後に，製紙関連の受
注が減少．
受注は東京や神奈川が限度．
外注については固定的な取引を行う
が，設計部門・営業の人材確保により
製品の内製化に対処できるようにす
る．
抄紙機メーカー（G社など）との取引
は減った．

設計部門を中心にした内製化の
進展．
他事業への参入や製品開発を
進めるが，安定した取引先確保
にはつながらず．

O
産業機械修理製
造，

1909 1,000 21 富士市（本社，工場）

製紙業者（地場），産
業機械を設置する企
業（食品など）．富士
市内を中心に近隣地
域．

市内・県内で100社程度．県内の比
率が５％から25％程度にアップ．仕
入れは市内が9割．どうしてもでき
ない場合は，神奈川県企業に発注

製紙機械の設置を行っていたが，現在は
産業用機械全般のメンテナンスを手掛け
る．
F-bizの事業提案を利用し，取引先を拡
大．

かつてはA・B社グループとの取引中
心．現在は，製紙以外の産業用機械
のメンテナンスにも取り組むと共に，

自社内で新型工作機械のみなら
ず旧型工作機械をそろえ，技術
力を高める．
技術者の営業の強化．

P
製紙用薬品卸売，
家庭紙包装機

1915
（創業）

6,000 26
富士市（本社），支店（東京
都港区，静岡市）

製紙会社（富士地区
内中心），TP包装
（家庭紙メーカー）

薬品調達は全国が８～9割．県内１
割．

2007年より，製紙用薬品に加えて，ペー
パースラッジやPS灰処理の扱いを開始．
国内販売が中心であり，海外販売はほとん
どなし．
メッキを扱う東京都薬品卸を買収し，薬品を
多角化（他事業への投資の意向はなし）．

域内での売上割合は70％程度で上
昇傾向．
従来取引のほとんどなかった大手企
業とも取引増加．地場の製紙メーカー
の割合が伸びる傾向にある．
外注はほとんどないが，業務依頼をす
る際には県内中心．

自社独自の研究開発は行わな
いが，ユーザーのコンサルティン
グや事業提案等を実施できるよう
な営業の強化．

Q 製紙用薬品 1967 2,000 65
東京都千代田区（本社），技
術開発センター（富士市），
営業所（中国）

製紙会社（全国，板
紙や家庭紙） 原料購入は不明

古紙利用を念頭においた，ワイヤーパート
の汚れ防止薬では，国内の板紙でほぼ
100％のシェア．海外でも東南アジアや中
国で普及が進む．
汚れ防止用薬品の販売とともに，品質保証
やメンテナンスも実施

2007年に富士市に研究所を設置．洋
紙以外では，富士地区のメーカーで
テストが可能であると共に，メーカー数
も多いため．

富士市の研究所でテストすると
共に，営業を実施．海外・国内へ
の営業やメンテナンス対応では，
東京都内に本社を構えることが
有効．
東大の生産研や産総研とも共同
研究実績あり．

創業地は
沼津市，
その後本
社を東京
都に移転

製品や販売先の特徴 集積との関係 研究開発 備考企業名
取引

事業内容
創業・
設立年

資本金
（万円）

従業員
（人）

本社・工場所在地
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きた．H～J 社は元々パルプ化や古紙洗浄などの原質機械を担ってきた．K・L 社は紙加工機を

手掛けてきた企業であり，K 社は紙の切断を手掛けるスリッターを中心に，L 社はトイレットペ

ーパーの巻取り加工を行うリワインダーを手掛けてきた．M 社は，製紙用の附属機械である古

紙運搬機やコンベアを中心に生産してきた．N 社は抄紙機や原質機械などの製作と共に，設計

や設置，保守などを含め手掛けている．O 社は製紙用機械の製作と共に設置や保守修理等を中

心に手掛けてきた企業であり，従来は A・B 社系列との取引が強かった． 

P・Q 社は製紙用薬品を扱う企業であり，薬品卸や販売を手掛けている．このうち，P 社は薬

品卸が中心であったが，トイレットペーパー包装機メーカーの買収を行うなどして製紙業界内で

も多角化を進めている．Q 社は沼津市で創業し，現在は東京都千代田区に本社を移転している

が拠点の一部を富士市内に置き，薬品の製造や開発を手掛けている． 

 

（２）1990 年代以降の各社における製品の変化 

１）製紙業企業の動向 

 まず，製紙業者のうち大手企業は，A 社，B 社ともに特殊紙や板紙などの産業向け紙業に特化

する傾向を示す．両社は大手メーカーの一部門として工場が設立された経過がある中，2000 年

代に入って特殊紙部門（A 社）と板紙（B 社）に分社している．この中で，B 社は富士工場にお

いて従来は板紙とともに印刷用紙をおよそ半々で手掛けていた．しかし，1990 年代末以降，板

紙の生産に特化し現在生産のほぼすべてが板紙に特化している．また，製品についても，A・B

社とも企業向け製品が主力で，大都市圏の企業との取引が中心である． 

生産品目の中で，B 社はグループ内の板紙部門では全国でも上位の生産量を誇る．しかし機械

設備は，2000 年代初頭に B 社が欧州メーカー製の大型抄紙機を納入して以降，大規模な投資を

行っていない．A 社もカンパニー化への移行を進める中，生産品目は従来と大きく変化しないが，

国内の他工場との機能移管に伴い生産量は減少している．また，A・B 社とも域内の中小企業の

合併を進めてきた関係で従来富士市および富士宮市内に複数工場を設けていたが，相互に工場の

移管を進めると共に，合併企業の工場については製造を停止し，小型の河川発電装置やバイオマ

スボイラーなどを用いた発電事業を手掛けている．また，合併した企業が閉鎖工場で所有してい

た抄紙機についても，県内で資本・技術提携している企業に譲渡するなどの動きがみられる． 

事業縮小や工場閉鎖，紙需要の減少などに伴い，両社では従業者を大幅に削減すると共に，資

材調達についても，本社決済の幅を強めている．B 社のように，工事やメンテナンスの発注とい

った裁量は部分的に残されているものの，グループ会社以外では取引を中止するといった事例も

みられるようになっている． 

中堅メーカーである C 社・D 社では，特殊紙を手掛けてきたため販売先も商社を介した形で

大都市圏の企業向けが中心であった．C 社では，カタログやパッケージに用いるアート用紙を手

掛けていたが，不況や広告媒体の電子化を受けて商社経由の販売が減少した．顧客となる企業と

の間で特殊用途紙の生産を進めていたことを踏まえ，受注品の製造など高付加価値製品の製造を

進めている．加えて C 社は，一般顧客向けのインターネット直販を開始するなどして，販路の
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開拓を進めている．特に一般向けには，新たに東京都港区内に自社ギャラリーを設けるなど販売

を拡大する方針を示している．また，製品自体は大きく変化しないもののバガスの利用などを手

掛けるなどの特殊原料の利用なども進めている． 

D 社は，企業向けの化粧板原紙などの従来製品に加えて，自社内での研究開発から含浸紙等

のマスター紙，工業用途向けマスキングテープ，滅菌紙やコーセランなど，高付加価値製品を内

製化により強化している．現在売上割合では，化粧板原紙が４割程度，壁紙用裏打ち紙が２割程

度，マスキングテープとマスター紙がそれぞれ２割程度であり，マスキングテープやマスター紙

売り上げの割合が高まっている．含浸紙では，CNT などの高機能材を応用する形で，塗布液の

開発も手掛けている． 

 C・D 社のような特殊紙と異なり，富士地域で全国でのシェアが高い衛生用紙の分野において，

E 社は，2000 年代中ごろに企業間競争の激化や小売店の価格下落を受けた利益率の減少に伴う

経営悪化を受け，自社での抄紙を停止し8，現在トイレットペーパーの印刷や加工，パッケージ

デザインの開発などの紙加工に特化した生産を進めている．E 社では，主力生産品はトイレット

ペーパーで変化はないものの，一般向け製品ではなく企業向けの販促品やパッケージデザインの

工夫などによる小ロット生産に切り替えている．こうした生産品の切り替えにより，製品の販売

を従来の紙商社経由から，首都圏を中心とした大都市の企業や広告代理店との直接取引に転換し

ており，製品単価の向上につながっている．また，一般向け製品についても自社企画品などを中

心に，インターネット直販を手掛けている． 

 F 社も同様に，自社で抄紙・加工を手掛けていたナプキンなどから，市場の飽和に伴い介護向

けのおむつなど衛生紙製品を経て，現在ペット用吸水紙の製造・販売を主力にしている．F 社で

のペット用製品の売上は，20 年ほど前は 35％程度であったが現在 85％程度を占めている．ま

た，1990 年末に介護用衛生紙品の生産を手掛けたことを受け，2003 年には富士市内で高齢者福

祉向けの器具レンタル・販売も手掛けている．一方，従来社内で行っていた抄紙は停止し購入に

切り替えており，現在生産においては紙加工に特化している．F 社はかつて大手衛生用紙メーカ

ーと業務提携していたが，子供用おむつの撤退に伴い 2001 年に提携関係は解消している． 

 これらの企業の動向から判断すれば，現在まで操業を続ける地元資本の製紙メーカーにおいて

は，①従来製品の製造から高付加価値製品や単価の高い新商品の開発製造，②従来の商社経由で

の流通体系からの脱却と，直販や通信販売の利用，③製造技術を生かした新分野への展開といっ

た点が特徴的にみられる．勝又（2015）が示した富士地域内での企業合併による一部企業の大

規模化や流通機構の再編に加えて，需要減への対応として上記のような対応がとられていると言

える． 

 

２）製紙用機械メーカーの動向 

 統計動向で示されたように製紙用機械メーカーでは，製紙業界全体の縮小傾向や製紙用機械の

グローバルな再編を受けて全国同様富士地区でも衰退の傾向をたどっている．こうした中で，

1980 年代には塩川（1982，1986）が①海外への展開，②製紙以外の分野への参入といった動き
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を示したが，現在の企業ではこれら以外の動きもみられる． 

 まず抄紙機を製作する G 社の場合，製紙用機械自体の製作は継続しているものの，製紙メー

カーの投資の縮小や海外メーカーの一貫生産用大型抄紙機の導入などに伴い，国内での新規納入

は近年ないという状況になっている．国内向けには，過去に納入した抄紙機のメンテナンスと共

に，産業機械として塗工機や巻取機，裁断機などを手掛ける．産業用機械の分野としてはフィル

ムなど，抄紙の技術を生かした分野を手掛け，現在フィルム用機械が売り上げの４割程度を占め

ている．また，抄紙機のメンテナンスは，自社製機械のみならず，域外の廃業メーカーが手掛け

ていた抄紙機にも対応している9． 

 一方，G 社の中心製品である抄紙機は，現在中国や東南アジアなどの新興国向けに生産・輸

出をしている．G 社では，2008 年にアメリカの抄紙機メーカー２社と技術提携を結び，グロー

バルな輸出を展開している．また，販売部門でもオーストリアやアメリカメーカーとの提携を締

結している．中国メーカーとの間で合資企業を設立しており，アジアを中心とした販売を強化し

ている．販売先として，G 社では東南アジアの新興国や中国などを中心とし，アメリカ企業と

の技術協力や，現地企業との合弁による機械受注などを手がけている．こうした海外進出により，

製紙向け売り上げは抄紙機の受注状況に左右されるものの，国内と海外でほぼ同じ割合となって

いる． 

 これらの抄紙機や産業用機械と並び，G 社では全く異なる業種としてパン製造の子会社を

1995 年に設立している．パンは県内の大手コンビニエンスストアに納入されるが，コンビニエ

ンスストアの出店増加を受けて売り上げを伸ばしている10．2015 年には域内工場間での移管に

伴い，旧工場をパン製造部門に移管し，製紙・産業用機械の製造拠点を集約化している． 

 地域の中核企業である G 社と比べ，H～O 社のような中小の製紙の附属機械や据付・保守を

扱うメーカーでは，現在①従来製品の製造の継続，②製紙用機械の技術を応用した他産業用機械

の製造，新規分野の開拓を進めている．まず，①については，各企業とも 1990 年代初頭に手掛

けていた製紙企業向けの機械の製造を継続している11．しかし，国内メーカーの機械類の普及が

ほぼ終了し，製紙業者が生産拠点の集約化や減少する中で，製紙用機械の新規受注は急減してい

る．特に富士地域への販売においては，2003 年の大昭和製紙の日本製紙への統合が大きな転換

点となっており，大昭和製紙に売上を依存していた企業ほどその後経営悪化や倒産，廃業になっ

ていると企業からも指摘される（N 社，P 社）． 

保守管理部門については，製紙機械が稼働中のため，各社とも継続して手掛けているが，製紙

メーカーの合理化と共に，従来継続的な取引のあった大手メーカーからの発注が減少した（O 社）

ように業務受注の減少がみられる．設計についても，従来は顧客となる製紙メーカーとの間での

技術的な折衝を行っていたが，現在は機械メーカーが顧客の要請に応じて設計や技術の役割を担

う必要が出てきていることも指摘される（J 社など）． 

製紙機械の販売先では，海外を手掛ける企業もある（G 社や I 社）が，多くは国内を中心とし

た販売網を形成している．G 社や I を含めて海外販売を手掛けるメーカーでは，中国に加え東南

アジアやインドなどの新興国などが中心となっている．一方で，それ以外の企業では事業の転換
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等を進めつつあるものの，依然として国内販売が中心であり，海外展開を重視していない．これ

は多くの企業で人員数や営業の面から海外への営業が困難であり，かつ既存の製紙業の保守管理

等が見込めることが大きいためである． 

 加えて，H 社など一部のメーカーでは富士市や近隣地区で廃業したメーカーの業務を引き継

いだ事業を展開している．これは，廃業メーカーの製品の保守管理が中心であり，新規の製作等

には関わっていないが，技術者によっては他部門を手掛ける事例もみられる． 

 これに対して②については，製紙用機械で培ってきた技術の応用で新規製品の製造販売を進め

る面が多い．こうした製品として，原質機メーカーでは，鉄鋼メーカー向けの産業用機械や魚市

場向け計測器（H 社），古紙溶解システムや非木材パルプ化装置，排水処理プラント（I 社），浄

水機の輸入・販売（J 社）があげられる．紙加工機メーカーでは，フィルムのカッティング装置

（K 社），自動車用の金型製造（L 社）半導体用製造機械，自動車向け塗装ラインや空調設備，

鉄鋼業の鋼材結束ラインの整備設計（N 社）などがあげられる．売り上げに占める比重として

は，従前の製紙業が中心である企業が多いが，I 社（６割）や K 社（８割），L 社（約半分）の

ように他産業向け製品が現在中心になっている場合もある． 

 他方，産業用機械類の保守管理では，製紙用機械に限定せず他産業の機械類を扱う場合も増加

している．O 社では，従来大手の製紙業者の機械製作や保守管理を行っていたが，現在製紙業

者からの受注が減少傾向にある中で食品などの他産業用機械の保守管理を手掛けて事業の幅を

拡大すると共に，取引企業数も 30 社程度に増加している．N 社でも，半導体や工業窯炉など 1990

年代後半以降大型の産業用機械を扱う業種向けの受注を年によっては増加させている．従って，

製紙用機械や保守業者では現在製紙用機械のみを手掛ける企業は皆無であり，比重の差はあるが

製紙の関連業種向けの製造や保守管理を進めることで，富士地域の製紙用機械メーカーは存続を

図っていると言える． 

 ただし，各企業とも②については自社技術の応用として単純に事業構造の転換が図れたわけで

はない点を指摘する．そもそも，製紙用機械は大型の一品生産が中心で，10 年以上の長期的な

使用を見越して製造・保守管理を行う慣行がある．また，電子制御化等の進展はあるが，製紙機

械の主要構造自体は大きく変わらず，電気機械や自動車のような多量の生産を行いながら製品の

精密さが要求されるわけではない．従って，「自動車や電気機械などの小型で精密さが求められ

る分野への転換は難しい」（N 社）点や，「製紙用のカッティング技術よりも高い精度が要求さ

れる」（K 社）があるため，自動車産業や液晶フィルムなどの高精度が求められる分野に対応す

るのは技術的にも難しい場合がある．また，完全な新規分野に展開する場合でも，「伝手があり，

技術開発に数年を要した」（L 社），「平成に入ってからすぐ本格的な事業転換に着手した」「実を

結ぶまでに 10～20 年はかかるのではないか」12（K 社）のように，自社技術を即座に他事業に

応用できるわけではない． 

また，新規に参入した分野の生産用機械についても，景気変動や産業の構造変化に伴って「安

定した販売先の確保は難しく，年による変動が大きい」（N 社）という点も指摘され，需要動向

や製品のライフサイクルによって迅速に対象業種や販売先を選定する必要に迫られている．特に
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産業用機械では，製紙用機械と同様に一台の受注の有無により中小企業は売上が大きく左右され

るため，経営の安定化には直結しない．これらの点から，現在富士地域で製紙用機械や機械保守

管理を手掛ける企業では，製紙業界での売り上げを残しつつも，自社での製紙技術を応用できる

分野を中心にして参入している状況にあると言える．ただし，装置型産業としての製紙業の特徴

から，他分野で安定した売り上げを伸ばす上では，技術的な精度や産業の安定成長に影響を受け

るため，簡単な業種転換は難しい状況に置かれている．  

 

３）薬品卸売・メーカーの動向 

 製紙用機械と異なり，薬品の場合は製紙工程上パルプ処理や塗工が発生するため，定期的な受

注が発生する． P 社や Q 社では富士地域を中心に，域内・国内製紙メーカーとの取引を継続さ

せている．富士市内に本社を置く P 社では，従来から富士市や富士宮市内の企業を対象に卸売

をしていたが，従前は大手メーカーや中小メーカーとも固定的な取引関係が中心であった．しか

し，P 社では，2000 年代以降取引のなかった大手メーカーに新たに納入を開始するなど，取引

先の拡大がみられるようになっている．以前は静岡県内を中心にして中小企業の売上が８割以上

あったのが，現在は大手・中堅メーカーの売上が３～４割程度に伸びている．  

 こうした従来から取り扱い製紙用薬品の卸売に加えて，P 社や Q 社では製紙向け新薬品の開

発や販売を進めている．P 社では 2007 年に新たにペーパースラッジ（PS）処理用の薬品を手掛

けており，現在売上比率を約 10％程度に増加させている．Q 社では，古紙利用の製紙用機械の

汚れ付着防止用薬品やその塗布装置を手掛け，板紙分野や家庭紙を中心に国内でほぼ 100％のシ

ェアを獲得している．Q 社の場合，新興国など海外市場へ進出し，品質保証や塗布用機械類の

メンテナンスも合わせて手掛けている． 

 この他，P 社では金属メッキ用薬品を扱う東京都内の薬品卸売企業の買収や家庭紙用包装資材

製造を手がけるメーカー買収により，メッキ等製紙以外の化学品や包装資材の売上も増加させて

いる．製紙用薬品（PS 処理除く）とメッキ等化学品，包装資材はそれぞれ P 社売上の３割程度

を占めている． 

 このように，薬品卸売・メーカーでは製紙を中心とした卸売や製造を手掛けながら，環境問題

にかかる薬品の製造や開発を手掛けている点が大きな特徴となっている．また，対象となる地域

として，富士地域だけでなく全国や海外など富士地域に限定されない販売網の構築を進めている． 

 

（３）取引関係の変化 

１）製紙業企業の動向 

製紙メーカーでは，従来資材や運輸，機械保守管理，薬品などで外注関係を結び，富士地域で

は大手企業で協力会を作る動きもかつては見られた．また，地域内での関連企業を中心にして主

に富士地域を中心に近隣地域に外注が行われていた．こうした外注先や地域について，2000 年

代以降富士地域内での企業減少に加え，本社決済の増加（A・B 社など），ホールディングス化

後の経費削減への圧力，大手メーカーによる関連企業の子会社化などにより，特に大手企業にお
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いて外注先は減少傾向になっている．O 社はこうした大手企業の外注先の削減を受け受注を減

らしたことが，他分野へ進出する契機となっている．また，N 社のように，旧大昭和製紙との

取引が強かった企業では，大手メーカーの再編に伴い受注が減少したと指摘する企業もみられる．

こうした動きは，機械メーカーに限定されず運輸や紙加工等のメーカーにも影響を及ぼしている． 

対して中小企業では外注先を積極的に削減する動きは見られないものの，域内での製紙用機械

メーカーや運輸業者の減少などにより，取引先は減少する傾向にある．ただし取引を減少させつ

つも，その外注先は富士地域を中心とした静岡県東部が中心であり，域内での取引関係が中心と

なっている．また，前述したように廃業メーカーの機械類は，域内他社が継承したものについて

は，継承会社との取引を進めるといった体制が採られる． 

一方，抄紙機などの生産設備については，2000 年代以降の紙生産量減少を受けて製紙業者か

らの発注は極めて少なくなっている．全国的にも抄紙機は海外メーカーが手掛ける一貫生産でき

る機械の導入が進んでいる．実際に調査先企業でも，B 社が 2001 年に新型抄紙機を導入したの

を最後に，新型機械の導入は行われておらず，古い機械の修繕等によって生産している． 

加えて各メーカーでは，原質機械や加工機のように特定の製造工程については富士地域内の製

紙機械メーカーの製品を導入するものの，抄紙機等にみられる大型機械は，全国・世界のメーカ

ーから選定している．これは自社製品の特性や生産能力によって，抄紙機に求められる能力が異

なることが大きい．また，加工機などの部門工程でも特殊な機械を要する場合は，域外メーカー

の機械を購入する．F 社では，衛生用紙用の紙加工機について処理速度と加工精度から大阪府

や愛媛県のメーカーの機械を利用しており，生産において富士地域内の業者との取引は少

ないとしている． 

 

２）製紙用機械メーカー・薬品卸製造の動向 

次に製紙用機械メーカーの受注・発注関係についてみると，まず製紙メーカーからの受注では，

従来と同様に域内外の機械商社を介して受注から納品まで行っている体制が続いている．従って，

納入においては，製紙メーカーと製紙用機械メーカーの直接取引は極めて限定的であり，富士地

域の製紙メーカーが富士地域内の製紙用機械メーカーから購入するとは限らない．従って，製品

の使用期間や特殊性に応じて市内への納入は大きな差があり，高い企業では I 社の 20 年前のよ

うに９割を市内が占める企業もある一方で，M 社（常時 50％以上が県外）や，K 社（８割以上

が域外）といった幅がある．特に，加工機やコンベア，特殊な古紙洗浄機など，製紙工場で複数

導入する必要がない機械では，総じて域外売上割合が高まる傾向にある． 

ただし，一部では製紙メーカーが機械メーカーに直接発注する機会も出ている．M 社は，従

来型の製品販売方法を踏襲しており，国内の他地域への販売が半分以上を占めていた．しかし，

近年になって四国の製紙メーカーから直接発注を受けるなど，従来の商社経由に依らない販売が

増えている． 

製紙以外の機械を生産開始した企業では，富士地域内や静岡県内からの受注にとどまらず，全

国からの受注が増加している．特に I 社では，官公庁との取引13などに加え，非木材パルプ化機
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器を海外輸出するなどの動きがみられる．取引にまでは繋がっていないものの，H 社のように

ホームページ開設により他産業からの技術相談を受けるなどの企業もある．他方で，域内の他産

業との取引については，自動車用金型を手掛ける L 社や，半導体用機械を手掛ける N 社が高い

程度であり，他の機械メーカーでは域外が中心となっている．このように，製紙用機械メーカー

については，中小企業が中心であってもその技術が他産業でも応用できる場合，域外からの取引

増加につながっていると言える． 

一方，産業用機械の保守管理を手掛ける O 社の場合，他産業の機械を扱いながらもその受注

の範囲としては富士地域を中心とした静岡県東部に限定され，静岡市清水区が限度であるとして

いる．その理由として産業用機械修理や保守管理では，企業への連絡を受けてからの到着までに

１時間程度の範囲でなければ，従業者の手配を含めて即時対応が難しいとしている．N 社では

据え付け工事等で県外まで赴くこともあったが，こうした例は機械の性質によるところが大きく，

域外からの受注が主力になっていることはない． 

 受注関係に対して，製紙用機械メーカーからの発注（機械加工や組み立て）や商社経由の完成

品購入は多くの企業で富士市・富士宮市内に集中し，遠距離であっても静岡県東部エリアにとど

まっている．また，加工や設置等により業者は異なるものの発注先は固定的である．取引先数に

ついても，G 社のようにかつては協力会を形成（現在は解散）した企業もあるが，多くの企業

では多くとも十数社程度にとどまる．ただし，各業者とも地場の鉄工業者や設置業者等の減少か

ら，取引先数を減少させる，廃業・撤退業者と同業種企業に発注を切り替えている． 

これは，①製紙事業への対応，②互酬的な取引関係の構築，③企業の技術力への評価があげら

れる．まず，①については，製紙業界が 24 時間体制で生産することへの対処である．24 時間操

業であることから機械の故障等が発生した場合，生産ロスが生じる．修理等にかかる機械停止の

時間の短縮には，即時対応可能な富士地域近隣の事業者を頼ることが重要になる．②は①とも関

わるが，緊急の仕事への対応という点が大きい．緊急時の対応の際，コスト切り下げを要請する

ことは将来的に発注を拒否される要因になる．従って，即時対応などの無理が発生する場面では，

互恵的関係を築くことが肝要となるため，こうした取引形態ができる．③は製紙用機械が産業用

大型機械で一品生産であることが大きい．製品が大型である一方で納入時の取り付けなども発生

するため，製品の製造のみならず，据付や保守管理も含めた技術力をもった企業に依存せざるを

えない．このような関係があるために，外注先の鉄工所などと各メーカーは頻繁的に技術交流を

図っている． 

 ただし，廃業等による外注先の減少に伴い，域内企業で対応できない分野では，①域外企業へ

の外注，②内製化の進展の動きがみられる．まず①については， 域内での業者不在と高度な加

工への対応が大きな理由である．前者の例として G 社では域内で加工ができなくなったことか

ら，鋳物の加工を埼玉県川口地域への外注や熔接に切り替える等を進めている，I 社では材料メ

ーカーの減少と高度な加工の必要性から県外への発注増加といった例がみられる．  

②については，各企業とも域内企業と外注取引は継続しつつも，新製品の開発においては内製

化や自社開発を進める動きがみられる．元々内製がほとんどであった M 社のような例を除けば，
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調査企業でも I 社や K 社，L 社などでは，自社内での技術開発が，新規分野での生産につなげ

ている． J 社のように，自社では生産を行わず技術開発のみに特化させる動きもみられる．こ

の背景には，上述した域内での外注加工企業の減少に加え，自社での技術確保の意味が大きい． 

 対して薬品卸売では，大手企業との新規取引が始まったこともあり，P 社では域内取引が増加

している．一方，Q 社では元々東京都に本社を置くため全国や海外との取引を増加させている．

Q 社の場合は，薬品が製造する紙の種類に関わらず製造工程に関わることもあり，板紙など古

紙類を利用する紙種を対象にして，国内外のシェアを高める形で普及を図っている． 

 

（４）研究開発への取組 

１）製紙業企業の動向 

 まず，製紙メーカーでは，大手と中堅・中小企業で取組が異なる．大手企業である A・B 社で

は，持ち株会社の設立やカンパニー化に伴い東京都の中央研究所で一括して研究開発を進める体

制に移行した．このため，従来各子会社や工場で行われていた研究開発については，一部の工場

を残してなくなり，各工場内では生産性向上の取組などに限定されている． 

 これに対し，中核・中小企業では，新製品開発に向けて自社内での研究開発の重点化や，外部

機関を利用した研究開発を進めている．C・D 社では，自社内での研究開発を進めており，バガ

ス材の実用化（C 社）や，含浸紙や塗布技術の研究開発（D 社）を進めている．特に D 社では，

自社内で研究・試作用の抄紙ラインを設けて製品開発を重点化している．これらの企業では，従

来手掛けてきたアート紙や機能紙など特殊紙についての開発が主である． 

 この中で，D 社は近年特に自社内での研究開発に加えて，外部からの補助金や大学との共同

研究を進める動きを見せている．D 社では CNT 分散液開発で NEDO の事業補助金を獲得して

いるほか，信州大学や大阪府立大とも CNT 開発に関わってサンプル送付などを進めている．D

社で研究開発が盛んになった背景には，2011 年に親会社となった大手製紙メーカーの技術支援

や開発にかかる情報提供などが寄与していることを示している． 

また，特殊紙の開発では，中堅・中小企業では富士工業技術支援センターの機器類を利用して

いる．富士工業技術支援センターでは，製紙関連の機器類をそろえており素材研究等も含めて研

究出の利用が大きい．E 社では研究開発の中でも，技術開発ではなく製品の販売において富士市

産業支援センター（F-biz）を利用している．これは，自社製品の販路開拓やオリジナル商品の

開発で F-biz の相談利用をしたものである． 

 ただし，各メーカーとも大手企業のような産学連携の実施や研究開発部門を設置しているわけ

ではない．研究開発に携わる場合でも 10 数名が限度で，かつ製造部門と兼務している（C 社，

D 社）．E 社では経営者自身が直接 F-biz へ相談の上，販促品市場への展開を進めた．また，産

学連携についても，富士地域内に繊維や木材関係を専門とする学術研究機関が存在せず，ほとん

ど展開していない． 

 同様にして，近年新素材として注目されるセルロースナノファイバー（CNF）の実用化や製

品開発において，現在地域の中核・中小企業では研究開発に着手した段階14で，本格的な事業化
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や研究開発には至っていない．従って，中小企業を中心にして富士地域では，公設試や産業支援

機関の支援を受けつつ，自社の強みを持つ分野の強化や新製品の開発を進めていると言える．一

方で，域外企業や大学などとの技術提携などは，大手の場合は中央研究所で一括して行ってしま

うため，一部の中堅企業実施する以外にはほとんど見られないのが実態である． 

 一方で，製紙メーカーでは紙の製造以外では，エネルギー関連の事業化や省エネ技術の導入に

取り組んでいる．エネルギー転換では，大手や中堅メーカーを中心にしたバイオマスボイラーの

導入のほか，A 社のように自社遊休資産を利用した小水力発電計画を持つ事業者もある．また，

C 社では自社の省エネ化や環境対策の取組において，地下水熱エネルギーを利用した空調システ

ム（2014 年度）導入などのように，県や環境省の補助金を利用する動きもみられる15． 

 

２）製紙用機械メーカー・薬品卸製造の動向 

 対して，製紙用機械メーカーの場合は，製品分野や取引関係とも関わるが，基本的には自社内

での研究開発及び社内での人材育成による研究開発が主である．上述の中堅・中小の製紙業者と

同様に，社内で技術開発や製品開発を進めている．前述した，G～L 社では自社での設計や技術

開発が可能な従業者を中心にして製品開発を進めている．中には I 社のように，社内に研究開発

部門を設けて開発製造にあたる企業がみられる．また，製造は全て外注化し，自社内では設計や

技術営業などに特化させた J 社のような企業もみられる． 

加えて，製紙用機械メーカーのみならず，保守管理を主とする企業でも自社での技術水準向上

を目指して，NC 工作機械などの導入を進めている．他方で，O 社では「旧来の産業用機械にも

対応」可能にするため，社内で旋盤加工の継承を進めるなどして，自社の従業者の技術水準の向

上が目指されている．また，従業者の技術水準の向上として，各社とも一定の経験を積んだ中堅

層のリクルーティングを進めている．これは，外注先企業の高齢化や廃業が進む中で，今後の製

造や設計など技術部門の強化を図ることが目的である．他方で，即戦力を確保するため，各企業

では新卒者よりも中途者への志向が強い．このように，研究開発においては，富士地域内の製紙

用機械メーカーでは，内製化と自社での技術水準の向上が目指されている． 

他方で，製紙用機械のメーカーについては，他産業や大学・公設試験研究機関などとの共同研

究や技術開発支援は，現在ほとんど実施していない16．過去には，静岡大学工学部とジメチルエ

ーテルの液化貯蔵に関する共同研究を実施した K 社（2008 年しずおか新エネルギー大賞受賞）

や，静岡大学農学部のバイオマス化やセルロース利用などを手掛ける研究者との間で共同研究を

進めた企業（I 社など）がみられた程度である． こうした背景には富士地域内で産学連携を図

る研究機関の不足があげられる．富士地域内には文系大学は存在するが，繊維や化学，生物系等

の自然科学系の研究機関は存在しない．自然科学系の研究機関で最も近隣となるのは静岡大学静

岡キャンパスであるが，富士市内からは自動車で 1 時間程度要するため，中小企業にとっては

定期的な接触は現実的に難しいとしている． 

公設試である富士工業技術支援センターについては機器利用や講習への参加といった動きは

みられるものの，共同での研究開発等を実施している企業は少ない．加えて，県の紙業協会や紙



 
 

第 4 章 富士地域における産業集積の構造変化 
 

177 
 

パルプ技術協会などについても，各団体が実施する講演会や研究報告会に参加する動きはあるも

のの，共同研究のマッチングや技術支援にまではつながっていないのが実情である．従って，産

業支援機関自体の少なさと合わせて，製紙用機械メーカーでは，技術や研究開発のマッチングに

至っていないことが，研究開発の内製化や自社開発が中心になっている． 

最後に，薬品メーカーについてみると，P 社では研究開発拠点の新規設置を行っていないが，

本社を東京都内に置く Q 社では 2007 年に新たに富士市内に研究所を設立し，薬品の実用化など

を進めている．この背景には，Q 社が製紙業向けの薬品の実用化テストの面で，富士地域を重

視していることがあげられる．Q 社は富士地域について倒産や廃業が進みつつも，依然として

大手から中小まで製紙メーカー多く存在し，古紙利用が増加する中で古紙に含まれるインク類の

除去などをテストするのに最適な環境にあると評価する．また，汚れ付着防止薬品の製品開発サ

イクルの短縮化や海外市場のシェア拡大を目指す中で，自社での研究開発現場のみならず，製造

現場で試験可能で結果を研究開発にフィードバックさせることができるのが，富士地域の利点と

している．従って，薬品面では依然として富士市の操業環境として重点化されている． 

 

（５）各企業における富士地域の立地評価 

 富士地域の操業環境および立地環境について，各企業にヒアリングしたところ，まず利点とし

て，大都市圏への近接性や交通のアクセスの良さといった点があげられた．大都市圏への近接性

については，調査企業が板紙や特殊紙メーカー，衛生用紙といった分野であり，生活必需品や企

業向け用紙の生産において消費地である大都市に近い点が評価されている． 

 一方，交通アクセスの利便性については，製紙業者のみならず薬品の研究開発を実施する Q

社などからも指摘された．これは，首都圏との近接性を生かした対面接触が可能な点や，首都圏

から 1 時間程度で到着できる利便性があげられる．また，国際港湾である横浜港も利用料の安

価さや便数の多さから輸出を行う上では重要視されるとの意見を指摘した企業（I 社）もあった．

従って，首都圏との近接性を利用できる点において，富士市は優位性を持っていると言える（鈴

木 2013）． 

 一方，富士市内での操業評価での短所として，製紙業及び製紙用機械メーカーからあげられた

主な点として，①用水の高さ，②輸送費の高騰といった点が指摘される．まず，①用水の高さに

ついては，大半の企業から指摘された．この背景には，戦後富士市で公害対策により，工業用水

道や共用排水路を建設・利用を進めたことが大きい．現在富士市内の企業では，使用量制限のか

かる井戸水に加え，工業用水道として富士川工業用水道と東駿河湾工業用水道（いずれも県の企

業局が運営）を利用している．また，排水では企業ごとに処理を行うと共に，岳南排水路（富士

市を含む一部事務組合）を通じて処理・放水している17． 

 これらの工業用上下水道にかかる料金であるが，富士地域では全国の工業用水道の利用料金と

比較しても平均額より安価である18．しかし，他の製紙産業地域では，河川水の取得等により富

士地域に比べ用水コストを半分以下できる地域も存在する，従って，大量の用水を使用する製紙

業では，富士地域の用水コストは河川水を直接利用する地域より相対的に高くなることが、企業
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の評価につながっていると考えられる． 

 加えて，富士地域では製紙業者の減少や，水道設備の老朽化により，各企業への負担が高まる

懸念が製紙業者を中心に指摘される．大手企業を中心とした生産量減少は，水利用量にも直結す

る一方で水道維持管理にかかるコストは毎年ほぼ等しく各企業に求められており，企業あたりの

負担が増加する傾向にある．実際に，工業用水道の利用状況の推移をみると，工業用水道や岳南

排水路の利用量（図４-11，図４-12）は大手企業の工場閉鎖や生産量減に伴い 2010 年代以降急

落傾向にある19．また，２つの工業用水道や岳南排水路では，最も古い箇所で建設から 50 年近

く経過し近年老朽化が進行しているため，設備更新等にかかる将来負担が多くなることが危惧さ

れており，各企業の負担軽減化が模索されている20． 

 

図４-11 富士市の水源別用水使用量の推移 

従業者 30 人以上の事業所に限る．2007 年までは旧富士川町の値を含む． 

資料；資料：工業統計表により筆者作成． 

 

図４-12 岳南排水路の使用工場数と総排水量の推移 

注：各年は 3 月 1 日～翌年 2 月末日．2000 年の工場数のデータはなし． 

資料：『富士市の工業』により筆者作成 
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②輸送費高騰については，まずトラック輸送費の負担増加が大きくあげられる．特に富士地域

では台数減少や運賃の増加が各企業のコスト負担に繋がっている．2001 年の大昭和製紙の統合

後，富士地域で傘下の運送業者が多く廃業した．また，近年の運転手不足等により，2010 年時

点で軽工業品にかかる単位重量距離あたりトラック物流費が，東京―静岡間より東京―愛知，東

京―大阪間の方が安価になるといった現象が発生している（表４－５）．特に，富士地域までの 

帰り荷が利用できない衛生用紙や特殊紙メーカー（C～F 社）の場合，輸送費の上昇やトラック

手配が困難になることが指摘される．これに対して，板紙メーカー（B 社など）では，帰り荷と

して首都圏からの古紙を運搬するため，比較的輸送費の上昇は抑えられるとしている． 

 加えて，製品の海外輸出をする企業では，同じ県内の清水港の利用料金の高さや利便性の悪さ

が指摘される．これは特に海外輸出企業が横浜港との比較の中で指摘している点である．そもそ

も海外向けの船便自体が清水港の場合少なく，港湾までの輸送距離が短くても輸出へのリードタ

イムが発生する．加えて，清水港では長時間停泊に伴う岸壁使用料が高くなる21ため，高速道路

料金を支払っても横浜港では相殺されることが大きい．特に製紙用機械及び関連分野では機械自

体が大型になるため，船舶輸送を利用せざるを得ず，使用料などの負担も大きな問題となる． 

表４－５ 対東京発着のトラック輸送費の推移 

 

注：2000 年の全品類はデータなし． 

資料：国土交通省『全国貨物純流動調査（物流センサス）』各年版により作成 

 

 また，前述のように技術者の採用でも富士地域内から人材を確保するのが難しいと指摘する企

業もみられる．実際大卒者やエンジニアの採用は各企業とも喫緊の課題であるものの，高等学校

の人材などを即戦力として雇用するのは非常に厳しい状況に置かれている．中途採用や社内教育

などで人材育成を図っているものの，理工系の大学の少なさや高等学校からの採用が減少してい

る中で，域内からの人材確保が大きな課題としても認識されている． 

 

 

 

Ａ．東京都発各県着 （円／トンキロ）

2000年 2005年 2010年 2000年 2005年 2010年 2005年 2010年
静岡 93.9 111.0 80.6 129.5 89.9 132.9 106.2 73.6
愛知 105.5 44.5 30.2 46.2 91.3 78.2 84.6 73.5
大阪 56.7 61.7 44.5 36.6 36.5 44.1 49.9 42.4
全道府県 155.5 132.8 100.8 59.4 90.4 77.7 97.9 95.0
Ｂ．各県発東京都着 （円／トンキロ）

2000年 2005年 2010年 2000年 2005年 2010年 2005年 2010年
静岡 33.7 32.1 65.0 66.1 71.5 42.5 53.6 47.4
愛知 51.6 16.0 21.0 45.3 43.9 52.2 22.4 44.0
大阪 21.7 25.5 93.4 31.0 29.8 34.7 31.9 44.2
全道府県 56.1 37.9 57.9 66.1 86.5 53.4 52.9 61.5

軽工業品 金属機械工業品 全品類

軽工業品 金属機械工業品 全品類
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５．富士地域における政策的支援の状況 

 

（１）新産業創出に向けた支援体制 

富士市内での製紙業の実情を踏まえ，製造業に対する国や静岡県，富士市の政策的支援の取組

を検討する．まず，製紙業全体に関して，静岡県では 2015 年 6 月に CNF に関して「ふじのく

にＣＮＦフォーラム」を立ち上げ，県内を中心とした産学官連携を通じたネットワーク形成や製

品開発および実用化を図った．「ふじのくに CNF フォーラム」では，研究開発や技術支援とし

て，企業，大学・高専，国・市町村・産業支援機関等に加えて，富士工業技術支援センターがマ

ッチングや技術支援，共同研究で各アクターに情報提供することが求められている．現在，ふじ

のくに CNF フォーラムでは，富士市内や工業技術支援センターを中心にして，セミナーや技術

講演会報告が行われており，県内企業の取組も紹介されている22，ふじのくに CNF フォーラム

には 2015 年 6 月 22 日時点で県内 68 社，県外 9 社が参加している．上述のナノセルロースフ

ォーラムについて，静岡県，富士市が法人会員として，富士工業技術支援センターから 4 人，

静岡大学大学院農学研究科から 1 名が個人会員となっている． 

 CNF と並び，先端技術産業の研究開発として富士市を含めた静岡県東部地域では，医療機器

や製薬の製造・研究開発や，1996 年に計画が打ち出された静岡がんセンターの計画を受け，2001

年に産学官の協働によりファルマバレープロジェクトがスタートしている．こうした中で，2004

年には文部科学省「都市エリア産学官連携促進事業（一般型）」に採択され，東京工業大学や東

京農工大学，早稲田大学とも包括的事業連携協定を締結している．現在は 2011 年度から第３次

戦略計画の策定を進めており，「ふじのくに先端医療総合特区」が地域活性化総合特区に指定さ

れている． 

 ファルマバレー構想と連動させる形で，県や富士市，静岡県東部地域では，医療や健康などが

成長させる産業の柱の一つとして打ち出されている．実際，静岡県東部地域における 2014 年に

第二期計画が出された企業立地促進法基本計画では，主たる産業として先端健康関連産業，次世

代輸送用機器及び関連産業，農林水産物加工関連産業，観光関連産業，物流関連産業の５つがあ

げられる．また，企業立地に対しては，中小企業向け超低利融資制度や，信用保険の特例措置，

無利子融資，食品流通構造改善促進法の特例，集積の貸付制度利用などを準備し，企業の立地を

支援する体制をとっている． 

 県を中心とした新規産業の創成や，医療・医薬の研究開発の体制に対して，富士地域の製紙業

では CNF を除けば製紙との関わりが薄く，製紙産業に対する支援が主たる目的としては置かれ

ていない（鈴木 2013）．CNF についても，現在富士工業技術支援センターを中心にしてセミナ

ーや技術講演会等が開催されているが，本調査の企業では取り組みが端緒に付きはじめた段階で

ある．上述のように国のナノセルロースフォーラムについても，県や市，工業技術支援センター

の加入はみられるが，富士地域の製紙業者や製紙用機械業者では，2016 年 3 月時点で加入して

いる企業はおらず，準備段階にあると言える23． 

 またファルマバレー構想についても，調査企業の中で現在医療や製薬企業，大学や公設試との
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共同研究や，富士市内で結成されている富士山麓医療関連機器製造事業者等交流会に参加してい

る企業はみられない．これは，各企業の取り扱う技術や製品が，医薬品や医療機器などと技術的

にも大きく異なる点が大きく作用していると考えられる．実際，2014 年の静岡県東部の企業立

地促進法基本計画中で集積を図る業種として指定されている先端健康関連産業や農林水産物加

工関連産業で紙・パルプも指定されているものの，主たる産業でなく関連産業としての位置づけ

にとどまっている．従って，新産業創出を目指す動きが静岡県東部地域を中心にして起こりつつ

あるものの，現在富士市の製紙関連産業においては参加や研究開発に進む動きは弱いと考えられ

る． 

 

（２）富士市の工業振興・支援体制 

 このような，新規の動きに対して，既存の産業支援体制について，国や県等の補助金の利用，

富士市の実施する支援の利用を次に概観する．富士市では 2006 年に策定した「富士市工業振興

ビジョン」が現在の市の製造業に対する支援方針となっている．富士市工業振興ビジョンでは，

具体的な基本的取組として①挑戦意欲ある人材の確保・育成（Challenge），②産業・企業の高

度化，高付加価値化の推進（Creation），③多様なネットワークの構築（Collaboration），④企

業の立地意欲が高まる環境整備（Charm），⑤工業振興推進体制の確立（Support）としている． 

 富士市工業振興ビジョン策定後の富士市の企業支援の方向として，中小企業者への支援融資に

加え，現在大きく①創業支援，②企業立地に対する助成，③既存企業の事業高度化に対する支援

体制，が中心である．まず①創業支援として，富士市では 2008 年に産業支援センター（F-biz）

を図書館内に設けた．F-biz では，創業や起業の相談や，サポート体制を充実するための拠点と

して位置づけられ，起業支援を浜松地域等で実施してきた人物をアドバイザーとして招聘してい

る．2013 年には，起業支援に特化する形での相談やサポートを行う F-biz egg を市立図書館内

に併設し，企業支援を行っている．F-biz では，2008 年開所後に相談件数が増加しており，2009

年度には年間 1758 件であった相談件数は 2014 年度には 3886 件となっている． 

 ②企業立地に対する補助や助成では，まず工業団地の整備があげられる．1980 年代後半以降

富士市では工業団地の整備を行ってこなかったが，2009 年に富士市は新東名高速道路のインタ

ーチェンジ近隣に富士山フロント工業団地を造成した．東日本大震災後の内陸部への移転需要と

重なり，富士山フロント工業団地は現在完売となっている．富士山フロント工業団地では，特に

食料品や金属製品，プラスチック加工等の企業が主たる進出企業で，食料品では特に首都圏との

近接性やアクセスの良さを求めて進出している．食料品の進出では，近隣の御殿場市などでも同

様の動きが見られ，工場が高速道路に沿って首都圏から進出していることが示される．反面，製

紙業の関連産業については，１社の進出にとどまっている． 

 ハード整備に加えて，富士市では企業立地に関する助成金として企業立地促進奨励金制度

（2003 年より開始）を創設した．企業立地促進奨励金制度では，新規立地に対する固定資産税

減免（最大各年度２億円），用地取得奨励金（限度３億円），雇用奨励金（新規雇用者 1 名につ

き 50 万円，障害者への正規雇用は 100 万円）を設けている．雇用奨励金は県ファルマバレー構
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想や企業立地促進法の基本計画策定を受けて，現在食品，医薬品・医療機器，環境関連（太陽光

発電や光・電子技術，ロボット，航空宇宙等）の分野では優遇措置を設けている． 

 また，これらの企業立地促進奨励金と合わせて，沿岸部で津波・液状化被害等を受けやすい地

域から移転する場合の補助金として，立地工場等事業継続強化事業費補助金制度が設けられてい

る．企業立地促進奨励金制度では 2014 年度では 66 件，交付額約 8.2 億円となっている． 

 ③においては，知的財産権の取得や，域外への販路拡大，産学官連携の促進といった支援策が

設けられている．知的財産権の取得支援では「産業財産権取得事業補助金」が設けられ，市内の

中小企業を対象に，特許，実用新案，意匠権，商標権の出願に対して最大 2 分の１，限度額 30

万円を助成するものである．2010 年度には 22 件 350.4 万円であったが，2014 年度は 33 件 401.3

万円となっている． 

販路拡大においては，「はばたき支援事業補助金・海外販路開拓支援事業補助金」（2003 年度

開始）が設けられており，製品展示会や見本市に出展する際の補助金となっている．対象額は，

国内は対象経費の 2 分の１までで限度額 20 万円，海外は対象経費の 3 分の２までで限度額 60

万円となっており，2006 年度には 27 件 601.9 万円だったが，2010 年度には 33 件 704.7 万円，

2014 年度には 37 件 618.5 万円となっている． 

 産学連携の促進では，中小企業者を対象にした「産学連携ものづくりチャレンジ補助金」が

2012 年に設立されている．この補助金では，大学や高専，公設試等との産学連携を行う場合，

経費や機械・原料の購入，委託費などについて最大 3 分の 2，50 万円を補助する制度である．

ものづくりチャレンジ補助金では，2012 年度には 3 件 100.2 万円の交付額であったが，2013

年度は 2 件 56.4 万円，2014 年度は 1 件 48.7 万円となっている． 

 

（３）富士市の政策的支援に対する企業の利用状況 

 これらの立地支援制度や，補助金・助成金の存在，あるいは国や県が提供する補助金や助成金

に対して，調査先の中核・中小の製紙業および製紙用機械メーカー，薬品メーカーでは現在これ

らの支援制度を利用していない，あるいは過去に利用していたものの現在支援制度の利用をやめ

ているという企業が大半である．国の助成金についても，D 社が CNT に関して NEDO の実施

する助成金を利用した程度である． 

こうした背景には，①補助金にかかる情報入手の困難さ，②企業や支援団体の探索行動の難し

さ，③手続き上の問題，および製紙業においては④製造拠点移転の困難さがあげられる．まず①

については，支援機関や行政から補助金の情報が企業に伝わっていない点があげられる．これは，

支援機関や行政が支援機能を果たしていないのではなく，いずれも人員不足などでこうした対応

を促すことが困難であることに起因する．実際支援機関では各企業の出資により結成されるもの

の，運営における人員配置などは行われていない．市も，産業政策課（港湾振興室含む）を設置

しているものの，産業政策，工業振興，誘致担当に分かれており24，各方面に人員を割く必要か

らワンストップの拠点設置が難しいことがあげられる．こうした情勢下では，情報提供等や相談

などを受けるのが難しいため，産業政策の情報に繋がっていかない点があげられる． 
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②については，企業の探索行動に関するもので，中小企業を中心に専門の人員を配置できない

ことが大きい．製紙用機械の調査企業では G 社が事務員を配置しているほかは専門的な人員を

配置していない．人員が配置できない背景には，各製紙用機械メーカーが中小であることに加え，

取引にかかる業務や営業などが中心で研究開発の人員を割けないことがあげられている．従って

中小企業では．研究開発情報の探索のための人員と時間を割けないことが補助金類の利用につな

がっていないことがあげられる． 

③については，利用した企業から指摘があり，特に申請や報告にかかる書類の煩雑さに関する

点が指摘された．特に，各企業で生産や技術開発，営業，保守管理等が中心的な業務となる中で，

②とも合わせて，企業側にとっては書類作成や情報探索は大きなコストとなるため，積極的に獲

得に向かない理由となっている． 

また④製紙業の工場移転に関わる理由として，水利権の問題があげられる．製紙業が用水を大

量に必要とするため，各企業には現在地での上下水道利用や地下水の取水に関した水利権が定め

られている．しかし，水利権は操業する土地に与えられているため，製造拠点の移転と共に移動

させることが困難である．従って，製紙メーカーにとっては狭隘になった場合でも，水の確保の

点から容易に工場を移転させることができず，現在地で生産を続けるか，生産を終了する対応し

か取れない25．故に，企業移転に伴う各種制度や補助金を設けても，製紙業においては現在地か

らの移転が困難であるために，企業が減少しても大きな立地移動が見られなくなっている． 

一方で創業支援や事業サポートにかかる F-biz については，E 社や O 社が新製品の開発や新

分野の開拓で利用して経営改善や新事業開拓につなげており，支援の役割に一定の成果を与えて

いる．しかし，他の企業については製紙業，製紙用機械，薬品卸とも「利用の予定がない」とい

った回答が多く富士市内の製紙業および関連企業では積極的な利用への動きにつながっていな

い．実際，F-biz の相談件数は上述の通り増加傾向にあるものの，製造業に限定すると 2009 年

度には 27.8％（489 件）であったが，2014 年度には 13.2％（513 件）と件数は増加傾向にある

が，F-biz の相談件数に占める割合は低まっている．この間，増加傾向にあるのは，サービス業

や小売・飲食業といった第３次産業の分野で，現在のサポートや創業支援の中心になっている． 

 以上の点を踏まえれば，市の支援制度の実態や企業の利用の観点から見れば，富士地域におけ

る支援制度は，新規立地や移転，創業支援に重点が置かれ，医薬や食料品，環境分野など新事業

への転換が中心となっている．反面で従来富士地域の製造業の中核を担ってきた製紙業を対象に

した政策的支援は現在 CNF を中心に端緒に着きはじめた段階と言える．富士地域での生産量が

減少傾向になる一方で富士市の産業構成では依然として高い割合を示している製紙業について，

政策的支援の重要性は高まっていると言えるが，市や県として，現状では製紙業を対象とした特

段の対策は取られていない．この背景には首都圏との近接性を生かした他産業の立地の重要性や，

水利権や用水利用，製紙業の装置産業としての意味合いが大きく影響していると考えられる．ま

た，企業自身も情報の不足や，支援制度の手続きの煩雑さ，あるいはこれまで各企業内で取り組

んできた研究や新製品開発の動きの中で，支援を必要としない，あるいは支援を利用しにくいと

いった点が，実際の支援制度の充実に対して，ほとんど利用していないという実情につながって
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いると考えられる． 

 

６．富士地域の産業集積の高度化に向けた地域的課題 

 

 以上で示された富士地域における製紙を中心とした産業集積の構造変化を，製紙業全体の動向

を踏まえて考察すると図４-13 の通りとなる．1990 年代以降，国内製紙業の不振を受け，洋紙

衛生用紙を含めて富士地域では企業数や生産量が急減傾向にある．また製紙業の不振を受けて製

紙用機械などの関連産業に影響が波及している．現在，製紙業者や関連産業の淘汰が概ね進んだ

状態にあると考えられるが，現在まで存続している企業では，製紙業では①特殊紙や高付加価値

製品の生産及び研究開発の強化，②大都市圏市場に特化した板紙などの生産継続といった状況に

ある． 

 

図４－13 富士市内における製紙業関連企業の動向と空間的範囲（筆者作成） 
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一方，関連産業である製紙用機械では，製紙用機械の継続と共に，①自社技術を活かした製紙

関連分野への進出，③自社技術水準の向上といった取り組みが共通としてみられた．また，薬品

業界では，製紙用薬品のシェア拡大と共に，製紙と環境分野に関わる新製品開発が進められる．

一方で，製紙業が持つ装置産業としての特性は，技術や最終製品の性格から製紙用機械を中心に

他産業への転換が困難であることも各企業から指摘される．また，相対的な水道料金の高さや将

来負担の増加といった面も抱えており，現状の富士地域の製紙業に対する事業構造の大幅転換を

困難にしていることも示される． 

こうした点を踏まえた，現状の富士地域の政策インプリケーションとして，下記の点があげら

れる．第１に，産業支援機関の設置による助成金交付や技術交流，研究会等の実施である．現在，

富士地域では工業技術支援センターや県紙業協会，技術協会などの支援機関や業界団体が存在し

ている．しかし，人員不足等を理由に現在個別の取組が中心となっており，各団体間での相補的

な関係となっていない．こうした支援機関が富士地域の企業支援や情報提供を果たしていくこと

で，中小企業では単独では困難であった技術や情報の探索や企業交流による新事業化への取り組

みを可能にできると考えられる．この点は，昨年度の調査報告でも見られた浜松地域のイノベー

ション推進機構といった組織が一つのモデルとして位置付けられると考えられる． 

 第２に，製紙業者が利用しやすい補助金・助成金の創設があげられる．現在，富士地域での助

成金では，新規創業や立地，事業拡大といった面で手厚い助成金が設けられている．これらの補

助金や助成金は，有効に利用される場合もあるが，製紙業や製紙用機械の企業では利用されてい

ない．第１の点とも関わるが，中小事業者を中心にして情報提供とともに，既存の事業支援や富

士地域の基幹産業となる製紙業者の利用支援が可能になる助成金・補助金制度の利用が重要にな

ると考えられる．また，手続き簡略化といった，利用事業者にとっての扱いやすさについても考

案する必要がある． 

 第３に，製紙及び関連事業者間での連携の強化である．現状でも，紙業協会や技術協会，工業

技術支援センターといった支援団体が存在しているが，各企業の支援やネットワーク形成といっ

た点に十分な役割を果たしていない．一方で，これらの団体に富士地域外の企業や団体も参加し

ている点を踏まえれば，域内・域外ネットワークの構築といった点が，事業連携や新展開におい

て重視されるであろう．また，製紙技術の他産業への応用は難しい側面もあるが，CNF も含め

て他産業との連携が富士地域内の企業の事業新展開において重要視される可能性もある．こうし

た域内外，製紙業以外を含めたネットワーク構築が，富士地域の製紙業者や産業支援機関では求

められると考えられよう． 

 

注 

 
1本章では富士地域を指す地域として，現在の富士市域とする．隣接する富士宮市でも富士市と同様の産業

構造がみられるが，今回の調査からは除外している． 
2 ここでは，富士市発行の「富士市の工業」各年版に記載のあった，パルプ装置・製紙機械産業として捉
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える．「富士市の工業」では，パルプ装置・製紙機械産業を工業統計表により独自に集計している．従って，

工業統計表品目編で記載のある「パルプ製造機械，同装置」「抄紙機」「その他の製紙機械」の単純な合算

ではない点に留意する必要がある． 
3一方で，富士地域では中央の大手資本である三菱重工，石川島播磨重工業などのメーカーは進出しなかっ

た．これらのメーカーでは他地域で生産を行うと共に，海外メーカーとの技術提携や特許利用契約を通じ

て生産していた． 
4岳南排水路は，元々県の事業として 1950 年から整備が進められ，1967 年には幹線網が完成した．その後，

1971 年には県から，富士市と富士宮市の共同処理を行う組合に譲与され，分排水路の整備等も含め，現在

に至っている． 
5富士川工業用水道は農業用水と共同で整備されており，落差を利用して富士地域に供給している． 
6 1969 年より市と市内の企業で公害防止協定（大気汚染も含む）が結ばれたほか，1971 年には県の「地

下水取水適正化に関する条例」制定，1973 年には富士市により公害防止を盛り込んだ「富士 503 計画」を

開始した． 
7（新）富士製紙は 2003 年に新富士製紙と安倍川製紙（本社：静岡市）が合併してできた企業である．な

お工場自体は戦前の富士製紙の用地を使用しているが，直接的な資本関係はもたない． 
8 E 社の場合，抄紙機を賃借して，賃借メーカーから紙を購入する形態をとっている．抄紙機の置換がな

されていないため，以前と同等の品質の製紙が行えるとしている． 
9 G 社では，2005 年に廃業した抄紙機メーカー（埼玉県川口市）の営業権を譲受した．営業権は据付，設

置，設計，製作等も含まれるが，多くは保守管理であるとされる． 
10 G 社社長のインタビュー記事によれば，同社の中核事業として抄紙機と並び，フィルム，食品が今後の

同社の中心事業となることを示している（紙パルプ技術タイムス誌 2011 年 5 月号による）．なお，現在 G
社の売り上げにおいて抄紙機・産業用機械は 70 億円程度であるが，パン製造部門は 100 億円近くに伸び

ている． 
11 ただし，H 社のように当初原質機械を手掛けていたが，廃業他社の事業を引き継ぐ中で抄紙機付帯設備

部門が業務の中心となった事例もみられる． 
12 K 社先代会長のインタビュー記事（紙パルプ技術タイムス誌 2012 年 5 月号）による． 
13 これは機密文書の溶解システムの導入が，官公庁を中心にして進められていることが大きい．機密文書

の溶解システムについては，このほかにも富士地域の家庭用紙メーカーなどが現在参入し，事業を拡大し

ている． 
14 D 社では，カーボンナノチューブの分散液などを進めているが，CNF については，まだ未着手の段階と

している．実際に，産業総合技術研究所に設置されたナノセルロースフォーラムの参加企業のうち，紙・

パルプ業では富士地域の企業で参加している企業はみられない（2016 年 3 月 4 日段階，ナノセルロースフ

ォーラムホームページによる）． 
15 C 社では，「都市型の製紙会社」を目指す上で環境や公害対策に対して補助金を獲得した上で設備投資を

図る機会を用いている．2014 年時点において 8 年連続で補助金制度を利用しており，積極的な環境設備投

資を進めている（C 社社長インタビューによる．紙パルプ技術協会誌 2014 年５月号）． 
16 学術研究機関との協同研究では，D 社では CNT の関係で信州大学や大阪府立大にサンプルを送ってテ

ストの実施，Q 社では，東京大学の生産技術研究所や産業技術総合研究所とも共同研究を行っているとい

った程度にとどまる． 
17 1976 年当時で，工業用水道利用の全国的動向を見ると，地下水が１～２円/㎥，平均的な工業用水道は

10～15 円/㎥であった．対して，富士川工業用水道で基本料金 5.3 円/㎥，超過料金 10.6 円/㎥ となってい

た（静岡地理教育研究会編 1976）． 
18各工業用水の利用料金を見ると，東駿河湾工業用水道では基本料金 13 円/㎥，使用料金 3 円/㎥，超過料

金 32 円/㎥である，また，富士川工業用水道では基本料金 6.8 円/㎥，使用料金 0.5 円/㎥，超過料金 14.6
円/㎥とされている．これは工業用水道の全国平均（基本料金 22.6 円/㎥（2012 年産業構造審議会 地域経

済産業分科会工業用水道政策小委員会資料「今後の低廉かつ安定的な工業用水供給の実現のために」によ

る）と比較しても，安価である．また，岳南排水路は，2016 年 3 月時点で後述の割引を除くと基本料金

11.124 円/㎥，従量料金 1.296 円/㎥である． 
19東駿河湾工業用水道では，2011 年の使用量を見ると紙パルプ 58 社，41.4 万㎥/日であったが，2015 年に

は紙パルプ 46 社，26.9 万㎥/日となっている．岳南排水路の利用状況を見ると 2006 年時点の排水量上位

企業は，日本大昭和板紙吉永（12.4％），日本製紙鈴川（8.9％），王子製紙富士工場（8.8％），日本製紙富

士（8.2％），大興製紙（4.6％），王子板紙富士工場（4.5％），興亜工業（3.6％），春日製紙工業（3.2％），

三島製紙（2.5％）など，大手 9 工場で 56.7％を占めていた（「富士市の工業」による）．このうち，日本製

紙鈴川工場は現在生産停止，日本製紙富士・吉永工場の統合といった 2010 年代の展開から，大企業のみな
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らず中小企業に対する負担が大きい． 
20用水や排水路の価格引き下げについては，2015 年 6 月に紙業協会等が県企業局に工業用水価格の据え置

きを要望している．また岳南排水路は 2012 年 11 月～2016 年 2 月を特別期間として，基本料金 8.8992 円

/㎥，従量料金 1.0368 円/㎥に減額（共に２割引）措置を講じている． 
21外航船舶の岸壁使用料を見ると，清水港では使用時間 2 時間未満では 4.90 円，2～12 時間未満では 8.20
円であるが，12 時間を超えると 24 時間ごとに 10.90 円となる（清水港利用料金規定による）．一方，横浜

港では，12 時間までの係留時間では 10.05 円と清水港より高くなるが，超過 12 時間までごとに 6.70 円と

清水港より安価となる（横浜港利用料金による．いずれも船舶 1 トンあたりの料金）． 
22ふじのくに CNF フォーラム第 1 回キックオフセミナー（2015 年 6 月 22 日開催）では，静岡市に本社を

置く製紙機械メーカーX 社が，技術講演を行っている．X 社は原質機械や産業機械などを手掛ける大手製

紙機械メーカーであり，比較的早い時期から CNF の研究開発を進めてきた． 
23国のナノセルロースフォーラムにおいて，製紙業の参加企業を見ると，A・B 社を含めた大手企業および

その系列企業は総じて参加している．一方で，中堅以下の企業については，大手企業の傘下企業や資本関

係にある企業，および紙加工の一部の企業などを除き，ほとんど参加がみられないのが実態である（2016
年 3 月時点）． 
24富士市の産業経済部のうち港湾振興を除いた産業部署の人員数を見ると，2015 年度初頭の値で産業政策

担当が 3 名（うち調整主幹１名，主幹 1 名，担当職員 1 名），工業振興担当 3 名（うち主幹 1 名，担当職

員 2 名），誘致担当 3 名（うち統括主幹 1 名，担当職員 2 名）である．また，この他に関東経済産業局派遣

が 1 名，県企業立地推進課派遣が 1 名となっており，政策関係で経済産業局や県との情報交換を進める体

制を取っている（いずれも 2015 年版「富士市の工業」による）． 
25勝又（2015）が指摘するように，富士地域では一部の衛生用紙メーカーが廃業メーカーや中小企業メー

カーを買収・吸収する動きが見られる．この理由には，企業規模の拡大や生産効率の向上と共に，各企業

が持つ水利権を入手も大きい． 
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終章 地域産業政策の検討に向けたいくつかの論点 

 

終章では，各章の要約と若干の補足を行ったうえで，各章から得られた示唆にくわえて，近年，

政策的関心が高まっている地域中核的企業支援に関する直近の議論を，経済産業省地域経済産業

グループ（以下，地域 G）の各資料により確認しつつ，いくつかの論点についての議論を進め

ていく．なお，本章における実態調査から得られた見解部分については，各章のそれと異なる場

合があると思われる．その点については今後さらに議論を深めていくこととしたい． 

 

１ 各章概要 

 

（１）東葛・川口地域（第 1章） 

第 1 章では東葛・川口地域を取り上げた．当該地域は「特定産業集積の活性化に関する臨時

措置法」の「A 集積地域」指定を受けた地域である．性格の異なる 2 つの地域が産業立地政策

のなかで一体的な地域として扱われたことについては別途検証することとし，本調査研究ではそ

こに広域連携の道筋を探る意図で川口市と柏市の産業集積の状況を把握分析した． 

川口市は，高度成長期に発展した鋳物工業の町として知られている．その起源は江戸時代まで

遡ることができるが，飛躍的に発展したのは京浜地域の機械工業を中心とした需要が拡大した戦

後から高度成長期にかけてであった．鋳物業協同組合等を中心とした共同購入・輸送，検査体制

が一体化されているのみならず，産業病院等も包含し，また経営者同士が地縁で強く繋がる鋳物

業中心の『産業地域社会』が形成されていた1．しかしながら，1960 年代半ば以降の事業所数の

減少と，とりわけ 1990 年頃以降の生産量の減少が特筆される．高齢化と東京都心部への業務機

能の集中に伴う住宅開発圧力の増大などにより，川口鋳物工業業協同組合事業所数でみれば

1969 年以降，ほぼ一貫して減少傾向を辿ってきた．その間，組合や支援サイドにおいても鋳物

工業を支えることを企図した様々な取り組みがなされてきたが，かつて 600 を数えた組合事業

所数も約 80 程度にまで減少した（pp.9-14）． 

今回の実態調査の対象企業は，川口商工会議所による「i-mono，i-waza ブランド認定企業」

である．したがって，残存する企業のなかでもとくに高度な加工技術や自社製品等を擁していた

り，あるいはまた，各種のイノベーティブな取り組みにより注目されている企業ということにな

る．調査結果からは，内製化や取引関係の広域化により域内取引が減少し，とりわけ鋳物等金属

専門事業者の減少と工業構成の多様化を伴いながら製造業全体の量的縮小が進展してきた実態

が明らかとなった． 

一方，対照的に柏市では工業集積が進展したのは，戦後で見れば 1955 年の企業誘致条例制定

以降であった．既存工場が立地していた地区の住工混在問題の解消のための中小企業集団化と都

内からの移転企業の受け入れを目途として’80 年代まで工業団地造成が進展した．工業集積の進

展は周辺主要都市と比較してとくに目立つものではなかったものの，大手企業が複数立地したこ

ともあり 1990 年頃までは出荷額ベースでの拡大は続くこととなった．しかしながら，とくに’00



-190- 
 

年代以降は，工業団地立地企業の縮小が進んだことにより，市の産業政策も企業誘致を主体とし

たものから研究開発型企業の育成を目指すものへとおおきく転換することになった．この転換を

もっとも象徴する事柄としては，’90 年代からの製造業の不振を受け，また「A 集積地域」指定

を受け設置された「東葛テクノプラザ」の設置があげられよう．ここに各種研究支援機能の集積

が政策的に進められ創業支援等が行われてきた．さらに TX の開通と柏サイエンスパークの造成，

そして千葉県，柏市，千葉大学東京大学によって 2008 年に策定された「柏の葉国際キャンパス

タウン」構想も，新たな主体として UR 都市機構のほか三井不動産の参画を得て都市環境一般

としての充実をも視野に入れつつ，先端分野の活動の集積を狙っている．とりわけ三井不動産に

よる「柏の葉オープンイノベーションラボ」では日本最大級のコワーキングスペースを備え，大

企業の研究拠点やベンチャーの集積と，産学連携・医工連携によるライフサイエンス分野の産業

拠点としての開発が目指されている． 

今回の実態調査の対象企業は，「東大柏ベンチャープラザ」もしくは「東葛テクノプラザ」に

入居経験のある（入居中も含む）企業としたことから，いずれも研究開発に積極的に取り組む企

業である．今回は東京都内からの移転企業とベンチャー企業とに分けて分析をくわえている．前

者においては，工業団地への立地が多く，また近隣との取引関係は多くないことからも都内との

アクセスや物流面，用地取得面におけるメリットにより移転した企業であると考えられる．後者

は研究開発支援機能と創業コストの優位性により立地した企業であった．こうした研究開発指向

の企業の活躍の一方で，既存工業を中心とした生産機能は年々縮小傾向にある． 

いずれの地域においても，集積地域内や近隣との企業間関係が希薄であり，受発注関係が広域

に渡っている反面，公設支援機関等の各種支援サイドとの結びつきが企業活動において存在感を

増している点は共通していたし，産学官連携も一部においては積極的に取り組まれていた．しか

しその一方で，ネットワーク形成による地域産業活性化を目指すとした政策目的は達成されてい

るとはいいがたく，広域連携促進に向けた支援の方向性の検討が課題としてあげられている．  

 

（２）大田区（第 2章） 

第 2 章では東京城南地域の大田区を事例として取り上げ，大田区・大田区産業振興協会によ

る表彰制度「優工場」に認定された企業のなかから，試作・開発型とみられる 16 社を選出しヒ

アリング調査を実施した．調査対象を試作・開発型としたのは以下の事情による． 

大田区は京浜地域の機械工業からの需要に主に支えられながら高度な基盤的技術を擁する中

小零細企業が集積してきた地域として知られている．とりわけ，事業者らの属人的な繋がりによ

り形成された柔軟なネットワークを介して仕事がやり取りされる「仲間取引」によって高度な試

作・開発機能を発揮し，日本の産業発展を支えてきたことに着目されてきた．こうしたいわば，

集積の外部経済が強く働くことで，それぞれの企業が専門特化していくことが可能となり，また

プロセスのなかで築かれた産業地域社会としての性格がさらにそのことを支えていくといった

循環的・相乗的な因果関係が働いていたといえる．そしてこれを支えてきたのが「町工場」と呼

ばれる大田区の中小零細製造業であった．しかしながら 90 年代からの大田区の「町工場」の減
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少は，この試作・開発機能を大きく損なうとして問題視されてきた．今回調査では，この点につ

いて，区内においても先進的な取り組みにより「優工場」として認定された企業の近年の操業状

況に着目し，それら試作・開発機能がいかにして維持されているのか，その点に迫ることを意図

した2． 

大田区の「仲間取引」の世界では，属人的な関係性と経験の共有をもとに，域外から「搬入」

された需要に対して解決策を導出できることが「強み」であった．属人的であるがゆえに，その

一連がブラックボックス化され，「仲間」企業間でのリスク分散が図れることも，他地域の産業

集積に対しての競争力ともなっていた．ひとつのボルトの製作においても，例えば旋盤加工，マ

シニング加工，焼き入れ，研磨，表面処理，ワイヤーカット，放電加工といった複数工程が必要

となる場合がある．これだけの工程の設備を単独で用意できる企業は決して多くはない．またひ

とつの工程での不具合があった場合，全てが無駄になってしまうため，そうならないための細や

かなノウハウが大田区の「仲間取引」の主体のなかに蓄積されてきたといえる3．こうした機能

への着目から，営業することなしに多様な試作・開発のニーズが地域に持ち込まれ，各々の企業

は中小零細であってもそれぞれの工程に専門特化していくことができた4ともいえる． 

しかしながら，大田区においては，高度成長期を終えた 1970 年頃から事業所数が減少に転じ

た．’70 年代に始まる段階的な資本の自由化とプラザ合意による円高局面の影響，その後のバブ

ル経済の崩壊，グローバル化の急速な進展といった外部経済環境の影響とされるが，00 年以降

の量的縮小は，事業者の高齢化に伴う後継者難が最大の要因になっている可能性が高い．規模別

の事業所数の推移をみると 4～9 人以上規模層の減少が顕著である（図２－２，４）．さらに 3

人以下の事業所も含めた数字では 1983 年の 9,190 事業所から，2014 年には 3,481 事業所まで

減少した．そしてそのうちの半数が 3 人以下で 4～9 人規模まで含めれば 8 割弱となった5．こ

うした中小零細層の事業所数の減少により，前述の試作・開発機能のありようにも大きな転換を

迫られていることが，今回の実態調査によって明らかとなった．  

大田区内企業の分業に関する最近の議論を，額田（2012）の整理によりみると，成長したコ

ア企業が域外からの需要を獲得し，そのうち，変化への対応能力をもつ一部の区内の小零細加工

企業への発注以外の部分で，域外企業に依存する部分が増えてきており，そのことで，区内事業

者間の分業関係も，かつてのような属人的で錯綜したものではなく「ある程度整理された社会的

分業関係」として構築されてきていることを指摘している6．この議論は、コアとなった企業が

受注の取りまとめの役割を担いつつ各行程が仕分けされたうえで外注がなされることから，これ

まで属人的でみえにくかった部分が解消されてきたことに着目したものといえる．このとき，大

田区において分業関係が「整理」されていくことで，これまで大田区において発揮されてきた高

度な試作・開発機能が衰退していくのか否か，といった問題関心が浮かび上がってくる．こうし

たことから今回調査では取引関係の変容を中心にヒアリング調査を実施した． 

ヒアリング対象企業の受注先では，少数企業への依存の程度が減少する傾向にあることはほぼ

共通していた（表２－４）．そして同時に，既存の取引先企業の廃業に伴い外注先を他地域に求

め，または内製化を図るなどの対応をしていた（OB 社，OD 社，OH 社，OI 社，OJ 社，OK



-192- 
 

社，OM 社，ON 社，OO 社）．これらの多くは上の議論でいうコア企業に近い性格をもつ企業

群である．OD 社では，年々求められる加工の難易度は上がる一方で，高齢化が進む区内企業に

おいては設備投資が抑制されているため近隣への外注が困難となったとし，内製化を進めつつも

全国に外注範囲を拡大していた． 

各種金属加工を主力とする OB 社では，大手自動車部品メーカーからの受注に大きく依存し，

このことへの危機感から受注多角化を図るなかで，区内企業とのつなぎ役としての営業機能を強

化してきた．責任補償に必要な最小限の設備機器のみ導入し，自らは全て区内の外注先企業の「営

業の肩代わり」をし受注拡大を図ることを意図したものである．これは QCD を徹底している企

業の受注が継続的である事実，また大田区の「仲間取引」がリードタイムを一般の半分程度とし

ている事実に着目したものである．しかしそれでも区内事業所の減少と，一方で地方の企業の技

術力が向上していることから，自ずと外注範囲は全国に拡大したとのことだった．現在，月単位

では 100～120 社との取引を実施しているが，延べ数では約 350 社と繋がっている．そのうち

230～250 が大田区を含む関東地域の企業とのことである．また，金属・樹脂加工，成形を主力

とする OJ 社でも，90 年代は，かつての外注先約 200 社は全て大田区内であったが，現在では

先数は変わらないが区内企業の比率は最も低くなった．この背景には情報インフラの発達により，

コンカレント・エンジニアリングのプロセス管理を実施する上での距離的制約が大幅に低下し，

協力企業の範囲を全国に拡大しつつ，試作よりもむしろ「成型サービス」を展開している（表２

－５など）． 

こうした試作・開発領域における新たな事業展開は，大田区内の協力関係のみでは付加価値を

上げることが困難となってきたことを示している．それは高齢化による小零細企業の廃業のみな

らず，従来型の試作・開発の方法による収益性が低下していることがあげられる．試作・開発領

域は，高度な技能や高額で高機能の設備により支えられることから量産に比してもともと収益性

が高い．しかしながら，その数量の少なさにくわえ，仕事量自体が減少している今日の局面にお

いては，都市部の高地価下において試作・開発にかかわる全ての工程が集積することを困難とさ

せていることが考えられる．さらに，年々登場する最新鋭の設備機械により代替可能となるにつ

れ，かつては町工場の「職人技」によって担われていた領域も限定的なものとなりつつある．こ

うしたなかで登場したのが OB 社や OJ 社の事業スタイルであり，また，情報インフラの発達に

ともない，試作・開発領域においても協力関係を地理的に拡大させているものと考えられる． 

とはいえ，OB 社では，事業者の多くが技術と顧客をもちつつも継承されないままに廃業する

ケースが多いことを問題視している．OO 社においても，大田区内事業者の多くが「一品一葉」

に強く，図面上にあらわされないやり取りが必要となる案件については，協力企業も大田区内に

限られることを証言している．OK 社においても「仲間取引」の継続の将来性について語ってい

る．OK 社社長の田代信雄氏によれば，試作・開発は自ずとニッチな技術であり，その必要な設

備をその都度メーカーが用意することはできないことからも，むしろ独立や暖簾分け等を積極的

に図ることによりこうしたネットワークを再構築していく必要性を指摘している7． 

一方，残存する中小零細企業においては，事業所数の減少にともない持ち込まれる業務がそれ
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ら企業に集中することによる，受注単価の「値戻し」も一部に生じていた8．この兆候は表２－

２においても確認される．一人あたり出荷額の推移の事業所規模別の比較では，全般的に減少し

てきたものが，近年 30 人未満層で反転し，2013 年にはほぼ 2000 年の水準まで増加している．

このことからも，大田区のみならず製造業全般の縮小傾向と，より大きな市場変化を背景とした

調整局面を迎えつつあるものとみることができる．またホームページなどを開設するなど情報発

信が容易になったことで，需要先から直接発注を受けるようになり，受注先口数としては，過去

に比して増やしてきている．OK 社は，NC 旋盤を用いた金属加工を得意とするが，かつては区

内の「仲間取引」先 2～3 社からの受注がメインであったが，直近では 50 社にまで拡大してい

る．構成は 3 割がホームページを通じて，3 割が大田区産業振興協会（PIO，以下同）からの紹

介，残りが仕事の繋がりから拡大したとのことである．また OL 社では，ホームページを閲覧し

た大企業からの問い合わせが多くなり，受注単価もかつての間接受注よりも高いことが指摘され

ている．OL 社では，かつては全て内製していたが，現在では大田区内企業 35 社，その他関東

圏内 5 社の計 40 社の外注企業を活用している．その内容は研削加工，放電，ワイヤーカット加

工，鍍金，焼き入れなど，金属加工に関わるほぼ全ての工程を網羅している． 

自動車用のゲージを主力としトヨタグループ向けのゲージ納入企業 5 社のうちの 1 社である

OM 社は，「区内企業の「仲間取引」がなければ，当社のようなコネクターハブ企業は，受注高

を維持できない」としている．仮に技術的に可能な協力企業が地方にあったとしても，輸送コス

トを受注単価に上乗せすることは容易ではないことがある．また品質保証面の問題もあり，容易

に外注先を変更することができないこともある．そのため OM 社では，リーマンショック以前

に比し，区内外注をほぼ減らさずに操業を継続している．その一方で，区内の外注先においては，

事業所数の減少にともない業務の集中により外注単価が上昇しているが，OM 社の受注単価に上

乗せすることができずに事実上吸収しているとのことであった． 

大田区のみならず全国的な製造事業所の減少は，変化への対応能力による淘汰のプロセスとす

る見解もあり，議論のわかれるところであるが，先述の一部にみられる「値戻し」の兆候や，「仲

間取引」を重視し新たな協力関係を模索する動きがあることはより注目されて良い．また OM

社のような区内企業に業務を持ち込む役割を担っているコア企業の存在意義については，既存産

業集積との相互依存関係のなかで検討される必要があろう9．とりわけ域内に仕事を持ち込むこ

とを強く意識しつつ自らは営業機能に特化した OB 社，また高度情報ツールの活用によるコンカ

レント・エンジニアリングプロセスの実践を通じて受発注の広域化を図る OJ 社も，従来の区内

の事業者同士による「仲間取引」の重要性を指摘している．こうしたコア企業の存在が，仕入れ

から旋盤加工，マシニングセンタ，NC による各種加工，研磨，焼き入れ表面処理等，製造や試

作開発に擁する各工程にそれぞれに特化した区内企業の付加価値の向上に寄与することで，大田

区の産業集積自体のメリットをさらに向上させていく可能性もある10． 

 

（３）上田・坂城地域（第 3章） 

 第 3 章では上田・坂城地域を取り上げた．長野県東信地域のほぼ中心に位置する当該地域は，
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戦後の疎開企業を起源として発展した内陸型の産業集積として一般的に知られているが，その特

徴から，さらに 3 つの地域に分けられる．ひとつは，旧丸子地域において江戸時代に勃興した

蚕糸業，絹糸業を起源とし，現在のシナノケンシ（株）等をはじめとする旧丸子町域の機械金属

工業中心に形成された産業集積である．もうひとつは主に高度成長期に，食料，医療関連産業か

ら発展した電気，機械，金属工業が発展した旧上田市域，そして中小疎開企業の成長とそこから

のスピンオフ企業により集積を形成した坂城町である． 

第 3 章では，各々の発展経路により性格が異なるこれら 3 地域の産業集積の状況把握を行っ

た．既に触れられているので具体は省略するが，とくにもともと大都市圏へのアクセスに恵まれ

た地域でなかったにもかかわらず，東証一部上場企業等の大手企業が数多く立地する一方で，ハ

イテク関連産業の成長がみられたことから内外の研究者等からも注目されてきた．なかでも，坂

城町はデヴィッド・フリードマンの『誤解された日本の奇跡 フレキシブル生産の展開』（ミネ

ルヴァ書房，1992 年）においては，坂城町の産業集積の特異性について，1 章を割いて取り上

げられている．そこでは，坂城町の産業集積の特徴として生産工程従事者出身の創業者の多くが

専門的に特化し，かつ特定の大企業からの影響をできるだけ回避し，自立的な産業集積を形成す

る過程が分析されている．その過程においては，商工会のイニシアティブと各企業者等の各主体

の危機意識，目的意識の共有が進められたことが，事業上のあらゆる危機から事業者を守りつつ

フレキシブルな生産体制を築き上げたことに着目している．具体的には，商工会による各種支援

制度の柔軟な運用は各企業との意識共有が支えたものであったし，そのことが NC 機械等の設

備導入に伴うリスク軽減に寄与し’80年代後半には加速度的にME化を進展させたことも特筆に

値する．そして各企業同士の機械の共同使用や外注のネットワークを極めて密に築き上げたこと

で，域内の各企業同士が競争しつつも，地域全体としての大企業との交渉力を醸成し底値維持を

可能とした状況などが描かれている．そして，坂城町の産業集積が注目され始めた当時の日経ビ

ジネス 1986 年 8 月 4 日号記事から引用すると「人口わずか 1 万 7000 人 千曲川沿いの小さな

町だが，365 の企業が集積している．うち，資本金一億円以上の大企業はわずか 4 社．大半が下

請中小部品メーカーである．しかし，従業員ひとりあたりの粗付加価値額は 925 万円と，ハイ

テクの町諏訪市の 694 万円をしのぐ．近年，坂城の企業集積の秘密を探ろうと訪れる視察団が

引きも切らな11」かったという．これには 1984 年 8 月に長野県内では軽井沢町以来の初の普通

交付税不交付団体に決定したことも大きく影響している．しかしながら，そうした賞賛を受けた

坂城町においても，現在経営者の高齢化等による廃業が進み，本調査のヒアリング時点の事業所

数で 23812まで減少していた． 

 坂城町について詳述したが，それぞれの経路は異なりつつも，当該地域で製造品出荷額ベース

の推移をみた場合，概ね 1990 年頃までは増加してきており，また事業所数では 1990 年頃を境

に大幅に下減少したことは共通している（図３－３～５，８～１０）．いずれも’90 年代以降の

グローバル化の影響を受けたことはほぼ間違いなく，調査対象企業からのヒアリング内容をみる

と，概ね大手企業になればなるほど海外市場への依存を強めつつ，また，域内でも中堅クラスの

企業も含め，外注先の地理的範囲を広域化したり，あるいは内製化を進めたりする動きが目立っ
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ていた．広域化の理由は一葉ではないが，域内に残る付加価値と集積地域全体でみた資本装備率

の低下を伴っていることは間違いないであろう．しかしその一方で，テクノハート坂城協同組合

ならびに（公財）さかきテクノセンターからのヒアリングによれば，坂城町の企業は全国的にみ

ても技術水準が高い13反面，売り込み面では課題が大きい14との認識をもっており，もともと，

地域企業全体として地域内の大手企業への依存度は大きくなかった15ことから，坂城町における

外注の広域化と産業集積の量的縮小とを単純に結びつけることもできない．むしろ高度な技術的

蓄積が各々の企業の既存取引の継続を可能とし独自で顧客を開拓していったことが，域内の取引

への依存度を下げていった可能性もある．一方で，リードタイムの短縮や納期厳守に対するニー

ズに応えていくためには，今もなお近隣での外注先を求める企業が多く（A 社，H 社ほか），そ

の意味での集積メリットが消滅した訳ではない．むしろ受注内容と近隣の集積の綻びにより，東

信地域全体，あるいは長野県内といったように，移動や輸送費の制約を受けつつ外注先が漸進的

に拡大している姿としてみてとることもできる．その意味では，集積の空間スケールが拡大しつ

つあるとの見方もできよう． 

こうした状況のなか，上田市・坂城町の支援サイド（行政，組合等）が，域内の技術蓄積を活

用して活性化を図ろうと，前述のさかきテクノセンターや AREC などでは各種取り組みを展開

してきている．上田市では連携と共同研究開発を目的として信州大学繊維学部内に AREC を立

ち上げ，また旧丸子地域の上田市商工会丸子本所では域内の同業者連携による受注拡大を目指し

た連携組織「上田ドリームワークス」というグループをこの春に発会した．坂城町の「さかきテ

クノセンター」では「さかきテクノセンター見直し検討委員会」を立ち上げて，町内産業の問題

点と将来的な方向性を探る試みを開始したところであるが，現段階では未だ途上のものが多い．

また，企業間の取引関係の拡大に伴い必要と考えられる政策的な連携も当該地域においてはみら

れなかった． 

第 3 章では，通商産業省関東通商産業局（1996）『広域関東圏における産業立地の展開に関す

る調査報告書＜産業集積風土記＞』においても指摘された，当該地域における基盤技術の希薄化

について，’90 年代以降，さらに深刻化しており，域外需要を取り込んでいる中核企業の需要，

要求を吸収できるような地域的能力の形成が必要との認識を示している． 

 

（４）富士地域（第 4章） 

 第 4 章の富士地域においては，富士市の基幹的産業である製紙ならびに関連産業の動向に着

目した．富士市は現在でも全国で有数の紙の生産地である．市内には大手では日本製紙（株），

王子マテリア（株）といった大手製紙企業から，紙，加工販売，製紙用機械，製紙用薬品といっ

た関連産業の事業所が多く集積している．業種別分類では確認することはできないが，化学や機

械金属を主力とする事業所のなかで製紙関連企業をカスタマーとする事業所が相当数あると予

想される．富士市における製紙産業の集積の起源までをみると，明治期の富士製紙第一工場の操

業まで遡ることができるが，その後，豊富な水源の存在を背景に地場資本の製紙業者の集積が進

展してきた．製紙・パルプ産業全体としては，戦後は，財閥解体等により新たに競争関係が流動
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化したものの，その時々の政治情勢や貿易自由化，原材料輸入の増加，資本の自由化，そしてオ

イルショックから円高局面を通じて，概ね大型投資→生産過剰→需給調整を繰り返しつつ企業合

併による資本集約化を進展させてきた．製紙業自体，資本集約的な装置産業としての性格が強い

ことにくわえ，品目，製造工程により生産設備が異なることなどから原質機械，抄紙機械，加工

機械等の多様な専門メーカー等の集積が相乗的に進み16特定地域への集積が進展したといわれ

ている（図４－１０）．しかしながら，‘90 年代以降，富士市においても紙需要の低迷を背景と

した生産抑制と大手製紙業による生産集約の影響を大きく受け，関連産業も含めた衰退をみてお

り，市の経済からも見過ごせない状況になっている． 

とりわけ紙、板紙においては、1968 年の数値をみると、対全国比の出荷額でそれぞれ 21.8％，

23.8％，工場数で 29.3％，27.1，従業者数で 26.2％，30.6％を占めていた17が，1990 年時点で

は既に 10％強の水準まで低下しており，その後も以降一貫して減少傾向を辿った後， 2011 年

以降，急激にシェアを落とし 5％に到達しようとしている（図４－７，p157）．製造品出荷額で

は 1991 年の約 1.8 兆円から 2013 年には 1.28 兆円まで減少したが，同様にパルプ・紙・紙加工

品製造業は 6 千億円からほぼ半減している（p164）．そして 2015 年の本調査研究によるヒアリ

ング時点では，同様に約 4/3 の水準まで低下し，その減少分のほとんどは製紙ならびに機械系業

種も含めた製紙関連産業の生産縮小によるものと分析されていた18．その内実をみると，大手製

紙メーカーによる生産抑制と設備投資の手控え，発電等の他事業への一部転換等にくわえ，経営

面からは企業統合やホールディングス化の影響により設備機器やそのメンテナンス等において

も域外への発注が増えている19ことなども，関連産業の衰退を促している実態が明らかとなった． 

各企業においても地域産業の観点からも構造転換の道筋が模索されている．市の産業支援策を

みると，医療・健康産業等，また CNF 等の製紙関連技術と比較的連続性が高いとみられる新領

域への進出支援に取り組まれているものの，事実上，製紙産業からの転換を促すまでの効果はみ

られていない．また，製紙関連産業の衰退による影響として，輸送需要の減退による物流費の高

騰や，工業用水や岳南排水路の維持管理問題といった，産業基盤の弱体化の問題も指摘されるよ

うになってきている．かつての集積要因や立地メリット 

 こうしたなかで，第 4 章では，現在の富士市の製紙業ならびに関連産業集積について，ほぼ

淘汰が進展した状況にあるとし，現存する集積内主体における新たな展開の必要性を指摘してい

る．具体的には関連団体による情報提供，技術交流，研究会の活発化，連携強化である．先述し

た通り，とくに製紙機械関連企業は製紙業をメインのカスタマーとしながら専門メーカーとして

の性格を強めてきた側面があるし，そのことは調査対象企業からのヒアリングにおいても確認で

きた．くわえて多くは中小企業である．既存技術の蓄積を活用，応用発展していくなかで，他産

業も含めた新たな需要開拓をしていくためには，新たな情報，営業チャネルを拡大していくとと

もに，設備転換等を図っていく必要がある．しかしながら，多くの中小企業の個別経営にとって，

この転換は決して容易ではない． 

そのことについて，富士市 N 社の事例によりみる（図終－１）．N 社は，抄紙機他，製紙機械

を主力としてきたが，40 年以上前から富士市における製紙関連の衰退を予測し，早くも 1970
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図終－１ 富士市 N社（抄紙機，半導体，各種産業機械）
製品分類別売上額推移 

 
注：凡例は以下の通り．  
  Ａ．パルプ装置，製紙機械の部分品  
  Ｂ．半導体製造装置の部分品  
  Ｃ．工業窯炉の部分品  
  Ｄ．化学機械、同装置の部分品  
  Ｅ．他に分類されない生産用機械の部分品  
 
資料：N 社提供資料をもとに作成． 

 

Ａ

Ｂ

Ｃ Ｄ

Ｅ

合計

0

2

4

6

8

10

1995 2000 2005 2010 年

売
上
額

（
億
円

）

年代後半からは自動車産業向けの塗

装ブース（付帯空調設備含む）の設

置等のほか，鉄鋼関係の各種プラン

ト機器（丸棒，形鋼，線材等の結束

ラインなど），’90 年代後半からは半

導体製造装置部品，各種生産設備部

品等の受注に取り組み多角化を図っ

てきた．’90 年代の後半は，製紙業全

体で国内の工場増設，設備増強の動

きが抑制され，海外展開が始まった

時期である．また 2001 年には，地

場資本大手の旧大昭和製紙が日本製

紙に統合された．この 2 つの転機を

経て，製紙業関連向けの受注（図中

A）は大きく減少する．具体的には

製紙メーカー側が，関連機器も含め

た，集塵機などの直接生産に関わら

ない付帯設備の導入や修繕費を抑制

し始めた時期20といわれている．一

方，図中 B の半導体製造装置メーカ

ー向けの受注も変動が極めて大きい

うえに利幅も大きくない．くわえて

とくにリーマンショックで受注が急

減したことのによる危機感から

「紙・パ」のみならず含め自動車や

製鋼所向けの受注拡大に努めた．し

かしながら思惑通りには拡大せず，

現在に至っている．2014 年の「盛り返し」は震災復興関連事業を受けた MS 製紙からの受注が

あったためであり一時的なものである． N 社ではこの 20 年で売上額，利益率ともに下落し，‘90

年代後半までは 40 名を擁した従業員も，現在では半減している．早くは 1970 年代よりそうし

た多角化に取り組んでいた企業ですら，構造転換に際しては長期間かつ不安定な局面を経つつ，

その規模を縮小してきている．これらの残存する製紙関連産業が置かれた現実の厳しさを示して

いるといえる（p171）21． 

市内には大手輸送機器関連部品メーカーが立地がみられ，出荷額規模等でみた場合，製紙関連

に次ぐ規模を有している．さらに東駿河湾地区でみたとき，細分類ベースでは上位 1 位の業種

となっている（図４－２，表４－１～３）．このことから，輸送期機関連等も含めた多角化展開
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に期待が寄せられるが，設備やそもそもの要求精度も大きく異なるうえ，そうしたマッチングを

促進するような支援策は講じられていない． 

なお，第 4 章，図４－５，６（p156）で，「パルプ装置・製紙機械」の製造品出荷額，事業所

数，従業者数の推移が表現されているが，工業統計調査では，各年次において最も出荷額が大き

かった品目にしたがい業種名が付与され集計されるため，すなわち本調査研究における「製紙業

向け機械」のサプライヤーの実際のボリュームよりも小さく表現されていると考えられる．N

社の事例でいえば，1998，2007，2008，2010～2013 年は，「パルプ装置，製紙機械の部分品」

製造企業とはカウントされない．製紙業の衰退による関連産業への影響は，統計上は過小評価さ

れがちであり注意が必要である． 

 

２ 政策課題の検討に向けて 

この 4 地域それぞれの問題状況は大きく異なっているが，共通しているのは，この 20 年で製

造業の量的縮小をみたことである．一般的な認識としては，90 年代以降の急速なグローバル化

と国内市場の成熟化，人口減少による内需縮小といった要因によるものとされるが，この間の政

策的な問題関心の変化をみたうえで，今回の実態調査結果とあわせて，今後の政策課題の検討に

向けたいくつかの論点を提示する． 

 

（１）政策的な関心の変化―産業集積政策から地域中核的企業支援へ― 

 

①1990 年代後半からの政策展開 

平成 26 年度から 2 ヵ年度にわたり実施した本調査研究は，空洞化対策としての地域産業集積

活性化法が施行された 1990 年代後半からの変化を捉えたうえで，広域関東圏の産業集積地域に

おける問題状況を把握し，政策的な検討に資することを目的としたものである． 

90 年代後半に，実施された国の産業集積関連政策としては「地域産業集積活性化法」（1997

～2007 年），「新事業創出促進法」（1998～2005）があげられる．前者においては基盤的技術産

業集積活性化計画，後者においては高度技術産業集積活性化計画がそれぞれ立案・承認された．

小田（2005）によれば，「「底辺産業」が政策に位置づけられて保全・活性化の対象となったこ

と」を特筆に値するとし，「大都市圏機械工業はもとより，地方の機械工業もまた基盤的技術の

集積抜きには，その維持・発展が難しい．このことは……従来の立地政策が見落としてきた点」

であって「「基盤的技術」と「高度技術」が一体となってはじめて，製品開発力を発揮し得る」

（以上，p260）とし，一定の評価を与えた．また，前者においては 25 地域，後者では 33 地域

の計画地域が選別的に承認されたが，その計画承認や開発地域の指定を巡る「手続論」や自治体

間競争の激化といったことへの批判的見解はあるものの22，現実において特定地域へ集積してい

ることを重視し，それを維持・発展させることを明確に目標とし計画スキームに組み込まれてい

たのは，他ならぬ「地域産業集積活性化計画」と「高度技術産業集積活性化計画」であったこと

を率直に評価した見解である．しかし，その後の「企業立地促進法」においては，その狙いとし
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ては産業集積が地域経済の活性化に資する旨，そしてその集積の核となるべき業種について，集

中的かつ効率的に施策を講ずること，そしてそのために自治体間が広域で連携しつつ取り組むこ

とが謳われたものの，事実上，国土のほぼ全域が同意地域となったこと，また法スキームに自治

体間が連携することのインセンティブを欠いたまま，その政策形成が自治体に委ねられたことな

どにより，結果的に産業集積の維持・発展促政策としてよりも，自治体間の企業誘致競争を通じ

た国際競争力強化策といった装いの色濃い政策となった23． 

一方，2001 年に打ち出された「産業クラスター計画」では，県境をも超えた集積間の「広域

ネットワーク」を形成しイノベーションを促進しようとしたものであった． 産業クラスター概

念は Porter（1998）により提示されて以降注目され，政策に具体的に援用されたものである．

産業クラスター概念自体は，その規定要因，要素（投入資源）条件，関連企業・支援組織，競争

環境，需要要件が地理的に近接することで当該産業が競争優位にある状態を示す概念である．も

っとも，この地理的近接性についての明確な規定はなく，交通条件の発展状況などにより左右さ

れ，またその産業の内容から求められる要因間の結びつきも異なることもあって様々な見解が存

在する24． 

わが国の産業クラスター計画に関する資料25によれば，産業クラスターとは，「新事業が次々

と生み出されるような事業環境を整備することにより，競争優位を持つ産業が核となって広域的

な産業集積が進状態」としている．具体的には，支援対象を地域の中堅中小企業，ベンチャー企

業，大学，研究機関とし，「IT やバイオ，環境，ものづくり等の産業クラスターを形成し，国の

競争力向上を図ることを目指す」とされている．しかしながら，個別プロジェクトの内容をみて

も，関東，中部を除いては各経済産業局の管内全域を対象としたプロジェクトであり個別の産業

集積や，先述のクラスターを成立させる各種要件を結びつけることを意図した政策とはなってい

ない26．すなわち，現実の産業クラスター計画においては，少なくとも関東，中部ブロック以外

は，「サブクラスター」，すなわち現実の産業集積に即してはいないということになる．また，そ

れらのクラスター計画は，「○○産業クラスター」のように，産業概念として捉えられたうえで，

それぞれ管内の企業や大学等から数百の参画主体を得ているが，その参画主体の「サブクラスタ

ー」内における位置づけや役割などについても言及されていない． 

小田（2005）では，「少なくとも機械系工業でみる限り，各地方の工業活動は大都市工業集積

（小田は，これを「サブクラスター」と称した）との連携によって成り立って，日本全体として

の「スーパークラスター」を作り上げているとみるべき」と主張している．しかしながら，この

ように産業クラスター計画の具体をみる限り，’90 年代後半から近年にいたるまで，わが国で一

般的に捉えられてきた産業集積ないし「サブクラスター」レベルの政策は後退したといえる． 

 

 

②新政策としての地域中核企業支援 

こうしたなかで，「クラスターを支える地域中核企業支援政策27」が新たに打ち出され 2016（平

成 28）年度から新たな地域経済産業政策として実施されることとなった．この地域中核企業支
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援の考え方について，地域 G の各種資料により順にみていく． 

 

1)地域中核企業とは？ 

地域中核企業とは「域内の取引額が多」く，「域外から「稼ぐ」ことができ」，「新たな分野で

の事業化に向け，研究開発や製品開発を，広く関係者を巻き込みながら展開している（しようと

している）」企業と規定28されている．そしてその地域中核企業を支援する考え方をみると，「地

域経済が，①地域外を大きな市場とする「域外市場産業（製造業，農業，観光）」と②地域内を

主な市場とする「域内市場産業（日用品小売業，対個人サービス業）」分けて考えることができ

る」としたうえで，「域外から資金を稼いでくる産業の集積を促進し，競争力を強化することが

重要」との認識がもとになっている29．そして，産業クラスター政策により形成された広域的な

ネットワークを通じて，新たに全国大の外部リソースとの連携を進め，事業化・販路開拓を見据

えた明確な「出口戦略」とプロジェクト管理に際しての支援をするが，それは産業集積構築では

なく，既存企業の支援が目的であるとして明記されている30． 

 次に，この「地域中核企業創出・支援事業」の事業目的についてみると，事業目的では「地域

経済の活性化のためには，地域を牽引する企業（＝地域中核企業）を数多く排出し，その成長の

ための支援を行うことが有効）」で「地域中核企業候補の成長のための体制整備や，地域中核企

業のさらなる成長を実現するための事業化戦略の立案／販路開拓等の取り組みを支援」していく

ために，「全国大の外部リソース（大学，協力企業，金融機関 等）とのネットワーク構築を支

援するための事業（地域中核企業ネットワーク形成事業）」と「地域中核企業の更なる成長のた

め，支援人材を活用して，事業化戦略の立案／販路開拓を支援するための事業」を通じて，成果

目標として
．．．．．

「地域中核企業候補の平均売上高 20 億円（2011 年度）を，取引先への波及効果も

含め，5 年間で 3 倍増とすることを目指す」としている（図終－２）． 
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図終－２ 地域Ｇ（2016b）地方創生と地域経済産業政策について（平成 28 年 3 月）p35 に示さ

れる「地域中核的企業創出・支援事業」の内容 

 

 

 2)地域を牽引する地域中核企業とは？ 

 次に，直近の公表資料である，地域 G（2016b）『地方創生と地域経済産業政策について（産

業構造審議会 第 11 回地域経済産業分科会 資料 2）』に沿ってみる．まず始めに「地域経済の構

造」と称して，地域経済におけるカネの流れが示される（図終－３）．そしてこれに関する以下

の説明が，地域 G の地域中核的企業支援の政策論理のベースとなっている．その説明によれば

「例えば，①製造業の会社が地域外に製品を販売し，売上を得る，②会社が従業員に給料を支払

う，③地域住民が地元のスーパーで買い物をする，④スーパーが従業員に給料を支払う，その後

③④を繰り返して，域内需要が拡大する」とされている．しかしながら，この認識には次の 2

点から問題があるといわざるをえない．第 1 に，実際の地域経済においては，この図にまさに

示されるように域外での消費があるため，限界消費性向が一定である限り，雇用者所得が継続的

に増加しない限り③→④→③の循環をいくら繰り返しても，域内需要は地域経済が自立性を持ち

うるほどには拡大しないはずである．そして第 2 に，本資料で示される考え方には，製造業の

会社が地域域内から仕入れ・外注することによる生産の増加ならびに付加価値の拡大，そしてそ

のことによる雇用者所得の増加の流れ，すなわち一般的には「1 次間接波及効果」と呼ばれる流

れが示されていないことである． 

一般的に「1 次間接波及効果」とは，地域内に限っていえば「域外市場産業」の生産拡大が，

域内の他事業者による生産に波及し，付加価値の増大と雇用者所得の増加をもたらす流れをいう．
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そして，そのことが域内の再投資と資本装備率を増大させると同時に，雇用者所得にも増加をも

たらしていく．そして資本装備率が上がることによりさらに当該地域の「域外市場産業」がさら

に域外からの需要を獲得する可能性が高まっていく．つまり，次の段階として自らが波及の主体

となる企業ないし事業体が生まれる可能性が高まることになる．「地域中核企業創出・支援事業」

の事業目的が，「地域経済の活性化のため……地域を牽引する企業（＝地域中核企業）を数多く

排出」することなのであれば，本来はこの「1 次間接波及効果」の流れを無視することはできな

い．そして，この「1 次間接波及効果」がない限り，図にみる「資金の流れ」の矢印が太くなる

ことも決してない31．そしてその場合，企業生産の増大分が，域内の付加価値額を，その増大分

以上に増加させる可能性は「1 次間接波及効果」があった場合に比較して極めて低いものとなる．

つまり，この資料に示された構造のなかでこの矢印を太くするためには，前述の「地域経済を牽

引する企業」が地域経済をいつまでも「牽引」し続けなければならず，そうした地域経済は自立

的で活性化された地域経済とはいいがたい．また何よりも，この③→④→③の循環（2 次間接波

及効果）によって，現在の地方部を中心とした経済の疲弊に歯止めをかける効果を発揮するため

には，「地域経済を牽引する企業」がどれだけ多くの雇用者所得を生み出さなければならないか

ということを考えたとき，域内からの仕入（調達，外注等）による「1 次間接波及効果」を想定

しない限り，「牽引役」としての地域中核企業という枠組み自体が非現実的なものとなるため再

検討が必要となろう． 

 

 

 

図終－３ 地域Ｇ（2016a）地域経済活性化政策に関する経済産業省の考え方（平成 28 年 3月）

p1 に示される資金の地域内循環に関する模式図 

 

 

もっとも，このことを政策主体である地域 G が見逃していたとは，そのセクションの主たる

業務内容からも考えにくい．そのことを，この資料の約 4 ヶ月前に公表された別の資料32により

みていくと（図終－４），「地域中核企業」とは，「地域経済を牽引する企業」であって「売上高

当期純利益率が 10％を超える中小企業（約 3,600 社）」ならびに「コネクターハブ企業（地域か

らより多くの仕入れを行い，地域外に販売している企業（3,621 社）」，「地域中核企業候補」と

は，「成長余力のある企業」であって「大企業の売上高当期純利益率（平均 3.8％）を超える中
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小企業約 1.7 万社」ならびに「R&D を行っている企業（数）3.4 万社」としている．そしてこ

こで「コネクターハブ企業」とは①域外販売額が域内仕入額の 1.2 倍以上，②域内仕入額が総仕

入額の 50％以上，③取引数 10 件以上との 3 つの定義を与えている（図終－４）． 

この「コネクターハブ企業」とは東京大学の坂田一郎教授が提唱した地域中核企業の概念であ

り，Z 値（地域や業種の区分のなかで取引が集中する度合）と P 値（地域や業種を超えた取引

を行っている度合）がともに高い企業とされる．この考え方をもとに，さらにそのなかでも特に

地域経済への貢献が高い企業，具体的には地域からより多くの仕入を行い，地域外に販売してい

る企業としたうえで先の 3 つの定義づけが与えられたのは，政府見解としては中小企業庁

（2014）『中小企業白書 2014 年版』においてであった．そこにおいても「地域内の経済を支え

ているコネクターハブ企業の活動を活性化させることや，地域で新しいコネクターハブ企業を創

出していくことこそ，地域経済活性化の「切り札」となり得る」としており33，前述の「1 次間

接波及効果」を重視した本稿の考え方とも重なり合う部分が大きい．ここではひとまず「コネク

ターハブ企業」こそが，域内の資本装備率を向上させ地域経済を牽引する地域中核企業であり，

との立場で議論を進める． 

再び，図終－４に戻ると，ここでは「地域中核企業」（＝「地域経済を牽引する企業」）の意味

を，先述のように「コネクターハブ企業」に限定せず，「売上高当期純利益率が 10％を越える中

小企業」との新たな定義を付加している．さらに「潜在的成長余力のある企業」が「地域中核企

業候補」として新たに政策対象として追加され，「大企業の売上投機純利益率（平均 3.8％）を

越える中小企業」ならびに「R&D を行っている企業」なる定義を付与されている．そして図終

－２に戻れば，「地域中核企業候補」には「１．地域中核企業創出支援ネットワーク形成事業」

が，「地域中核企業」には「２．プロジェクトハンズオン支援」が用意されている． 

ここで問題を改めると，これらの定義づけを与えられた企業が，本稿で考える「地域を牽引す

る」主体たり得るかという点である．「コネクターハブ企業」を除いては，その可能性が否定で

きないというに過ぎないのであって，実際に域内発注を通じて域内の資本装備率を向上させる主

体として存在しているとは限らないことである． 

『中小企業白書 2014 年版』以降，政策サイドでなされた検討については知り得ないが，つま

るところ，先の地域経済における資金循環の考え方において「1 次間接波及効果」の流れは，看

過されていたのでは決してなく，その重要性を認識した上で，地域 G の支援対象としての地域

中核企業が，『中小企業白書』に示された地域中核企業は異なることを際立たせることを意図し

敢えて表現しなかったものとも考えられる． 
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図終－４ 地域Ｇ（2015）地方創生と地域中核企業支援について（平成 27 年 11 月 23 日）p7 に

示される企業の分類 

 

 

 3)地域中核企業支援の目的と内容―産業クラスター計画を支える地域中核企業支援― 

「地域中核企業創出・支援事業」の事業目的に示された「地域を牽引する企業（＝地域 G の

政策フレームによる地域中核企業）を数多く排出」するという政策目的，そしてそのための政策

手段と示される内容のなかからも，域内仕入割合や先にみた「1 次間接波及効果」を重視してい

ることを読み取ることはできない．すなわち『中小企業白書 2014 年版』で示された地域経済の

活性化の「切り札」としてのコネクターハブ企業は，地域 G の地域中核企業なのではなく，産

業クラスター計画の成果と課題をもとに，その課題達成に向けた新たな施策の方向性から導き出

された「中核企業支援施策」の支援対象こそが地域 G の政策フレームにおける地域中核企業な

のである．そのことについてみていく． 

図終－５は地域中核的企業支援施策の論理フレームとみられる34．ここではクラスター政策

（第Ⅱ期まで）において残された課題として①地域ごとの集積業種の差別化が不十分であり，ま

た②閉じた取り組みが中心で広域連携が不十分とし，出口戦略と目標達成に向けたマネジメント

が必要との認識が示されている．そのうえで，この地域 G による地域中核企業支援の政策論理

を，誤解を恐れずに補足しつつ換言すれば「長引く不況によって企業立地等の設備投資に期待を

寄せることができなくなった．そのうえ国内の代表的な産業集積地においては空洞化の進展に歯
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止めがかからない．国内市場も成熟化したうえに人口減少の煽りを受け縮小過程にあり，これま

での政策スキームによって新たな市場を創出していくことは極めて困難な状況にある．くわえて

グローバル化の進展に伴い，経営環境が複雑化したこと予測可能性が低下した．したがってこれ

までの産業クラスター政策で構築したネットワークを通じて，内外のあらゆる経営資源

（Porer,1998 のダイヤモンド理論で示された 4 つの要素）を地域中核企業が全国スケールで利

用することを促し，各産業クラスターにあってはコア・コンピタンスを形成し，また企業にあっ

ては自社の競争力強化に結びつけ，国全体として産業競争力の強化に結びつけることが，国の地

域産業政策の役割である．」ということになろう． 

この論理に従うならば，国内産業集積という実在面の維持や構築は，直接の政策目的とはなら

ず，むしろ，産業クラスター政策を補完しより成果のあがる限りにおいて結果的に利用選別され

る存在となる．その意味では，p200 で示した目的も「決して産業集積構築ではなく，既存企業

の支援が目的」ではなく「……産業クラスター政策の円滑な遂行に寄与する」とした方が適切と

思われる． 

ところで，この 5 年前に公表された，地域 G（2011）は『産業クラスター計画 第Ⅱ期中期

計画活動総括』（以下，『活動総括』）においては，クラスター政策の展開により「顔の見える」

産学官ネットワークが形成され，その結果として新規事業開始件数の目標を達成したことを示し

た上で，次の様に総括している．「特に各地域における産業の中からより強みのある特徴的な産

業（コア産業）が明確化されるとともに，これまでのネットワーキング活動の積み重ねにより，

中心的な産業支援機関（コア機関）が生まれ，地域内はもとより地域を越えたコア機関の広域的

な活動が活発する等，想定以上の優れた取り組みも全国で生まれてきた35」と評価したうえで，

残された課題として「これまでネットワーク整備等のソフト支援に偏重しており，大規模研究開

発プロジェクト等のハード支援との計画的な連動性が希薄だったことから十分な政策的インパ

クトを導き出せておらず，また産業クラスターのアンカー的企業となるべき大企業の巻き込みが

不十分であったことから，クラスターのブランド化や新製品・新事業の市場への誘導策の機能を

欠く等の課題も存在している36」としている． 

この『活動総括』がなされた 2011 年から現在までの 5 年間において，政策の成果に関する認

識が，より厳しい方向で精査され刷新された結果である可能性もあるが，上の両者の評価と課題

を一読した限りではそこに大きな食い違いをみざるを得ない．とくに産業集積に関わる認識では，

図終－５では「地域ごとの集積業種等の差別化が不十分」とあり，「コア産業が明確化された」

とむしろ評価した 4 年前の『活動総括』による事実認識とは異なっている．本事業で 2 ヵ年に

わたり取り上げた各地の産業集積の性格は大きく異なっていた37し，ここでいわれる差別化がい

かなる主体にとっての何の差別化であって，それがなぜ必要でなぜ不十分なのかの説明が得られ

ないため，この食い違いの指摘にとどめるが，産業クラスター政策の推進において具体的に寄与

できる産業集積を選別できなかったとの認識を表現したものとも考えられ，今後の産業クラスタ

ー政策の展開に組み込まれない産業集積，すなわち地域中核企業が存在しない産業集積において

は政策的支援が手薄となり空洞化がさらに進展していく可能性もある． 
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図終－５ 地域Ｇ（2016b）地方創生と地域経済産業政策について（平成 28 年 3 月）p29 に示さ

れる中核的企業支援施策 

 

 

 4)「産業集積」から「地域の中小企業群」へ 

 ①～④を通じて，地域 G の地域中核企業支援施策をみる限り，地域産業政策の主たる目的が，

広域連携による国全体の産業競争力強化に資する内容に純化してきたことが明らかとなった．そ

のなかで，産業集積の位置づけも，かつての創業やイノベーションの苗床としてではなく，広域

的なイノベーション政策のなかで選別・利用される対象としての性格が与えられた．そしてその

政策対象が産業集積ではなく，地域の中小企業群となった．そのことをさらにみていきたい． 

 先に「地域中核企業創出・支援事業」の内容（図終－２）と，その政策対象としての「地域中

核企業」と「地域中核企業候補」の定義（図終－３）を示した．既に「地域中核企業」として活

動している企業に対しては「プロジェクトハンズオン支援事業」の，「地域中核企業候補」につ

いては，「地域中核企業創出支援ネットワーク形成事業」の枠組みで支援施策が講じられる． 

 地域 G（2016b）pp31-32（図終－６）は，後者の「地域中核企業創出支援ネットワーク形成

事業」により実現されるイノベーションの姿を模式化したものである．次にこれに沿って検討し

ていく． 

 まず，ここでの政策対象は産業集積ではなく，地域の中小企業群（そのうち「地域中核企業候
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補」が該当）である．そしてこの中小企業群のなかから「地域経済を引っ張る／優れた技術をも

つ企業を「発掘」」（ACTION 1）し，「産学連携／販路を見据えた開発」を促進するための組織

的な支援を講じる（ACTION 2）．ACTION 1 においては，地域毎に「イノベーション・コンソ

ーシアムの設置」がなされ RESAS38による分析やや地域金融機関，ベンチャーキャピタルから

の情報等をもとに「地域中核企業候補」が選抜される．この選抜された企業が，「産学連携／販

路を見据えた開発事業」におけるコア企業の「協力」企業として，「産学連携／販路を見据えた

開発」のなかに投じられる（ACTION 2）．そしてその開発が実現した中からさらに，「グローバ

ル・ネットワーク協議会」を通じて支援人材による多面的な支援が行われ「事業化・海外市場へ

の販路開拓→企業の成長」という流れが描かれているが，その「→」で結ばれる項目，すなわち

政策目的と政策手段の関係性のなかには「地域を牽引する企業を創出する」という目的をみてと

ることはできない． 

 

 5)小括 ―現行の政策枠組みにおける検討すべき事項― 

 ここまで，地域 G の地域産業政策のフレーム（政策目的）の変容，ならびにその枠組みのな

かで実施されようとしている「地域中核企業創出・支援事業」の概要をみてきたが，あくまでも

2016 年 4 月現在において利用可能な資料のなかでの検証であった．その前提でいくつかの検討

課題を指摘する． 

 第 1 は，政策対象と目標と成果指標に関する問題である．当該事業においては，政策対象と

して「地域中核企業」と，将来的に「地域中核企業」に成長するとみられる「地域中核企業候補」

が位置づけられている（表終－１）．ひとつはこのことと政策目標（「地域中核企業候補の平均売

上高 20 億円（2011 年度）を，取引先への波及効果も含め，5 年間で 3 倍増とすることを目指す」，

図終－２）との関係性が不明確な点である．「Ｂ．地域中核企業候補」への支援の目的は，少な

くともそれらが「Ａ．地域中核企業」の条件を満たすようになることとして設定されなければな

らない．もっとも，地域 G（2015）においては，分類と支援の方向性として大枠の考え方，す

なわち成長余力のある企業を，次のステップでは地域経済を牽引する企業に，さらにはグローバ

ル市場で活躍できる企業へと成長を促していくという考え方を，前年の 11 月に示しているが，

ならばむしろ，これに沿ってそれぞれの段階の企業数をどれくらいのボリュームにしていく，と

いった内容を上位の目標として設定したうえで，各論部の評価指標を検討していく必要があろう．

現段階では目標達成を図る評価指標が公表されていないため，この指摘にとどめる． 

第 2 に，政策対象の選定の問題である．表終－１に示した通り，RESAS 等の情報で求められた

とみられる企業数は，単純な足し込みで「Ａ．地域中核企業」では約 7,200 社，「Ｂ．地域中核

企業候補」は約 5.1 万社存在する．これらの数のなかから政策対象をいかにして選定していくか

という点である．決してデータのみによる必要はないが，それに際しての基準は最低限の指針と

してでも予め示される必要がある．「Ａ．」については，(1)と(2)が，さらにいかなる基準でどれ

だけの配分で選定されるのかという点が示されなければならない．また「Ｂ．」に関しては各地

域ごとに設置される「イノベーション・コンソーシアム」において「産学官金の連携」により 
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図終－６ 地域Ｇ（2016b）地方創生と地域経済産業政策について（平成 28 年 3 月）p31～32 に

示される地域中核企業創出ネットワーク形成事業の取組（上）と実現イメージ（下） 

 

（図終－６，下），事業の現場情報をもとに多面的な判断がなされることが想定されている．そ

のうえでは「成長余力がある企業」があぶり出されると思われるが，それらの候補が，果たして
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今回の政策目的である産業クラスターを下支えしイノベーションを推進する主体の 1 つとして

支援に値するという点が，いかなる基準をもって確認されるかということである．今回スキーム

が広域レベルのイノベーション推進であることから，その候補主体が擁する経営資源がその広域

的な支援スキームのなかに効果的に位置づけられるような妥当性を客観的に検討するメカニズ

ムが組み込まれる必要がある．すなわち「イノベーション・コンソーシアム」を通過して選抜さ

れた企業はあくまでも「産学連携／販路を見据えた開発」の中心企業に対する「協力」企業とな

らなければならない（図終－６）．一方，「イノベーション・コンソーシアム」の設置には資金面

で地方創生事業の枠組み（新型交付金／加速化交付金等）により充当されることが可能となって

いることからも，自治体主導のコンソーシアムとなることが予想される．選抜に際しては，国レ

ベルの広域的なイノベーションのなかのコア企業に対する「協力」企業としてではなく，地域内

の政治的配慮等から「地域企業の代表」として「選抜」される可能性も考えられる． 

 第 3 に，本事業の現実性についてである．今回スキームにおいては「毎年 200 の先導的プロ

ジェクトを創出」する（図終－６下）とし，これを「企業の成長に結びつけ地域経済の底上げ」

（図終－６上）を図るとしているが，そのために用意された 20.5 億円の予算額の妥当性である．

ネットワーク支援であるため単純計算は直接的には意味をなさないが，そのうえで敢えてみると

先導的プロジェクト 1 つについての予算額は 1 千万円の水準を大きく下回るように思われる．

そして，その規模のプロジェクトが全国から毎年 200 創出されることで，「地域経済の底上げ」

が可能かという点には，今一度検討が必要であろう．その検討次第では，今現在，「中核的企業」

の要件を満たしている企業を重点的に支援するスキームとした方が効率的かつ現実的であると

いう回答もありうると考えられよう． 

 そして最後に，今回スキームの支援対象が，結果的に一部の「優良」企業，あるいは先端産業

分野にのみ偏ることへの憂慮である．新たな技術や製品は先進的な取り組みをしている企業にお

いて多く生み出されていることは間違いない．しかしながら，それら企業も多くの企業間リンケ

ージのなかで支えられ，またそれら主体に蓄積された技術，知識，ノウハウのなかから生まれて

いるケースがほとんどといって差し支えない．そして本調査研究各章でみてきたとおり，多くの

企業はできるだけ近接での取引を望んでいた．今回の地域中核的支援施策が，こうした現実に対

応した内容として機能していくか，注視していく必要があろう．地域にとらわれない広域的なネ

ットワーキング活動が強調されるあまり，域内の主体間関係が軽視されることがあってはならな

い． 

 

  表終－１ 地域中核企業創出・支援事業の政策対象 

Ａ．地域中核企業 

「地域経済を牽引する企業」 

(1)売上高当期純利益率が 10％を超える中小企業（約 3,600 社） 
(2)コネクターハブ企業（地域からより多くの仕入れを行い，地域外

に販売している企業 3,621 社（域外販売額が域内仕入額の 1.2 倍

以上，域内仕入額が総仕入額の 50％以上，取引数 10 件以上等））

Ｂ．地域中核企業候補 

地域の中小企業のうち 
「成長余力のある企業」 

(1)大企業の売上高当期純利益率（平均 3.8％）を超える中小企業（約

1.7 万社） 
(2)R&D を行っている企業（約 3.4 万社） 

  資料：地域 G（2016b）より作成． 
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（２）今年度調査にみる今後の政策的インプリケーション 

 以上，地域 G の地域産業政策の内容をみてきたが，最後に，今年度の調査結果を踏まえ，あ

わせていくつかの政策的な検討課題の議論を進めたい． 

 

 ①産業集積の意義とコネクターハブ企業の可能性 

 直接の政策対象としての産業集積という実在面への関心が後退してきていることは，産業クラ

スター政策が実施に移された 00 年代初頭には既に感じられつつあった．そしてその後 15 年の

歳月を経て，地域 G の政策フレームからは，政策対象としての産業集積は消滅し「地域の中小

企業群」から選ばれし企
．．．．．

業
．
が産業クラスターの形成主体として直接的な支援の対象となったこと

は既にみたとおりである． 

こうしたことの背景には，’90 年代以降の急速なグローバル化の進展が，全国の産業集積に空

洞化をもたらし，その後の各種の集積関連施策の展開によっても，いまなお歯止めがかからない

現状があろう．そのことが政策担当者に大きな喪失感をもたらし，わが国産業を再び活性化させ

る活路が，Porter（1998）などの議論をベースとした各種のネットワーク形成を通じた施策に

求められたことは至極当然のことといえよう．また IT 化や物流手段の整備等の進展により，各

集積地においても域内取引の割合が大きく減少し，仕入れや外注先の地理的範囲が拡大している

という現実もあったと考えられる．この点については，本事業 2 ヵ年にわたり調査を進めた全

ての対象地域においても共通していた．こうしたなかで，それらの産業集積の量的縮小が，「近

接性の利益」ないし集積の外部経済を発揮していた産業集積において，そうしたメリットが低下

したことにより惹起しているのかどうか，その点については，本年度調査を踏まえ，また政策的

な方向性を検証してもなお，議論の余地を感じるところである． 

少なくともこの 2 ヵ年度の調査対象となった地域においては，近接性がもつ意味が消失した

とはいいきれなかった．ヒトやモノの移動における利便性は高まったとはいえ，少なくとも「近

接性の利益」を取るに足らないとするほどにはその移動にかかる費用も低下していないし，リー

ドタイムの短縮が年々進なかで時間的な側面においても然りであった．外注・仕入先の範囲を拡

大している企業の多くにおいては，それはもともとの域内の取引先の廃業やそのリスクに伴いや

むを得ずそうしているケースが多かった．このケースが目立ったのは上田・坂城地域であった（A

社，B 社，C 社，D 社，E 社，G 社，K 社，O 社，P 社 R 社）．この地域では外注範囲を拡大す

るとしても，県内の周辺市町村に見いだすケースがほとんどであった．また川口市（K1 社，K4

社，K5 社，K7 社，K8，K9 社），大田区（表２－５参照）でも同様であるが，実に調査対象の

半数以上が，同業ないしは関連業種が近隣に集積していることのメリットを強く認識しているこ

とが実態調査によって確認された．それでは，なぜこれらの地域で産業集積の縮小が進んできた

かということになる． 

川口市の鋳物産業集積，大田区の基盤技術集積，長野県の上田・坂城町においては，もともと
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の成り立ちから中小零細企業が圧倒的多数であった．そのため利益率の低下などから設備更新や

採用，後継者確保が敵わず廃業せざるを得なかったケースが極めて多い．そうした中小ならびに

零細企業の多くは中間財生産者である．最終財生産者によるグローバル競争の激化が起点とした

厳しい単価削減要求を通じて中間財生産者の利益率を「侵食」したことが，産業集積の縮小の大

きな要因となっていた．ところが，今回調査において，残存している中小ならびに零細企業のい

くつかにおいて，受注単価の反転，いわば「値戻し」が生じていた．これは 1 つには，そうし

た小零細企業の多くが廃業したことによって残存企業の交渉力が高まったこと，あるいは周辺諸

国における労働費用が高騰したことなどの要因によるものであろう．ただ注目すべきは，その「反

転」分が最終財の価格に転嫁されているわけでは決してなく，「コネクターハブ39」となった企

業自らが利益率を犠牲にしながら吸収している実態であった．輸送用メーカー向けのゲージを主

力とする大田区の OM 社，富士市の抄紙機や産業機械全般を主力とする N 社などである．OM

社代表の証言によれば，「当社は大田区に集積した協力企業がないとやっていけない．それはグ

ローバル化の影響からグローバル化を推進している大手企業との取引関係のなかで Tier1 や

Tier2 の層では系列関係のピラミッドは崩壊したが，それより下の層では量産，試作開発も含め，

依然として低コストが強く求められるため，むしろ強固なピラミッド関係を必要としている．当

社のような企業がまるでそうした外注先の営業を肩代わりして仕事をとっているようなもので

ある．カスタマーから指示される図面についても，外注先に出すときはわざわざ「翻訳」してだ

す．それくらいしても区内の外注先が必要なのである」．また，富士市の N 社でも「外注先には

熨斗をつけてお願いしているような現状にある」とのことであった．OM 社の証言からは，「コ

ネクターハブ企業」と産業集積の存在が，今の輸送機器メーカーを支えている側面をみることが

できる．そして，大田区においてはとくに顕著であるが，大幅に減少したとはいえ，試作・開発

機能が「仲間取引」により低コストで担われている実態40と，今なお減少傾向に歯止めがかから

ないことを憂慮する証言が多く得られた． 

詳細は各章に委ねるが，これらの調査結果を検討すると，いずれも産業集積の本質，すなわち

「近接の利益」と外部経済性のメリットは今なお失われていない．産業集積の重要性が低下した

わけでは決してないのである．このことを実際のデータにより検証したのが徳田（2010）であ

る．徳田は都道府県別に ROA と事業所密度との関係を確認し，事業所密度が高く企業の集積が

厚い都道府県ほど，立地企業の収益性が高いことを確認した41．そしてさらに先述の大田区の

OM 社の証言など，今回調査結果における事例が示すことは，地域外から需要を持ち込み地域内

に仕事を発注する「コネクターハブ企業」の産業集積にとっての存在感でもあった。 

そもそも産業が集積する理由としては，第 1 に生産のための知識や技術，市場の情報が伝わ

りやすいこと，第 2 に，部品供給企業などにとり輸送費用を節約する面がある．第 3 に集積地

にはそれらの技術や技能を有するヒトが集中することである．そして前方連関効果と後方連関効

果の循環的因果関係が生じ42，ヒトだけでなく公共財も含む集積地域全体の資本装備率が高まる

ことで，さらに集積が進み，そのことで域外からさらに仕事が持ち込まれることになる． 

現実の産業集積においては，イノベーションを達成した事業体の参入とその時代にそぐわなく
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なった事業体の退出とを繰り返しながら，その過程において生じる「近接の利益」ないしそれに

より多様な外部経済効果が生ずることにより産業集積が形成され支えられてきた．そして事業体

が衰退しても他の事業体が勃興していくという循環のなかで，全体としての生産性向上が実現し

てきた．また一方で，過度に集積が進展した場合，そのデメリットも顕在化する．過度の集積に

より「近接性の利益」が反転し次のステージでは分散が進み，分散したその先で新たな産業集積

が生まれることもある．このように産業集積は過渡的な実在であるといえる．しかしこのことは，

産業集積が政策対象とならないことの理由とはならない．また全体としてより産業競争力を高め

るような産業配置を探求していくことは，先にみた現実の産業クラスター政策との矛盾するもの

では決してない．政策対象として求められる空間スケールは異なるかもしれないが，特定の集積

地域小田（2005）のいう「サブクラスター」の重要性が否定されるものでもない． 

とくに今回の実態調査結果とあわせて重視したい内容は，1 つはこれらの産業集積地に蓄積さ

れた技術資源であろう．それはヒトに体化したものだけなく，社会資本も含む集積地域全体の資

本装備率の高さである．そしてもう 1 つは，わが国で地域労働市場を棲み分けつつ地方への工

場立地展開が進んだことと，また 1970 年代より進められた分散政策によって，企業のみならず

研究水準の高い学術機関や各種の産業支援機関も広く国内に点在し，それぞれ特色のある産業集

積が局地的に分散していることである43．これらの産業集積が，前項まででみたように地域中核

的企業を介して全国スケールでの産業クラスターに組み込まれることにより，経済的厚生が高ま

り全国民の利益となる．つまり産業集積が「公共財」としての意味をもつことになる．この論理

が成立するような制度設計ができる限りにおいて，集積間ネットワーク≒産業クラスターを構想

する最大の意義が発揮されるし，また国が産業集積の維持・発展に関与する理論的根拠ともなる．

そしてまた「コネクターハブ企業」への支援はそのための重要な政策手段となる可能性を擁して

いる44． 

 

②広域連携と政策主体の問題 

 次に，地方自治体の役割についての議論を進めたい．企業活動がいかに広域化しようとも，地

方自治体にとっては多くの付加価値を地元に残し循環させ経済活性化を図っていくことが重要

であり，その限りにおいて自らの管轄エリア内の企業に対する支援や事業環境整備，企業誘致活

動などに取り組むことになる．近年の産業集積地を擁する自治体の大きな関心事は，産業集積地

域の産業活力が低下しとくに地方部において深刻化する衰退傾向にいかに歯止めをかけるかと

いうことであろう．しかしながら，関連する上位政策や問題・対象とする経済現象の広域化の程

度によっては，そうしたインセンティブが働かず，域内の産業振興に有効な手立てを打ち出せな

い場合がある．前者の例が企業立地促進法の帰結45であったし，後者の例としては，今年度調査

における，富士市の製紙ならびに製紙関連産業の凋落に対して有効な政策手段を出し得ていない

富士市，既存産業集積の縮小・再編と同時並行的に，受発注の広域化が進展する上田・坂城地域，

そして近接する自治体間でも性格が大きく異なることにより政策の連携や役割分担が進まない

東葛・川口地域がそれに該当する． 
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 富士市の例をみる．第 4 章ならびに本章「1（4）」でみたとおり，大手製紙業によって長期に

わたり市経済は支えられてきた．とくに戦後は，紙需要の増加を背景として市内に製紙メーカー

の集積の厚みが増した．しかし，製紙産業には，装置型でありながらも他の重厚長大産業のよう

に政府による生産割当指針などがなく，常に過当競争を強いられるなかで財閥系の大手製紙業を

中心とした企業合併や統合により生産過剰に対応してきた歴史的経緯がある．とくに 1990 年代

以降，市内大手メーカーの経営不振，統合，合併等が，そしてまた紙需要の縮小によって市内中

小メーカー等においても廃業や統合が相次ぎ，そのことが市内に集積する製紙および製紙関連産

業全体の縮小を招いた（pp.164-165，図４－１０，表４－４）結果，市経済に深刻な影響を及

ぼしている実態が明らかとなった．とくに日本製紙では鈴川工場のラインを石巻に移管し生産停

止したほか，王子エフテクスなども第一製造所の生産を中止したことに象徴されているが，生産

過剰による利益の圧縮が，富士市での製紙業の操業コスト負担を許さなくなったという事情があ

る．これについては工業用水と排水（岳南排水路）の費用負担が大きかったことが大きな要因で

あったことがヒアリングによる証言から得られている．大企業の全国スケールでの生産集約と広

域にわたるインフラの問題が同時に生じた場合，自治体単独での対応は極めて困難であるといわ

ざるを得ない．同じ対象であっても，それぞれの自治体が受けている便益や問題の程度が異なれ

ば合意形成には相当な時間を要するため，市場の変化のスピードへ対応は極めて困難となる．事

実，富士市における政策的支援の内容をみると，新事業創出や創業支援，先端技術産業の研究開

発など市の産業構造の転換を狙った施策が打ち出されており，それなりに利活用は進展している

ものの，こうした問題への対応策は打ち出し得ていない（第 4 章）．  

 上田・坂城地域においては，多くの企業が疎開企業や戦前から続く地元企業からのスピンオフ

により集積が進んだ地域であるが，その技術力の高さから，残存する企業の多くは独自に広域展

開しているケースが目立った．しかしその広域展開とて，東信地域内，ならびにその周辺の長野

県内の企業との受発注を漸進的に進めている様子をみてとることができた．すなわち，最終的に

はヒトやモノの移動可能性の制限を強く受けつつ新たな企業間リンケージが構築されている可

能性が高いということであった．こうしたなかで，地域側の取り組みとして，産業政策の広域連

携が進んでいるかといえば決してそうではなく，坂城町と上田市が独自で取り組むばかりか，上

田市内においてすら，旧丸子町地区とそれ以外の地域とでも別個に進められていた（第 3 章）． 

東葛・川口地域では，鋳物工業で相当の年月の歴史的背景を有する川口市と，主に戦後の企業

誘致と工業団地の造成により企業進出が進展した柏市とでは，1990 年代以降の製造業の量的縮

小の事実は共通していたが，その問題状況も各市が掲げる課題も全く異なっていた．かつて東

葛・川口地域として「A 集積」地域に指定されて 20 年弱の歳月を経ても，相互の政策連携，広

域連携は全くといって良いほど進んでいない実態がみえてきた．第 1 章では，この両地域の産

業集積の特性や発展段階，産業集積を支える基礎条件を詳細に検討した上で広域連携の道筋をつ

けていく必要があるとしている．当該地域が，東葛・川口地域というひとつのまとまりをもった

政策対象エリアとして取り組まれるべきか，あるいは，各々が各々の道筋において，全国スケー

ルでの連携を模索していくべきなのか，その点についても慎重に議論を進めていく必要がある．
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少なくとも今年度調査においては，前者の必然性は見いだすことはできなかったし，現に企業立

地促進法のもとでは，一体的に取り組む地域とはなっていない（第 1 章）． 

以上の市町における問題状況は，集積間ネットワークを構想していくに際しても避けて通れな

い内容を含んでいる．それは競争・競合関係にある主体間にいかなる方法で協調・連携関係を構

築するかという重大かつ困難な課題でもある． 

 

③RESAS の意義と地域産業政策への活用可能性 

 これまでのわが国の産業立地政策において，各種の地域指定が行われてきたが，そのひとつの

問題として，政策対象としての地域指定において，政治的な配慮等により，政策の当初の目的が

薄れ，あるいは変質してきたという問題が指摘されてきた．一例としては，テクノポリス計画が

あげられる．テクノポリスは，国家的なシンボル事業として構想時には全国 1 箇所を想定して

いたが，当時の田園都市構想や定住構想との親和性が高いとの認識が表明されたことなどから，

全国的な反響を呼び起こし，全国 38 箇所が名乗りを上げ「指定陳情合戦」の末，最終的には 26

の地域指定を受けるに至った．その結果，国家主導のナショナル・テクノポリスではなく地域主

導鋳型のローカル・テクノポリスに変質し，国の財政・金融・税制面での支援も手薄いものとな

った．これらは，地方への配慮により選択と集中を果たせず効果の薄い政策となったことへの批

判的見解であった46． 

 RESAS の登場は，こうした側面を打開するツールとして期待される47．RESAS とは，経済

産業省が開発を行ってきた「地域経済分析システム」，いわゆる「ビッグデータを活用した地域

経済の見える化システム」であり，経済分野に限らずさまざまなデータを搭載することで、地方

自治体が「地方版総合戦略」の立案等をする際に役立てることを目的として構築されたシステム

である．「地域経済分析システム」の英語表記（Regional Economy (and) Society Analyzing 

System）の頭文字を取って、“RESAS”（リーサス）と名付けられている．RESAS を利用する

ことで，先述の「コネクターハブ企業」の同定の可能性が飛躍的に高まると考えられている．現

時点では企業間取引の「見える化」が既に実現しているが，将来的にはデータの拡充も検討され

ており，企業単位のみならず，事業所間の取引状況等も把握できるようになる可能性が高い．そ

の結果，「コネクターハブ企業（ならびに事業所）」の同定が可能となる．そしてこれら動向の分

析が深まることによって，産業，そして地域経済にとり重要な役割を果たしている産業集積を同

定していくことも可能となってこよう．その結果，期待されることは，かつての産業立地政策に

おける地域指定に際して指摘された，過度に政治的な配慮や恣意性を排除し，集積経済を地域経

済への寄与の程度や産業全体のなかに位置づけつつ，より客観的な判断のもと望ましい産業配置

を追求していくことも可能となろう．すなわち前述の①，②の検討を深めるに際し各々の課題に

さらに接近できるようになると考えられる．現在，RESAS のシステム自体が構築途上であり，

また関東経済産業局においても 2015 年度から研究会やシンポジウムの開催を通じて，活用可能

性については鋭意検討を進めている段階にある． 
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注 

 
1 竹内（1978，1983）． 
2 額田（2014）は，大田区を事例に，産業集積が縮小しそれまでの分業構造が変化してきた実態から「分

業システムの冗長性の低下は，短期的な意味でシステムの効率性をあげても，長期的な目で見た環境変化

に対して産業集積が自らをダイナミックに変革しながら適応していく能力を減退させる可能性をはらむ」

危惧を示している．具体的には，試作開発に伴うイレギュラーへの対応や問題解決能力の低下，そして多

様な事業主体の相互作用による創発機能が低下していく可能性を指摘したものである． 
3 たとえば OK 社の田代信雄社長によれば，「不良でつくりなおしのときは，責任の分担が問題になってく

る．たとえば，旋盤・マシニングセンタ・焼き入れ・表面処理とあり，最後の表面処理で不良にした場合，

一般的には表面処理の会社が責任をとるのが当たり前と考えられる．しかし，町工場ではそうでもないこ

とも多い．なぜかというと，表面処理の単価が安いからである．表面処理や焼き入れ工程は，最後の工程

になることが多い．そして，そこまでに，ひとつの部品で数万円，ときには数十万円になっていることが

ある．表面処理の単価は，数十円から数百円くらいが多い．100 円の加工単価で，製品が 1 万円かかって

いるからその分弁償しろ，とはいえないのである．町工場ではお互いに痛みを分かち合うことで暗黙にリ

スクを分散している．不具合リスクは工程が多ければ多いほど調整作業が複雑になり大きくなる」（田代，

2013）とし，大田区ではこうした調整ができる「営業コーディネーター」が活躍していたとのことであ

る．加工方法や図面に深い知識があるだけでなく，人と人とをつなぐ人間力が重要であり，こうした人材

が徐々に減少してきていることを指摘した． 
4 OJ 社によれば，1990 年に創業した当時は，「ヨコの繋がりで仲間から仕事をもらってくることが多かっ

た．その仕事はだいたい一週間から一ヶ月単位のものが多く，とくに営業をしなくても納品すると自動的

に次の仕事がもらえるといった様子であった」とのことである． 
5 大田区（2015）． 
6 額田（2012）． 
7 OK 社の TN 社長は，「表面処理だけで 10 種類，焼き入れも 10 種類あるような部品は 1 社で手がけるこ

とはできず，そうした工程が見事に点在している」大田区の産業集積の資産的価値は大きいとしている． 
8 OL 社では，かつて 1,000 円まで「叩かれた」同じ仕事を現在では 2,000~3,000 円で受注しているとの

ことであった． 
9 OM 社社長の ST 氏は，「大企業のピラミッド構造が崩壊した一方で，中堅企業とそれに連なる中小企業

群においては，依然としてコスト低減型のピラミッド型の取引構造が求められている」と証言している． 
10 もう一つの視点としては，関（199）の「マニュファクチャリング・ミニマム」があげられる．この概

念は「一国や地域が創造的なモノ作りを行っていける技術的な最小限の組み合わせ」と定義される（関

（1998），pp.206-209）．この概念も，創造的なモノづくりの内容と空間スケールについて十分な議論の

進展をみていない．一国か地域か，あるいは特定の産業分野についての「ミニマム」かによっても，政策

主体は変わってくると考えられる． 
11 吉田（1986）より． 
12 （公財）さかきテクノセンターからのヒアリングによる． 
13 工業統計によると，事業所数では 1990 年の 357 事業所から 2013 年には 235 まで減少したが，従業員

1人あたり現金給与総額は420万円から441万円へ，事業所あたり製造品出荷額でも2,857万円から2,840
万円と，生産性ではむしろ 20 年前の水準を維持しているといえる． 

14 同センターでは，ニーズの多様化やグローバル化をうけ，町内の工業関係 6 団体からなる「見直し検討

委員会」を 2015 年 6 月に設置し，ワークショップ形式のグループ会議を通じて，操業環境や人材育成，

議論を進めている．構成団体は，「さかき技術交流研究会」「坂城産学官連携研究会」「坂城町ニューリー

ダー研究会」「坂城町産学官連携協議会」「テクノさかき工業団地組合」． 
15 坂田（1993）によれば，都市圏との交通条件の悪さから，「坂城町にくる仕事は，微細加工で打品種少

量と言った，割に合わないようなものが多かった（p77）」ことが町の工業の高付加価値化に寄与したと

し，「特にオイルショックを契機として……NC 機器などを積極的に投入し，多品種少量生産，高精度加

工を実践して時代の要請に応え，差別化を進めていった（同前）」ことが「組立産業が高度化し，部品の

精度が求められる今日，専門家された行程を担う下請企業は，親企業からの品質，コスト，納期について

の要求を満たしていく過程で，設備投資や生産管理を進めながら，高度な専門加工技術を蓄積させ……技

術力の優位性を武器に，企業系列や業種を越えた多角的取引を行い，また需要サイドにおける技術の空洞

化を背景②価格交渉を有利に進めるなどして，親企業への依存度を弱めてきている（p79）」とした．ほ

かにも，北村（1986）の「……高度成長時代，坂城の工業とは要するに，大量生産では間尺に合わない

“余分な仕事”の便利な処理工程であった．……坂城の工業は，……そのなかでいつの間にか，多品種少
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量生産を低コストでこなすノウハウを蓄積していた」，吉田（1986）の「なぜ坂城の下請企業は，ひとつ

の受注先に縛られずに各メーカーと一定の距離を置いたつきあいができるのだろうか．それは，発注元の

メーカーにとって，坂城の企業は，直径の下請だけではなく，あくまで厄介で少量の仕事だけを引き受け

てくれる企業だからだ」とした見解もこうした側面を説明したものである．  
16 四宮（2004）ほか． 
17 藍原（1970）より． 
18 富士市役所，富士商工会議所からのヒアリングによる． 
19 数社からのヒアリングによれば，大手のホールディングス化や合併による大型化により，同じ工場であ

っても，備品等の決裁権ですら工場から本社に移行し，市内企業による営業や受注獲得が困難となったこ

とが指摘されている． 
20 具体例としては，サンクションフィルターやウォッシャー，スクリュー装置などの消耗部品のように定

期的な補修が必要な設備類であっても，故障しない限りは修理をしない傾向がでてきたと証言された． 
21 なお，第 4 章，図４－５，６（p156）で，「パルプ装置・製紙機械」の製造品出荷額，事業所数，従業

者数の推移が表現されているが，工業統計調査では，各年次において最も出荷額が大きかった品目にした

がい業種名が付与され集計されるため，事実上の数値，すなわち本調査研究における「製紙業向け機械業

種」よりも小さく表現されていると考えられる．N 社の事例でいえば，1998，2007，2008，2010～2013
年は，「パルプ装置，製紙機械の部分品」製造企業とはカウントされない． 

22 田中（1996），伊東（1998）など． 
23 企業誘致において競争関係にある自治体同士が連携ないし協調するためのインセンティブが，同法の政

策スキームに組み込まれていないことによる．佐藤（2014）では，企業立地促進法の中核機関である各

計画地域の「地域産業活性化協議会」も，自治体間の広域連携において必要な，政策情報の交換，政策内

容の議論・合意形成・方針の決定には十分に貢献しておらず，主に政策内容の追認を行う機関としてしか

機能していないこと示し問題視している． 
24 石倉ほか（2003），藤田（2011）など． 
25 経済産業省（2009）p2 より． 
26 経済産業省（2009），小田（2005）による． 
27 経済産業省 地域経済産業グループ（2016b）p27 より． 
28 経済産業省 地域経済産業グループ（2015）p6 より． 
29 経済産業省 地域経済産業グループ（2016a）p1 より． 
30 経済産業省 地域経済産業グループ（2016b）p29 より． 
31 厳密にいえば，総雇用者所得の増加により商業，サービス部門を中心として一定分の付加価値額の増加

は見込めるし，そのことが新たなサービス業の創業を促したり，あるいは商業や小売業などにおいては

店舗や店舗什器等への投資がなされたりということも当然ありうる．また，観光面から着目されるよう

な商品やサービスが生まれることもあろう．しかしながら，物的生産とサービス生産との厳密な特性の

違い（移送可能性など）から，その可能性は農業や製造業よりも低いといえる． 
32 経済産業省地域経済産業グループ（2016）． 
33 当該パラグラフは，中小企業庁（2014）pp533-535.の記述を再構成した． 
34 ただし，ここでは「地域中核企業」ではなく単に「中核企業」と記載されている． 
35 経済産業省地域経済産業グループ（2013）． 
36 同前． 
37 初年度の報告書は（一財）日本立地センター（2015）． 
38 まち・ひと・しごと創生本部事務局（2015a,b）． 
39 ここではデータ等により厳密に定義したそれではなく，域外から仕事を受注し主に域内に外注している

企業の意味で用いている． 
40 注 1 参照． 
41 徳田（2010）pp21-22.より 
42 アルフレッド・マーシャル著・馬場啓之助訳（1985）を参考とした． 
43 鈴木（2001）では，テクノポリス政策に対する前述の批判的見解を踏襲した上で，プラスに寄与した側

面として，在来型産業の多くにハイテク技術の成果を事業活動に活かす「享受能力」が形成されたことが

指摘している．その意味で，「地域において独自技術・製品を開発している研究開発型企業の多くは，い

わゆる「高度技術開発型企業」ではなく「高度技術利用型企業」である」とした． 
44 いまひとつ付けくわえるならば，とくに製造業の量的縮小の局面において，受注の不確実性から設備投
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資ができないことが，さらにまた新たな受注の妨げになっているという悪循環がある．企業からすれば回

収の見込みがえられないまま設備の維持・更新をしていくことはできない．各種の公的補助による設備投

資は，取引よりも研究開発等を条件として交付されるものが多いため，地域中核企業支援により集積にと

ってのコネクターハブ企業からの発注が増えることは，設備投資額の回収の見通しを伴うため結果的に資

本装備率を高めていくことになる． 
45 佐藤（2013）． 
46 山﨑（1992），伊東（1998）など．いずれもテクノポリス計画の内容が，とくに財政面において新産・

工特よりも後退したことを指摘している． 
47 まち・ひと・しごと創生本部事務局（2015a,b）． 
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